


は じ め に

第二次世界大戦後からほぼ1980年代にいたるまでの時期に､ヨーロッパを中心とした先

進諸国は､福祉国家を基本とする社会 ･経済システムを形成してきた｡その内容は､ケイ

ンズ主義的な経済政策と､社会的公正を理念とする再分配を基軸とするものであった｡し

かし､それ以降､少子高齢化､経済成長の鈍化､福祉財政の悪化､市場万能イデオロギー

の興隆､およびグローバリゼーションの影響のもとに､福祉国家は再編成を余儀なくされ

てきた｡現在もその過程にある｡

こうしたなかで､新しい展望のもとに社会的公正を実現するための福祉レジームの再構

築をめぐる各種の試みもおこなわれている｡ こうした試みを検証し､日本においても ｢活

力ある安心社会｣を築いていくための基本的視点と､中長期的な政策的諸課題を明らかに

することが緊急のテーマとなっている｡

このような問題意識のもとで､連合総研は2002年度より 『現代福祉国家の再構築に関す

る研究委員会』を設置した｡本研究委員会では､｢現代福祉国家の再構築｣に関わる個別の

研究テーマを設定し､社会保障 ･福祉をめぐる政策 ･制度の現状分析､主要な政策的論点

の整理をおこなうシリーズ研究を進めることとした｡

その初年度の研究テーマとして､社会保障制度の再編過程にある先進諸国における年金

改革の現状と課題をとりあげ､その成果を本ブックレットとしてまとめた｡現在､日本に

おいても2004年の年金改革に向けた議論がおこなわれているところであり､働 く者や国民

一般にとって ｢よい社会｣とはなにかという問題について､本ブックレットで示した欧米

6カ国の事例が解決の道標となれば幸いである｡

最後に､本研究にあたり､駒村康平主査をはじめ､ご尽力をいただいた委員の方々に深

く御礼申し上げたい｡
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総論 年金改革の国際比較が日本に示唆する点

東洋大学経済学部助教授

駒 村 康 平

1.はじめに

スウェーデン､イタリア､イギリス､ドイツ､カナダなど多くの福祉国家が進展する高

齢化に対応するために20世紀の最後の10年間に大きな年金改革をおこなった｡これに対し

て､日本の5年おきの年金改革は､制度の微調整に始終し､本格的な高齢社会に対応した

改革は不十分であった｡本報告書は､これら年金改革を終えた国およびアメリカなど年金

改革を行っている国の現状と課題を整理し､今後の日本の年金改革の参考にすることを目

的とする｡

2.日本の年金制度の抱える課題

急速な人口構造の変化､経済成長の鈍化､雇用環境の変化によって､年金制度は多くの

課題に直面している｡年金の抱える問題は､国民年金の空洞化問題と世代間移転の問題に

集約できる｡

なかでも､国民年金の空洞化問題は､深刻な社会問題となっている｡40年以上も堅持し

てきた国民皆年金に空いた穴は､次第に大きくなっており､2002年度の国民年金の収納率

は62.8%まで低下している｡ しかし､この国民年金の空洞化問題は､日本の年金制度が抱

える独自の問題とも言える｡ というのも各国とも必ずしも国民皆年金を標模しておらず､

年金未加入者の増加は問題となりつつあるものの､それほど深刻な問題とはとらえられて

いない｡この点､社会保障の中心に皆年金をおき､公的扶助に限界的な役割を求めた日本

と違いがある｡

3.諸外国の年金改革の動向

高齢化社会における過度な次世代負担を回避するため､多くの国で､すでに年金改革に

着手している｡世界の年金改革は､年金の保険料や給付に関する数字を調整するタイプの

調整型改革と制度そのものを根本的に変える抜本改革に分けることができる｡ ドイツ､ス

ウェーデン､イタリアといった国は､高齢化 ･低成長でも持続可能な制度に改めた｡これ
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に対し､公的年金のウェイトをすでに小さいものにしていたイギリスのように､私的年金

拡大-の支援と私的年金の持つ問題の解消と最低保証部分の充実を行っている国は､例外

として位置付けられるべきである｡ また､アメリカは政権交代をはさんでの年金改革は検

討段階でとどまっている｡

こうした中､特に注目すべき国は､日本同様に2050年頃には高齢化率3割を超えるスウ

ェーデンとドイツである｡ ドイツは､抜本的な改革ではないが､徐々に私的年金のウェイ

トを引き上げ､公的年金の比率を引き下げる改革を進めている｡ 一方､スウェーデンは､

抜本的な改革を行った｡各国の改革内容は､各章に委ねることにして､以下､概要のみ整

理する｡

(1)ドイツの年金改革

ドイツも日本同様に急速な高齢化が進んでいるが､年金改革の視点は､世代間問題より

は､制度の持続可能性､早期退職問題への対応が中心である｡ 1997年には賦課方式､保険

方式の維持が確認され､給付抑制と個人年金の促進､自営業者への適用拡大､児童養育期

間の評価の強化が行われることになった｡キリスト教民主同盟 ･社会同盟政権による年金

改革は､人口要素に応じて年金額を抑制する改革を行い年金の賃金代替率を2030年までに

64%に引き下げることとした｡しかし､1998年に政権交代が起き､社会民主党 ･緑の党に

よる連立政権は､前政権の年金改革の多くを実施せず2001年年金改革に着手した｡この内

容は､①人口構造に対応するため､特に余命の伸びに対応するためのスライド調整が採用

されたこと､②高齢化に対応するために2030年の年金代替率 (モデル年金/全労働者の平

均賃金)をそれまでの70%から68%まで引き下げる､③水準を引き下げた公的年金の一部

を､所得の一定割合を拠出する個人勘定確定拠出年金の企業年金､個人年金による代替 (捕

足的老後保障制度エリースター年金)をするように税制上の支援や補助金を出し､私的年

金の代替機能を政策的に支援した｡公的年金の保険料は2020年までは20%程度､2030年で

22%以内に抑えることになった､④支給開始年齢を67歳に引き上げる､といったことであ

る｡

こうしたドイツの改革で特に日本にとって参考になるのは､公的年金の給付水準を引き

下げる代わりに､私的年金への助成を行い､合計の代替率が低下しないような工夫をして

いる点である｡リースター年金と公的年金の代替率の合計は､将来世代ほど高くなるよう

に設計されている｡また､育児や介護といったシャドウワークに年金受給権を付与すると
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いう点やリースター年金は子どもが多い世帯ほど有利に設計されている点も注目する必要

がある｡

(2)スウェーデンの年金改革

スウェーデンは1999年に ｢世紀の改革｣と呼ばれる大改革を行った｡スウェーデンの改

革で注目された点は､それまで一階は税を財源にする定額給付､二階は所得比例年金とい

う二階建てだった公的年金を所得比例負担のみ一階建てとし､一定年金以下の人には ｢最

低保証年金｣を用意したことである｡

さらに拠出と給付の対応関係を明確にするため､給付を個人勘定にし､拠出した金額に､

経済成長率にリンクした｢見なし利回り｣がつき､個人の年金資産として蓄積されていく｡

つまり自分の年金資産を毎年確認できる｡

この一方､保険料率を18.5%に一定とし､賦課方式の年金財政でも安定するように､全

体の年金資産と債務のバランスが崩れると､｢見なし利回り｣が自動的に引き下げられ､年

金債務の成長が鈍化するという自動調整する仕組みも導入された｡

所得比例年金の導入

スウェーデンは､所得比例で負担し､それに応じて給付を受けるという比例方式の年金

を採用した｡この場合､非常に低い年金しか受給できない家計も存在することになる｡ こ

うした一定水準に所得比例年金が達しない低年金者に対しては､65歳より差額を補填する

最低保証年金が支給される｡この差額保障の財源は税金である｡ 最低保証年金の水準は単

身で月80,727クローナ (98,000円程度)であり､この水準と報酬比例年金の差額が支給さ

れる｡ただし､報酬比例年金が47,754クローナ (58,000円)を超えていると､差額の支給

率は48%に減額される｡ 夫婦世帯では､一人あたりの月72,010クローナ (88,000円)程度

であり､報酬比例年金との差が支給されるが､こちらも報酬比例年金が43,206クローナ

(53,000円)を超える場合は､差額の給付率は48%となる｡ また最低保証年金水準の完全

保障の資格は25歳以降40年のスウェーデンに居住条件していることが条件であり､1年少

なければ2.5%減額される｡

① 概念上の確定拠出方式 (NotionalDefinedContribution PAYGシステム)

保険料率を18.5%に固定し､その中で給付を行うことになった｡このため､代替率は

従来の70%から50%弱へと大きく低下することになった｡
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大きな改革のポイントは概念上の確定拠出方式という仕組みの導入である｡ 各人が年

金保険料を個人勘定で管理し､それに応じて給付を受ける拠出建てとした｡従来の拠出

建ての年金の概念は積立方式を前提にしたものであったが､この概念上の拠出建て制度

は､実際の個人別の積立金があるわけではない｡あくまでも記録上の年金資産があり､

それが経済全体の一人あたり賃金上昇率 (過去3年の実質賃金上昇率+インフレ率)の

利回りで増加する｡

また保険料18.5%のうち､2.5%は積立金個人勘定に割り当てられ､民間ファンドで加

入者自ら運用することになった｡

蓄えられた年金資産 (-拠出総額+見なし運用益+積立部分元利合計)は､年金受給

開始とともに､フロー化 (年金化)される｡ 年金は､61歳以降､いつでも受け取ること

ができるが､早く受け取るほど､1年あたりの年金は低くなる｡ (年金化除数は､平均

余命と基準収益率1.6から計算される｡ 余命は短いほど､収益率が高く設定されるほど

単年度の年金額は高くなる)年金資産の状況は､運営費用や利回りなどの情報が毎年被

保険者に通知される｡ また､遺族年金は年金保険制度の外におき､財源は税で賄う｡ 障

害年金は医療保険制度が担うことになり､年金制度は純粋な老齢年金に限定された｡

② 自動安定機能

年金債務が膨張し､将来の年金財政を圧迫しないような工夫も行われた｡まず､積立

金の積極運用が行われ､積立度合いは3.8年程度が2040年で2年程度となるように制御

される｡ この一方で､単年度の年金収支は大きなマイナスにならないように､将来期待

される年金収入+積立金<年金債務となると､その下回った割合だけ利回りや給付スラ

イドを引き下げ､年金債務が縮小する自動安定の仕組みを導入した｡

(3)イタリアの年金改革

イタリアの年金制度は､職種間での分立とその給付格差などの理由により､極めて複雑

であった｡年金改革は､①世代間の公平性､②制度間の公平性､③労働市場-の中立性と

いった点を重視した改革が行われた｡

2度にわたる改革により複雑な年金制度は完全に一本化された分けではないが､拠出額

方式と呼ばれるシステムに統一された｡新しいシステムのものでは､年金債務の増加は､

GDPの成長率以下となるため､GDPに対する年金給付の比率は､持続可能な水準にコ

ントロールできることになった｡なお､研究会では国際的に概念上の拠出立てと紹介され
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るイタリアの年金給付の設計は､厳密には､スウェーデンのような概念上の積み立て方式

とはかなりことなるという点も指摘された｡

(4)英国の年金改革

英国は､サッチャー保守党政権以降､報酬比例年金を縮小し､私的年金に切り替える政策､

年金の民営化を進めたため､公的年金のGDPの占める割合は他の先進国に比べると著しく

低い｡1997年に政権を奪ったブレア労働党政権は､企業年金､私的年金の拡充を進め､運用

コストの小さいステークホルダーの導入を進めた｡しかし､過度な公的年金のスリム化と私

的年金-重心をかけたことによる弊害もめだった｡また十分な報酬比例年金を準備できない

労働者のために国営第二年金を準備し､最低保障水準の仕組みを強化した｡

これら各国の年金改革の背景には､社会政策を巡る各国の思惑の違い､通貨練合の動き､

財政負担への歯止めを中心とする財政政策的な思惑が複雑に絡み合ったEUの年金戟略の

影響を受けている点も考慮する必要がある｡

(5)アメリカとカナダの年金改革

アメリカは高齢化が日本ほど進まないという点とベビープーマ世代が1945から64年生ま

れまでと長い期間続いたという点で日本と状況が異なる｡ しかし､そのアメリカの年金も

制度改革がなければ2032年頃には社会保障信託基金が枯渇することが予測され､クリント

ン政権は､積立金の引き上げ､運用強化､年金課税を内容とした改革案を提示tた｡年金

改革は､次のブッシュ政権に引き継がれ､①低賃金労働者の年金の充実､②一部個人勘定

の導入からなる三つの案が検討されている｡

また､アメリカは､年金積立金の株式運用については､きわめて慎重である｡

一方､カナダは､世代間の公平を維持するために､高齢化率の上昇に対して早めに保険

料を引き上げ､積立金を積み増している｡ アメリカとは正反対に､独立性のきわめて高い

組織に積立金の株式運用を委ねている｡

4.日本への示唆

これら欧米各国の年金改革が日本にどのような示唆を与えるか､簡単に考察する｡

まず事実認識として､2004年年金改革は､年金体系に手をつけないで､退職直前となっ

ている団塊の世代の給付調整にとどまっており､年金体系への切り替えまで踏み込んでい
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ないため､不十分である｡ 本来､年金体系と給付水準､保険料の見直しは同時に行うべき

であり､日本の年金改革は10年遅かったといえる｡ 早急に､低経済成長､高失業､人口減

少社会にマッチした年金体系の確立が必要であり､現在進んでいる空洞化をどのように抑

えるかという点と若年世代に支払いインセンティブを持たせることを合わせて考えると､

早急に現行の二階建て年金体系の見直しが必要である｡

年金体系の見直しにおいて､年金制度の基本的な仕組みという点から類似している国は､

スウェーデン､ドイツであろう｡ スウェーデンの概念上の確定拠出方式のポイントは､①

個人の選択､とりわけ就業か退職して年金を受給するのかという選択に中立的な仕組みを

導入した点､②保険料の上限を定める一方､各年の年金収支が赤字にならないように､年

金給付 ･年金債務を自動調整する仕組みを導入した点､③低年金に一般財源からの補助を

集中させた点などが注目されている｡ こうした改革により､国民は年金資産というものを

意識できるようになった｡国民に年金資産を明確に示すことにより､個人の選択に中立的

になった｡また財政に自動的な給付調整が組み込まれたため､政府による世代間の利害調

整の負荷は小さくなった｡

一方､ドイツの改革は､①将来保険料の上昇を抑制するために給付水準を抑制し､②公

的年金の給付引き下げ分を私的年金で補えるような優遇税制を導入した､というものであ

り､スウェーデン､ドイツ双方に共通するのは､私的年金と就業延長によって一定の代替

率を維持するという目標が明確な点である｡ このほか､年金体系に関する視点から､イタ

リアの自営業者の扱いについては､興味深いものがある｡

アメリカ､英国の企業年金の運用不振は､過度に公的年金を縮小した場合に発生する問

題点を示している｡ また､アメリカとカナダの積立金の扱いは､公的年金の運用リスクの

問題と､運用機関の独立性について､重要な示唆を与えている｡

今後､注目すべき点としては､①保険料の上限を設定するのか､②高齢化の進展という

人口構造変動リスクに応じて年金給付をどの程度､どのように抑制するのか､③年金によ

る最低所得保障を行うのか､④公的年金の縮小を補う代替手段として私的年金を位置づけ

るか､⑤高齢者就業のインセンティブを組み込むといった点である｡

また､年金改革の頻度や方法も各国でかなり異なっており､日本のような5年おきの年

金改革が望ましい改正ルールなのかという点も再考する必要があろう｡
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第 1章 ドイツの年金改革

第 1部 ドイツの年金改革

日興フィナンシャル ･インテリジェンス

年金研究所アナリス ト

有 森 美 木

1.ドイツの年金制度の歴史と特徴

(1)公的年金制度の成立

ドイツの公的年金制度は､ビスマルク首相の主導によって1889年に成立した｡その後､

1957年年金改革によって､現在の公的年金制度の基盤が成立した｡

(2) ドイツの公的年金制度の理念

ドイツの公的年金制度は､世代間契約 (Generationenvertrag)を理念としている点が特

徴として挙げられる｡

1957年年金改革において､年金制度は世代間契約思想に基づく保険制度であることが確

認され､動的年金が導入された｡動的年金とは､就労期間に達成した保険料負担及び貢献

に応じて一定の生活水準が維持されとともに､賃金スライドによって現役被用者の生産性

の向上 (所得の増分)が年金受給者に分配される仕組みである｡

(3) ドイツの公的年金の目的と老後の所得保障手段

ドイツでは､退職後の所得を保障する手段は､公的年金､企業年金､個人年金の3本柱

で構成されるものと考えられているが､ドイツの公的年金は､就労期間に達成した生活水

準の一定割合を退職後も維持することを重要な目的としているため､モデル年金 (45年間

平均賃金で働いていた者)の代替率 (-新規裁定のモデル年金の公的年金給付/現在の全

被用者の平均賃金)は70%と高くなっている｡また､ドイツにおける退職後所得に占める

公的年金の割合は80%程度と非常に高い一方で､企業年金は5%程度と小さくなっている｡
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(4)ドイツの年金制度の概要

ドイツの公的年金制度

ドイツの公的年金は､職業によって分立しており､労働者 (ブルーカラー)を対象とし

た労働者年金保険､職員 (ホワイトカラー)を対象とした職員年金保険､鉱業従事者を対

象とした鉱山労働者年金保険がある｡ この他､自営業者には職能別の制度､公務員には官

吏恩給制度がある｡ 被用者は原則として強制加入､自営業者は任意加入 (業種によっては

強制加入)である｡ 年金制度体系は報酬比例の1階建て､社会保険方式を採用している｡

保険料率は19.5%(2003年)､労使折半となっている｡ 財政方式は賦課方式を採用し､年金

給付費の約 1ケ月分の積立金を保有している｡

2002年の公的年金保険の年金財政のデータを見ると､収入源は､保険料 (約69%)と国

庫負担 (約31%､うち､環境税は約6%)で構成されている｡ 支出の大半は老齢年金給付

(88.7%)に充てられており､支出額は､2,240億ユーロ (29兆1,200億円､1ユーロ-130

円で換算)､GDPの10.6%となっている｡

公的年金の給付算定式は､総個人報酬ポイント､年金種別係数､1ポイント当たりの単

価で構成されている｡ドイツの公的年金は受給に必要な拠出期間は原則5年 (60ケ月)､支

給開始年齢は65歳である｡

図表1-1-1 公的年金の給付算定式

公的年金月額- (総個人報酬ポイント)× (年金種別係数)× (1ポイント当たりの単価)

･ 総個人報酬ポイント:毎年のポイント(被保険者個人の報酬÷仝被保険者の平均報酬)

を合算したもの

･ 年金種別係数 :老齢年金-1､遺族年金 (大寡婦年金)-0.6､

障害年金 (就労不能年金)-0.6667 等

･ 1ポイント当たりの単価 (2003年):25.31406ユーロ (旧西 ドイツ地域)

22.06224ユーロ (旧東 ドイツ地域)

ドイツの企業年金制度

ドイツの企業年金には､引当金制度､共済基金制度､年金基金制度､直接保険制度と､

後述する2001年年金改革によって導入されたペンション･ファンドの5種類の制度がある

(図表1-1-2を参照)｡このうち､年金資産を内部留保する引当金制度が最も普及して
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いる｡

ドイツの企業年金では､支払った拠出額の元本保証と終身年金が義務づけられており､

拠出建て (DC:DefinedContribution)の制度を提供する場合も元本保証が必要とされ

る｡元本保証のDCとは､予定利率0%を保証することと同じであるので､予定利率に関

しては､企業にとっては､数パーセントの予定利率を約束している給付建て(DB:Defined

Contribution)よりもDCの方が負担は軽くなる｡ DCの提供が可能な制度は､直接保険

制度､年金基金制度､ペンション･ファンドとなっている｡DCを提供できる制度では､

後述するリースター (Riester)年金を提供することが可能である｡

図表1-1-2 5つの企業年金制度の特徴

Direktzusage Unterstuetzungkasse Pensionsfonds Pensionskasse DirektVersicherung

制度の概要 内部留保 外部積立制度 外部積立制度 外部積立制度 保険契約 (注 1)

拠出者 事業主のみ 事業主のみ 労使双方 労使双方 事業主(従業員の拠出も可能)

DCの提供が可能 × × ○ ○ ○
年金資産運 特になしo 積立資産は､通常､仝 ユーロ圏内への 株式への投資 株式への投資は 30%
用規制 額事業主に対 して無 投資資産配分規 は 30%未 満 未満等､厳しい運用規

(注 1)事業主と保険会社との間で､従業員及びその遺族を被保険者とする保険契約を行う｡
(注2)但し､未積立債務の開示が必要｡
(注3)後述するように､2001年年金改革において､政府奨励のある任意加入のDC (リースター年金)が導入され
るとともに､企業年金改革においてペンション･ファンド (Pensionsfonds)が導入された｡ペンション･
ファンドが導入された理由として､従来からある年金基金制度 (Pensionskasse)では､運用規制が厳しい
ため､ペンション･ファンドでは運用規制がより緩やかなものとされ､運用規制がより緩やかになると運用

リスクが大きくなるため､支払保証制度の加入が義務られたと考えられる｡

(5)年金制度に関する日本とドイツの共通点 ･相違点

年金制度に関して日本とドイツの共通点は､公的年金の給付水準が高く､老後の所得保

障手段の3本柱における公的年金のウエイトが大きい点である｡ 相違点は､ドイツでは公

的年金は被用者､及び､自営業者と公務員を対象としているが､日本では国民皆年金制度

をとっている点や､公的年金制度の体系が ドイツは1階建て (所得比例)､日本は2階建て

(定額+所得比例)となっている点が挙げられる｡

-9-



2.2001年の年金改革に至るまでの歴史と背景

(1)1992年改革､1999年改革の概要

ドイツでは､人口構造の変化 (出生率の低下や長寿による少子 ･高齢化の進展)､経済成

長の鈍化､1972年年金改革で講じられた給付拡大措置 (63歳から減額なしで老齢年金の受給

が可能)による早期引退問題によって､70年代中ごろから将来の年金財政が悪化するという

見通しが出された｡さらに､80年代半ばからは､公的年金の財政悪化が問題視されるように

なり､年金財政と年金制度の抜本的な改革を巡る活発な議論が行われるようになった｡

1992年年金改革は､人口構造の変化を考慮して行われた｡ベルリンの壁の崩壊直前の1989

年に西 ドイツで可決された1992年年金改革法では､21世紀以降も保険料を30%以下に抑制

しながら現行制度を維持できるという見通しの下に､支給開始年齢の引き上げ､早期受給

には減額 ･65歳以降の受給には増額制度を適用､スライドの変更 (総賃金スライド制から

可処分所得スライド制-)､少子化対策 1)などが行われた｡

東西 ドイツ統合は､財政赤字の増大､社会保障負担の急増を引き起こし､年金財政はま

すます深刻化した｡97年12月､1999年年金改革法が可決されたが､98年9月の連邦議会選

挙によって従来野党であったドイツ社会民主党/緑の党の連立政権が誕生し､99年12月､

99年改革の主要な部分である､代替率引き下げ (スライド調整手法にDemographicFactor

(人口構造要素)を導入)と､障害年金の減額制度導入は凍結された｡連立政権は､その

一方で､特例措置として2000年と2001年の2年間に限り可処分所得スライドを凍結し､物

価スライドを適用した｡また､環境税増収分の年金財源-の充当､保険料率の引き下げ (99

年4月 :20.3%から19.5%へ)等を実施した｡

(2)2001年年金改革の背景

2001年年金改革の背景には､90年代の年金改革においても直面していた､少子 ･高齢化

の進展による将来の保険料負担増大の懸念､公的年金への過重な依存､高失業率 ･早期引

退問題に加えて､98年の政権交代が挙げられる｡ 前述の通り､新政権は､99年改革の主要

な部分の実施を凍結したため､新たな年金改革案を作成する必要があった｡

1)1992年の年金改革では､｢年金権における家族要素｣を強化する措置として､育児 ･介護従事期間の保
険期間への算入拡充が行われた｡｢年金権における家族要素｣の詳細については､第1章第2部を参照｡
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少子 ･高齢化 (人口構造の変化)

連邦統計庁によると､ドイツの人口は2000年の約8,200万人から2050年に峠約7,000万人に

減少し､ドイツにおける扶養率 (-60歳以上の人口/20歳以上60歳未満の人口)は2000年の

39.9%から2050年の74.8%へと､2倍の上昇が見込まれている｡ 合計特殊出生率は､2000年

は1.38となっており､2050年までおおむね横ばいで推移すると見込まれている｡平均余命(0

歳時点の平均寿命).は､1998-2000年は男子74.8歳､女子80.8歳である｡2050年には､男子

81.1歳､女子86.6歳と､男女ともに現在よりも約6年伸長すると予想されている｡

図表 1-1-3 ドイツの将来推計人口

年齢区分別人口 (単位 :100万人) 扶養率A①
総人口 20歳未満 20歳以上60歳未満① 60歳以上② -

1960年 73.1 22.1 38.3 12.7 33.2%

1970年 78.1 24.5 38.0 15.6 41.1%

1980年 78.4 22.2 41.0 15.2 37.1%

1990年 79.8 18.4 45.1 16.3 36.1%

1995年 81.8 18.5 46.1 17.2 37.3%

2000年 82.1~ 17.6 46.1 18.4 39.9%

2010年 81.6 15.5 45.4 20.7 45.6%

20.20年 80.4 14.1 43.4 22.9 52.8%

203-0年 78.0 13.4 38.1 26.5 69.6%

出所 :連邦統計庁 2000年統計
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将来の保険料負担増大の懸念

人口構造が変化するため､現行制度を維持する場合､将来の保険料率が急速に増加する

ことが予想される｡ 推計によると､2000年現在の保険料率は19.3%であるが､2030年には

約24%にまで上昇すると見られている｡前述の通り､公的年金の目的は現役世代に達成し

た生活水準の一定割合を維持することにあり､手厚い給付を行うために保険料率を引き上

げてきた結果､保険料率が約20%という数字は諸外国と比べて高くなっている｡

公的年金への過重な依存

将来の年金財政が懸念される一方で､前述した通り､ドイツでは公的年金が退職後所得

の8割を占めるという主な収入源となっている｡また､90年代を通じて､個人貯蓄率は15%

から10%へ低下している｡

高失業率 ･早期引退問題

ドイツの失業率は10.4% (2003年5月)と高くなっている｡ ドイツの高齢者の就業状況

(2001年)を見ると､60-64歳の就業率が23.2%(日本は55.1%)､65歳以上の就業率は2.8%

(日本は21.8%)と低くなっている｡

政権交代

政権交代によって新しい年金政 策 を 打 ち 出 す 必 要がある場合､保険料引き上げ ･給付引

き下げという従来の手法から目先 を 変 え た 改 革 案 が検討されるようである｡その理由とし

て､予想以上に急速な高齢化が進 む 現 状 においては､保険料引き上げ ･給付引き下げとい

う従来の改革方法は､保険料率が既に約20%と高水準に達していることもあり行き詰まり

感があること､また､保険料引き上げや給付引き下げという改革自体が政治的に好まれな

いことが挙げられる｡

3.2001年年金改革の枠組みと方向性

(1)2001年年金改革の目的

2001年年金改革の目的は､持続可能な年金制度の構築である｡すなわち､人口構造の変

化に対し､将来にわたって年金財政を維持し､長期にわたって公的年金が安全で入手可能

なものにすることにある｡ 改革の目的は､90年代と同じであるが､2001年改革では目的を
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達成するための政策方針が変わった点が注目に値する｡

(2)政権交代と年金政策の方針

前述の通り､政権交代により､99年年金改革は凍結され､新政権は新しい年金政策を打

ち出す必要があった｡政権交代によって年金政策の方針が変わった点は以下の3点である｡

議論の切り口が給付水準維持から負担の抑制 (負担可能な範囲内で給付を行う)へ

従来の改革では給付水準を維持するという給付に焦点をおいて議論がなされていたが､

2001年の年金改革では､将来の保険料負担が過重なものにならないようにするために､将

来の保険料水準の上限を固定するというように､議論の切り口が負担からなされている｡

3本柱のウエイトの置き方を政府が明示

前述の通り､2001年年金改革は､議論の切り口が保険料の上昇の抑制という負担面から

なされているが､現役時代の所得水準の一定割合を保証するという公的年金の目的を引き

続き採用しているため､給付水準を維持することも目指している｡具体的には､保険料の

上限を設定することに伴い､代替率 (給付水準)を引き下げ､代替率を引き下げた分を自

助努力によって補うために､政府の奨励のある任意加入の拠出建ての私的年金(リースター

年金)の提供や企業年金を促進させるための改革を行っている｡政府は､リースター年金

の導入目的が公的年金の給付削減を埋め合わせることにあると明示している｡

100%賦課方式維持から､賦課方式と積立方式を組み合わせる方針へ

1999年年金改革では､政府は賦課方式を維持し積立方式制度は導入しないことを決定し

声｡2001年年金改革の議論では､積立方式に対する賛否が論点の一つとなった｡最終段階

では､改革の方向としては､現行制度を別の制度に変えるのではなく､賦課方式と積立方

式を組み合わせることで合意がなされ､リースター年金が導入された｡リースター年金の

創設に当たっては､企業年金で設立を強制するべき､事業主の拠出を義務付けるべきとい

う検討もなされたが､適当ではないという結論に至った｡
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4.2001年改革の主な内容

2001年の改革内容は下記の通りである｡

(1)保険料率上昇の抑制､代替率の引き下げ

保険料について､2020年までは20%､2030年までは22%以下に維持するという従来の指

針を､2020年までは19.7%､2030年までは21.9%以下と変更した｡

図表 1-1-4 公的年金の保険料率の見通し (政府推計)

午 公的年金の保険料率

2000 19.3%

2005 18.6%

20-10 18.3%

2015 18.8%

2°020 19.4%

2025 20.4%

2030 21.8%

出所 :BMA資料

給付水準 (代替率)は､現役世代の可処分所得の70%となるように設計されているが､

2030年までに67% (民間推計では64%)-段階的に引き下げられる｡

給付水準の引き下げは､スライド方法を変えることによって実現される｡ 具体的には､

図表1-1-1で示した給付算定式の1ポイント当たりの単価の伸びが小さくなるように

調整される｡ スライド方法は､従来の可処分所得スライドから､2000-2001年は特別措置

として物価スライドを適用し､2002-2010年は可処分所得と後述する任意加入 ･政府奨励

のあるリースター年金の拠出上限率を考慮する｡ リースター年金の拠出上限率は段階的に

引き上げられるが､これに応じてポイントの単価の伸びも小さくなるように調整される｡

2011年以降は､アドホック･ファクターが追加され､ポイントの単価の伸びがさらに小さ

くなる｡
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図表1-1-5 スライド調整の変更

代替率を引き下げるために､給付算定式を次のように変更される｡ 前述の通り､公的老

齢年金の年金種別係数は1であるため､公的老齢年金の給付算定式は､

公的老齢年金-総個人報酬ポイント×1ポイント当たりの単価

と表すことができる｡ このうち､1ポイント当たりの単価 (以下､ARと示す)の伸びに

ついて変更が行われる去

【従来】

従来は可処分所得スライドが行われていた (L-平均総収入､b-社会保険料率)｡

AR(T, L(T_1,×(トb(,_1,)

AR(T-I, L(T_2,X(1-b(T_2,)

【2000/2001年の特別措置】

可処分所得スライドにかえて､物価スライドを適用｡

AR(,, CPI(ト1,×(トb(ト 1,)

AR(T-I, CPI(T_2,×(ト虹2,)

【2002年から2010年まで】

可処分所得から､さらに補足的老後保障制度の保険料上限率 (Ⅴ:2002･2003年1%､

2004_･2005年2%､2006･2007年3%､2008年以降4%)を差し引いた額の伸びに応じて

スライドする｡

AR(TL L(T_1,×(1-b(T_I,-Ⅴ(トり)

AR(T-., L(T_2,X(1-b(T_2,-V(T_2,)

【2011年以降】

アドホック･ファクター (0.9)を導入することで､ARの伸びはさらに小さくなる｡

AR(T, L(T_1,×(0･9-b(T_1,-V(T_I,)

AR(T-1, L(T_2,×(0.9-b(T_2,-,(T_2,)

(2)リースター年金の創設

公的年金の給付削減を自助努力で補う目的で､企業年金と個人年金に任意加入の拠出建
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ての制度が導入された｡この制度は､創設した大臣の名前から､リースター年金と名づけ

られている｡リースター年金の特徴は､政府の奨励として助成金と税控除がある点である｡

助成金には､基礎助成金と児童 (3歳まで) 1人当たりに加算される児童助成金があり､

低所得者で児童の数が多い人ほど優遇される2)｡拠出上限は2002年から2008年にかけて所

得の 1%から4%へ引き上げられ､制度が段階的に導入される｡ 拠出上限の引き上げに伴

い､政府の奨励も拡充される｡ 課税はEET (拠出時非課税､運用時非課税､給付時課税)

となっている｡

政府は､公的年金の標準(モデル)年金?代替率は､2000年の70.8%から2030年には68.0%

に引き下げられるが､リースター年金に加入した場合､2030年の公的年金とリースター年

金を足 し合わせた代替率は76.0%になるという推計を示している｡

図表1-1-6 リースター年金に加入した場合の代替率の見通し (政府推計)

DM/月 標準(モデル)年金+リースター年金の給付額､代替率の推計

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

年

リ｢スター年金額(左軸)
?:::::::::::::.:::::i:::::>::::::::i::::串標準(モデル)年金額(左軸)

一一×■-標準(モデル)年金の代替率(右軸)

出所:BMA資料より､筆者作成

2)詳細は､第 1章第2部を参照｡
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(3)企業年金改革

2001年改革では､近年の企業年金への新規加入者の減少が見られる中で､企業年金の推

進を日華 している｡企業年金に関する改革として､新しい企業年金制度であるペンション･

ファンド(前述)の導入､事業主負担分の受給権発生要件の緩和 (30歳 (従来35歳)以上､

かつ､拠出期間が5年 (従来10年)以上)3)､企業年金の適用対象を仝従業員へ拡大､等が

ある｡

この他､年金見込み額の通知4)､女性の年金の改革5)､老齢年金の早期支給特例の廃止6)

も行われている｡

5.2001年年金改革の評価と今後の課題

(1)2001年年金改革の評価

2001年改革は､持続可能な年金制度のために必要な措置､具体的には､公的年金の保険

料負担の抑制と給付の削減を同時に実施し､その代替として企業年金の拡充やリースター

年金の創設を行った点では評価される一方､代替率の見通し等の政府試算のあまさや､改

革は十分ではないという課題も指摘されている模様である｡

(2)次の年金改革案

ドイツでは､2002年11月から社会保障改革を議論するリュ-ルツプ委員会 (Ruerup

Commission)が開かれ､年金改革の論点が議論されてきた｡

公的年金に関する論点には､支給開始年齢の引き上げ (65歳から67歳へ)と､スライド

調整の算定式にSustainab,i1ityFactor(持続可能性要素)の導入がある｡支給開始年齢は､

1年につき1月ずつ引き上げ､24年かけて引き上げられるという案になっている｡･持続可

能性要素とは､＼受給者数の伸びと拠出者の伸びの関係を示すもので､99年改革内容のうち

政権交代によって実現されなかったDemographicFactor(人口構造要素)と似た議論が再

び行われた｡

3)従業員本人が拠出した掛金に村する受給権は､年齢 ･拠出期間に関わらず失効しない｡

4)2004年以降､27歳以上を対象に､年1回､拠出状況と将来の予想年金額を記した通知を交付する｡
5)育児期間の給付額計算上の優遇措置を拡大 (10歳 (従来3歳)までの児童を持つ者を対象)する｡婚姻

期間中の年金権分割を認める一方､分割する場合には遺族年金の給付を廃止する｡遺族年金の水準を

60%から55%へ引き下げる｡
6)2000年から､長期加入者 ･重度障害者･一定の要件を満たす女性 ･失業者等に対する老齢年金の早期支
給の特例を廃止 (一部の例外は残す､支給開始年齢は原則65歳以上)する｡
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企業年金に関する論点には､事業主に対してDCの元本保証の義務を外す必要性が議論

された｡これは､元本保証があると運用商品の幅が限定的になってしまうためである｡

リースター年金については､制度の複雑さが個人年金の普及に足かせになっているという

視点から､普及のための制度の簡素化や､任意加入から強制加入へ変更するべきという議

論がなされた｡

リュ-ルツプ委員会は､2003年8月28日､約9ケ月にわたる議論をとりまとめた報告書

を発表した｡報告書では､ドイツの社会保障制度を財政的に安定的なものにするために､

支給開始年齢を67歳へ引き上げることや､持続可能性要素の導入によって給付の伸びを調

整すること等が提案されている｡ 委員会の推計では2030年の保険料率は24%を上回ると指

摘しているが､これらの改革を行うと､2001年改革で目標とされた､2030年の保険料率22%

未満を達成することが可能になるという見解を示している｡

6.日本への示唆

日本では､2004年年金改革に向けて､2002年12月に厚生 労 働 省 が ｢年 金改革の骨格に関

する方向性と論点｣という議論のたたき台を示した｡ こ の 中 で ､ 日 本 の 改 革案がドイツの

制度に類似している点として､①将来の保険料の上限を 固 定 し 負 担 可 能 な 範囲内で給付を

行うこと､②ポイント制の導入､③スライド調整の方法 を 変 更 (調 整 方 法 自 体はドイツの

改革案とは異なる)すること､④拠出額 ･給付見込み 額 の 通 知 ､ の 4 点 が 挙 げられる｡

このように､日本においてドイツの年金制度 ･改革 に 注 目 が 集 め ら れ て いる背景には､

前述の通り､日本とドイツでは､老後の所得保障手段 と し て 公 的 年 金 が 中 心 で あるという

共通点がある｡人口構造の変化も共通して直面している問 題 だ が ､ 変 化 の ス ピ ー ドは日本

の方が早い｡また､世代間不公平に対する議論は､ドイツにおいても最近 一 部 で 出てきて

いるようであるが､日本ほど不公平感が色濃く出ている状況ではないようである｡一方､

日本にはないドイツ固有の問題点として､早期引退問題や高失業率等に見られる雇用問題

がある｡

ドイツの2001年年金改革が日本の次期年金改革-示唆する点として､次の2点が挙げら

れる｡

一つは公的年金の代替率が下がる分の年金をどこで賄うかという議論の必要性である｡

日本の次期年金改革案では､ドイツの年金改革と同様に､将来の保険料水準に上限を設定

し､負担可能な範囲内で給付を行うという議論が行われている｡ドイツでは公的年金の代
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替率の削減を補う目的でリースター年金が導入された｡日本においても､公的年金給付の

代替率が下がる分をどこで補うかという議論が必要である｡

もう一つは､3本柱の役割分担を国が明示する必要性である｡2001年のドイツにおける

改革では､公的年金の役割を縮小する改革を行うと同時に､私的年金 (特に企業年金)を

強化する改革を行い､政府が3本柱のウエイトの置き方を変化させるためのスキームを提

供している｡日本.においては､年金資産の運用環境が悪化する中で､企業年金に対する対

策を講じない場合､将来､公的年金のみならず企業年金の給付水準も引き下げられる可能

性がある点が問題となっている｡

ドイツも日本も､これからは､老後の所得保障手段を専ら公的年金に依存するのではな

く､企業年金や個人年金 ･個人貯蓄を組み合わせながら､退職後の生計費を備えることが

求められてきている方向にあるのであろう｡
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第2部 家族にやさしい年金制度
一年金制度における育児 ･介護支援-

東洋大学現代社会総合研究所院生研究員

斎 藤 香 里

年金権における家族の要素の強化

ドイツの年金制度の視点には､｢年金権における家族の要素の強化｣がある｡ そして子供

が10歳になるまでの育児期間と､在宅で介護する人の介護期間を年金の保険期間に算入す

る制度がある｡ 第2部では､ ドイツの年金制度における育児ならびに介護への支援制度に

ついて紹介する｡

1.年金制度における育児支援
(1)育児期間の年金保険期間への算入制度導入の背景

年金制度は､世代間連帯の継続を前提としているので､次世代の育成には重大なかかわ

りがある｡ ドイツでは､子供の10歳までの育児期間を年金保険期間に算入する｡ 10歳まで

の子供たちは､小学校 (Grundschule)に通っている｡小学校の授業は午前中に終わるため､

ほとんどの母親にとって､子供が小学校を卒業するまでフルタイムで働 くことは難しい｡

2002年においてはドイツにおけるパートタイム就労者のうち､女性の占める割合は84.6%｡

そして25歳から50歳までの働いている女性の41%以上が､パー トタイマーである｡ (1999

年から､週の労働時間15時間以上18時間未満の労働者も社会保険加入者に加えられてい

る｡)

ドイツの年金は雇用所得を基準とした保険料負担と所得比例の年金方式をとっている｡

そのため､かつて育児のために就労できない女性たちは､老後保障において不利益をこう

むっていた｡このような状況に対 し1986年に､育児に貢献した女性の年金の所得保障と､

育児期間の算入制度が導入された｡

(2)年金保険制度における育児支援制度導入のステップ

1986年 1月の段階では､育児期間は子供 1人につき1年間｡対象者を1920年以降生まれ

(65歳以下)とし､仝被用者の平均賃金の75%の賃金を得て保険料を納付 したものとみな
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し､年金保険期間に算入した｡しかし65歳以下の規定に､戦後の復興を支えた女性たちを

除外しているとの批判がおこり､年金の措置とは別広 1987年7月から段階的に高齢のグ

ループに育児に対する給付金が支給されることになった｡

1992年の年金改革では､1992年以降に生まれた子供について算入期間を1年から3年に

延長した｡考慮期間という概念が導入され､子供1人につき最長10年の育児期間を (育児)

考慮期間として､保険期間に算入することになった｡(同時に介護期間も (介護)考慮期間

として導入された｡詳細は2を参照｡)

1999年の年金改革においては､育児期間のみなし賃金率を従来の平均賃金の75%から､

85% (1998年7月)､90% (1999年7月)､100% (2000年)とアップさせることとなった｡

育児と就労を両立させた女性には､就労分が年金保険料算定上限額の限度内で加算される

こととなっている｡

(3)年金制度における育児支援の概要 (2000年の年金保険改正)

2000年の年金改革は､育児支援をさらに改善させた｡すなわち従来の子供 1人につき3

年の育児期間は､仝被保険者の平均賃金を得て保険料を納付していることとみなすことに

加えて､さらに以下の制度が導入されたのである｡

4歳から10歳になるまでの子供を養育している人が､パートタイム等のため収入が少な

い場合 (報酬が平均賃金未満のもの)には､年金給付額の計算上､平均賃金報酬の50%を

上乗せ (平均賃金が上限)する｡

同時期に2人以上の子供を育てている場合や､単身で子供を育てている場合にも､同じ

ような措置が講じられた｡さらに､専業主婦が2人以上の子供を育てている場合､平均賃

金の33%を得て保険料を納入していたものとみなすことになった｡

なお､子供のいない者に支給される遺族年金の額は基本額の60%から55%に減額された｡

ここで､この制度をより理解するために､キーワードを整理しよう｡

児童養育給付

1921年以前に出生した母親 (2003年現在82歳)は､存命の子供それぞれに対し､申請に

より児童養育給付を受給する｡1990年の5月18日に旧東 ドイツ地域に居住していた母親は､

1927年以前に出生し､1991年12月31日にかつてのDDRの法において老齢あるいは就業不

能年金における請求権がない場合にのみこの給付を受給する｡
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児童養育給付はスライドし､子供一人につき現実年金価値に相当する｡ すなわち2003年

6月30日までは､旧西 ドイツ地域で月額25.86ユーロ､旧東ドイツ地域で月額22.7ユーロに

なる｡

年金を受給している母親は､給付された年金と一緒に児童養育給付を受給する｡ 児童養

育給付がそゐほかの社会給付 (例えば社会扶助)に算入されることは許されない｡

児童加給

被保険者は､付加給付として遺児年金と同様の条件のもとで保険者 (就労低下に対する

年金､老齢年金あるいは養育年金)からの年金と､児童加給を受給する｡ その条件とは､

被保険者がすでに1984年1月1日以前に保険者からの年金とならんで､子供に対しての児

童加給の請求権を持っていることである｡児童加給は子供一人当たり月額78.18ユーロであ

る｡ 児童手当は児童加給よりも金額が高い｡児童加給を受給している年金受給者に対して

は､地域労働局の児童手当金庫に､児童手当との差額を申請することが勧められる｡

育児期間

育児期間とは､1992年以降に出生した場合は誕生月の翌月から最長3年間､1991年以前

に出生した場合は1年間の強制保険料納付期間のことである｡幾人かの子供を同時に育て

る場合は､この期間は養育にかかる同じ期間だけ延長される｡ したがって双子の場合は6

年あるいは2年になる｡

育児期間の算入によって､被保険者 (規定では母親の育児期間に記入される)には､2000

年7月1日以降年金算出の際に､この期間には全労働者の平均賃金報酬を得ている労働者

の保険料に相当する保険料が支払われているように調整された｡

育児期間1年ごとに､西 ドイツでは (現実年金価値)月額25.86ユーロ､すなわち東 ドイ

ツでは (東の現実年金価値)月額22.7ユーロになる｡

1998年7月1日以降､育児期間は､現存する同期間の保険料納付期間に追加的に勘定に

つけられている｡保険料納付期間と育児期間との合計が､保険料算定限度額を超えてはな

らない｡官吏恩給などは､育児期間について独自の規定がある｡

(4)公的年金保険制度における児童養育給付の利用者

2001年にドイツの公的年金保険制度にあたる労働者年金保険と職員年金保険ならびに鉱

山従業員年金保険に保険番号があり児童養育給付を受けているのは､男性1142名､女性
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31951名である｡ 公的年金保険の総支出のうち､児童養育給付は仝支出の0.5%であった｡

(5)リースター年金における育児支援

リースター年傘 (詳細は第1部参照)は､子供の数が多い世帯に有利な制度となってい

る｡ この制度は､個人年金の拠出に助成金 (基礎助成金 ･児童助成金)給付かあるいは､

税控除を認めるものである｡ 助成金給付か税控除かの選択は､個人に有利なほうが自動的

に決定される｡ 助成金の給付対象となる個人年金の商品は､保険監督局の承認を受ける｡

この制度の助成金ならびに税控除額の上限は､図表1-2-1のように段階的に導入され

る｡

図表1-2-1 リースター年金における各助成金額と税控除額上限

基礎助成金 (年顧) 児童助成金 (年額 .児童1人あたり) 所得税から控除できる年間上限額

2002 -.2003* 38ユ｢ロ 46ユー白 525ユー.ロまで

2004 - 2005年 76ユーロ 92ユーロ 1050ユーロまで

2006 - 2007年 114ユ十一ロ 138ユーロ 1575ユーロまで

出典)有森美木/ハラルト･コンラット (2002)

結婚しているカップルについては､ダブル ･インカムで2人とも年金権がある場合と､

片働き世帯でリースター年金に最低限の個人拠出をしている場合には､別々に助成金を申

することが可能である｡

(6)リースター年金の利用例

2008年にこの制度を利用したケースを仮定してみよう｡片働きで､子供が2人､前年の

年収を2000ユーロの世帯としよう｡

この世帯には､基礎助成金として合計308ユーロ (基礎助成金154ユーロ×2名 (夫･妻))

と､児童助成金として合計370ユーロ (児童助成金185ユーロ×子供2人分)の合計678ユ

ーロが助成金として給付される｡年収20000ユーロの世帯における年間拠出上限額は､所得

の4%にあたる800ユーロ (20000×0.04)である｡ つまり､年間拠出上限額の800ユーロ
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のうち678ユーロが助成金として給付される｡800ユーロから助成金分を引いた残高｣すな

わち個人負担は122ユーロである｡ この場合､政府からの支援率は85%となる｡

(7)リースター年金一低所得で子供が多い場合はど優遇-

リースター年金は､低所得で子供の数が多いほど優遇される｡政府からの支援率を､各

世帯タイプと前年の所得額別にグラフにすると図表1-2-2になる｡前年の年収が10000

ユーロの場合､独身で子供がいない世帯には政府からの支援率は39%､片働き (受益者 1

人ということ)夫婦で子供がいない世帯は77%､片働き夫婦で子供が1人いる世帯87%､

片働き夫婦で子供2人の世帯が92%､片働き夫婦で子供3人の世帯で93%となっている｡

片働きで子供が2人いる場合､前年の年収が5000ユーロのケースでは支援率が92%､年収

30000ユーロで57%､年収50000ユーロになると34%になる｡低収入で子供の数が多いほど

支援率が高いことがわかる｡

図表112-2 2008年におけるリースター年金に対する政府からの支援率

00908070 LJJ LJLJ LLJ ▲ヽ′ ● 独身+子なし一一■一一t夫婦+子なし+1受益者
▲■ .j - lA●--■､ ヽ､ ヽヽ

･60 ･､､ ▲ヽ

(鶴) 50. lL.､ ､ト､ 一 ▲ ■ 夫婦+1児+1受益者【 夫婦+2児+1受益者夫婦+3児+1受益者

403020100 二 L . 三 A. _≡ _昔 ‥_1 .,_. ,_i..

5000 10000 15000 20000 25000 30000 35000 40000 45000 50000

出所)htt://www.bma.btInd.de/neuerente/のデータを基に作成｡

2.年金制度における介護支援 一家族介護者への保障-

ドイツでは1992年の年金改革から､家庭で要介護者を介護した場合､一定要件のもとに

介護期間が保険期間に算入されている｡ これは考慮期間の導入によるもので､介護期間は

介護考慮期間として保険期間に算入されることになった｡
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(1)家族介護者

在宅介護の場合､中心的な介護者は､娘23%､妻20%､夫12%､母11% (ドイツの介護

保険では要介護者は､高齢者ばかりでなく子供も含まれる)､嫁10%､その他の親類10%､

近所の人 ･知り合い7%､息子5%､父2%となっている｡ そのためドイツの介護保険法

には､｢介護者｣と記述されているが､ここでは ｢家族介護者｣とする｡

(2)家族介護者への年金保険適用制度の概要-1995年導入の介護保険の規定一

家族介護者が､週30時間を超えて生計活動に従事しておらず､最低週14時間以上介護労

働に従事し､なおかつ60歳以下の場合には､家族介護者には年金保険が適用され､年金保

険料は介護金庫が支払う｡

年金保険料は､家族介護者が介護している要介護者の介護等級と､週単位での最低介護

時間に基づいて算定される｡

介護等級Ⅱ (日本の要介護5以上にあたる)の要介護者を14時間以上21時間未満の範囲

で介護している家族介護者の介護活動は､前年度の労働者の平均報酬額の35.5555%に値す

る労働とみなされる｡ 介護等級Ⅲの人を週28時間以上介護している場合は､80%と算定さ

れる｡要介護者の介護等級が高くなり､介護時間が長いほど､家族介護者の労働価値が高

くなるよう設定してある｡

あらかじめ労働者の平均報酬を基準とした保険料納付基準値の割合は規定されおり､そ

れに従って旧東西 ドイツ地域別に前年度の労働者の平均報酬額を基にして保険料納付基準

となる算定基礎額が算定される｡

(3)家族介護者の制度利用例

55歳の女性が一人で介護等級Ⅲの母親の介護をしているとしよう｡ 彼女は､週28時間以

上介護している｡ この場合､彼女の労働価値は､前年の一般労働者の平均報酬額の80%に

値するとみなされる｡ 彼女の介護活動の労働価値は､2003年で旧西 ドイツ地域では1904ユ

ーロ､旧東 ドイツ地域であれば1596ユーロと算定される｡民間介護保険に加入している場

合も､同様に､民間保険会社から年金保険料が支払われる｡彼女の一年間のこの介護活動

から生じる年金アップ額は､旧西 ドイツ地域であれば20.21ユーロ､旧東 ドイツ地域では

17.77ユーロとなる｡

次に､介護等級Ⅲの要介護者を2人で介護しているケースをみてみよう｡ たとえばAさ

んが40時間､Bさん20時間と2人で週合計60時間介護している場合には､それぞれの保険
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料納付基準となる算定基礎額の計算は以下のようになる｡

Aさん- 1596.00ユーロ×40時間 -1064ユーロ

合計60時間

Bさん- 1596.00ユーロ×20時間 -532ユーロ

合計60時間

それぞれ算定された基準額に対する年金保険料が､介護金庫から年金の保険者へ支払わ

れ､各人の年金給付額がアップすることになる｡

図表 1-2-3 家族介護者の年金保険料 (ユーロ)-2003年-

介護等級 最低介護 平均報酬額を基準とした保険 一年間の介護活

時間 (過) 料納付基準値 (算定基礎額) 動に対する月額実質年金

(割合) 旧西 旧東 旧西 旧東

Ⅲ 28 80 1.904.00 1596.00 20.21 17.77

21 60 1428.■00 1197.00 15.16 13.33

14 40 952.00 798.00 10.ll 8.89.

Ⅲ 21 53.3333 1269.33 1064.00.. 13.76 ll.85

14 35.5555 846.22 709.33 8.98 7.90

出所)DerLandesversicherungsanstalten,derBahnversicherungsanstaltundderSeekassezur
AufklarungderVersichertenundRentner(2003)を基に作成｡

(4)介護支援制度利用者の93%は女性

この制度の利用者は､1996年の段階で53万人､1997年に57.5万人､1999年現在､51.2万

人である｡ この制度を利用した家族介護者のうち女性の占める割合は1996･1997年が94%､

1999年には93%となっている｡家族介護者の年金保険料の支払いとして､介護金庫は､1996

年に181万マルク､1997年232万マルク､1999年には221万マルクを支出している｡要介護者

が在宅よりも施設を選択する傾向にあるため､この制度の利府者は､年々減少する傾向に

ある｡なお､公的年金保険制度に家族介護者として加入しているのは､約27万人である｡

(5)年金保険からの被保険者の介護保険料が支払われる

年金保険から介護保険の保険料が支出される｡2001年の公的年金保険の支出のうち､年金

給付額は全支出の88.9%､年金受給者の介護保険の保険料としての支出額は0.72%であった｡
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3.日本への示唆一年金のあらたなあり方を考える-

ドイツでは1992年の年金改革より年金権における家族の要素の強化を重視し､年金制皮

にも高齢社会が抱える少子 ･高齢化問題への対応の一端を担わせている｡ 1992年の年金改

革において､家族政策のコス トは年金制度に担わせるものではなくあくまで税金によるべ

きであるという議論 (あるいは育児と介護の考慮期間の措置は保険主義からの逸脱を意味

し､将来の年金財政問題の悪化の一因になるという議論)もあったが､人口構造ならびに

社会の変化は､制度横断的な対応を迫るものであった｡

日本でも現在､社会保障における次世代支援が課題となっている｡ 平成16年の年金制度

改革の際に､制度改正の一環として､年金額計算における育児期間への配慮が検討されて

いる｡

日独の年金制度設計は異なっているために､ドイツの育児期間の保険期間算入システム

そのものは､日本に導入できる制度ではない｡しかし､ドイツの年金制度における家族政

策という視点や､年金制度において出産 (但し､出生率をアップさせることを目指した政

策ではない)や育児を就労と同じ貢献であると認める制度ならびにその経験は､日本にと

って参考 となるであろう｡

また､年金保険における家族介護者の保障は､今後の年金ならびに介護保険の制度改革

の際に検討すべき重要な論点であろう｡

年金保険制度のあり方には､育児や介護支援といった家族-の思いやりも必要なのでは

ないだろうか｡
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DerBundesministerfurArbeitundSozialordnung(1991)tfbersJ.chtuberdL'eSozL'aleSL'cherhel't,Der

BundesministerfurArbeitundSozialordnung(ドイツ連邦労働社会省 編集､ドイツ研究会 翻訳(1993)

『ドイツ社会保障総覧』ぎょうせい)

DeutscherBundestag(2002)Drucksache 14/8800

DeutscherBundestag(2001)Drucksache 14/7639
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DeutscherBundestag(2001)Drucksache 14/7640

DeutscherBundestag(2002)Drucksache 15/110

DerLandesversicherungsanstalten,der Bahnversicherungsanstalt und der Seekasse zur

AufklarungderVersichertenundRentner(2003) 'T MeL'neRente-dL'eInfomatL'onsTeL'he

RentenversL'cheI･ung.'PflegepersonenundRente"

http://ww.bahnva.de/internet/bahnva/bvaport.nsf/0/ae441a4be3a22582C1256cd70058C59e?Openl)ocum

ent

社会保障政策関連情報 : http://ww.sozialpolitik-1ehrbuch.de/

-29-



第2章 スウェーデンの年金改革

東洋大学経済学部助教授

駒 村 康 平

1.概 要

スウェーデンは1999年に ｢世紀の改革｣と呼ばれる大改革を行った｡特に注目されてい

る点は､①それまで一階は税を財源にする定額給付､二階は所得比例年金という二階建て

だった公的年金を所得比例負担のみ1階建てとし､一定所得以下には最低保証年金制度を

整備した､②拠出と給付の対応関係を明確にするため､給付を個人勘定にし､所得比例年

金本体は概念上の拠出建てとし､拠出した額が賃金上昇にリンクした見なし利子がつき､

積立方式部分は加入者自身が金融市場で運用する仕組みにし､65歳以降の老後の年金資産

の取り崩しは本人が自由に選択できるようにし､③さらに､保険料率を18.5%に二定とし､

賦課方式の年金財政でも安定するように､高齢化や経済が予想以上に悪化した場合､給付

を自動調整する仕組みも導入された｡こうした改革のいくつかは､日本の年金改革にも影

響を与えた｡

2.人口の動向と旧制度の問題点

スウェーデンも日本同様に出生率の低下している｡90年代の半ばに歯止めをかけたもの

の近年は低下傾向にあり､北欧4カ国のなかでは合計特殊出生率は最も低い｡(図表2-1

参照)高齢化率もピーク時で30%を越え､特に21世紀初頭に退職する団塊の世代の負担は

大きな問題となった｡
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図表2-1 スウェーデン年齢別出生率
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(1)旧制度の問題点

スウェーデンの旧年金制度は二階建てで一階部分は税を財源にし､二階部分は報酬比例

年金にした｡旧制度のもとでは､団塊の世代の退職にともなって､年金財政が急激に悪化

することが見通された｡その原因は､高い水準に設定された確定給付年金制度にあった｡

旧年金制度は､税と事業主負担を財源にしたAFP (国民基礎年金)と労使負担の保険

料財源にしたATP (国民付加年金)から構成されていた｡後者のATPもかつては､全

額事業主負担であったが､1995年から本人負担が導入された｡

旧制度の問題点は､①高い代替率､②年金財政の急激な悪化､③就業非中立的な設計に

あった｡

①高い代替率

旧制度の国民付加年金給付は生涯の年齢のもっとも賃金の高い15年を年金額計算の基礎

し､30年加入満額年金で70%以上の代替率が可能という過大に寛大な制度設計であった｡

②保険料の上昇予測

この寛大な給付により､団塊の世代の退職とともに急激に年金財政が悪化し､2060年で

30%程度まで保険料率が上昇することが予想されるようになった｡また､同時に定額部

分の国庫負担40%程度増加することが不可避になった｡

④就労阻害的な年金制度

付加年金は最も賃金の高い15年間に基づいて計算されるため､30年以上働いても年金に

反映されず､就業インセンティブを引き下げる効果があった｡
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(2)新制度の導入

こうした旧制度の問題を回避するために､1992年に改革の方向性が提示され､94年に改

革ガイドラインが国会で決議される｡ 92年の総選挙で社民党が政権を回復し､98年に年金

改革法が成立し､2001年 1月より新制度が適用された｡新しい制度は､勤務年数と賃金 ･

給与総額によって年金額が決まる所得比例 ･拠出建て年金であり､20年かけて段階的に導

入されることになった｡

まず､1938年生まれは､年金の20分の4を新制度から､残りを旧制度から受け取り､そ

の後連続的に適用拡大となり､1954年以降の生まれは全員新制度の年金から受給すること

になる｡ 団塊の世代が受給開始年齢に突入するぎりぎりのタイミングで､新制度に切り替

え､その一部を新制度に切 り替えたことは注目する必要があろう｡

3.新制度

(1)所得比例年金

新制度の特徴は､公的年金を所得比例年金のみにした点である｡報酬比例年金 (AP(国

民老齢年金))は､保険料率を18.5%に固定しており､所得に比例して保険料拠出する｡そ

して拠出した年金は2.5%部分が個人勘定の積立金個人勘定 (FDC)へ､16%は個人勘定

の賦課方式の年金口座に積み立てられる｡ 前者の年金はプレミアム年金と呼ばれ､個人が

金融市場で運用することになる｡ もし被保険者が民間ファンドでの運用選択し､運用を指

定しなければ､自動的に第七基金が運用することになる｡

後者は､実際には積立金は持たないが､帳簿上で個人が支払った年金額に見なしの利回

り(一人あたり賃金上昇率 (過去3年の実質賃金上昇率+インフレ率))がついて年金資産

が形成される｡

このように拠出建てであるが､積立金を持たない仕組みを､NotionalDefined

ContributionPAYGシステムと呼ぶ｡

保険料徴収は国税庁が行う｡ また､育児 ･高等教育 ･兵役期間は､保険料納付免除し､

一定の保険料を拠出していたように見なし保険給付を保障する｡ この保険料免除分は国庫

でまかなう｡ さらに失業者も失業給付から保険料を支払う｡

蓄積された個人勘定上の概念上の年金積立金 (ストック)は､平均余命と基準収益率1.6

から計算される年金化除数によって年金化 (フロー化)される(図表2-2)｡したがって､

余命は短いほど､収益率が高く設定されるほど単年度の年金額は高くなる｡ 今後の世代の
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寿命が長くなれば､将来世代の年金化除数は大きくなり､単年度の年金受給額は低くなる｡

図表2-2 (概念上の)年金口座残高と年金額の獲得

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

出典 :年金総合研究センター (2002)

受給開始年齢の基準年齢は65歳であるが､61歳以降いつでも受け取ることができ､受給

開始年齢によって不利有利が発生しない｡ただし､受給開始世代の寿命が長くなると､年

金債務が増加するため､後述の自動調整機能は機能し､みなし利回りが低下する｡

また､遺族年金､障害年金は年金保険制度の外におき､財源は税で賄う｡ 老齢年金本体

は､ トンテン年金という性質を持ち､死亡者の年金は､生存している同世代間の年金資産

として分割されることになる｡また給付計算には男女差はない｡

別立てになる遺族年金の種類は､生活転換年金 (6か月)､延長生活転換年金 (子どもが

12歳になるまで)､特別遺族年金､寡婦年金 (90年に廃止｡経過的支給)､遺児年金 (17歳

までの子ども)があり､障害年金は医療制度へ競合された｡

(2)最低保証年金

年金が所得比例になり､年金資産も現役時代の所得の大小によって左右されるため､65

歳以上で年金水準が一定以下の人に対しては､差額を補填するため､最低保証年金 (GP)

が支給される｡ 差額補填の財源は一般会計である (図表2-3)0
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図表2-3 保証年金
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出典 :年金総合研究センター (2002)

最低保証年金は2003年よりスタートし､その水準は､生活保護水準の75%程度に設定さ

れている｡また､最低保証年金の全額保障される資格は25歳以降スウェーデンに40年の居

住条件していることが条件であり､居住期間が1年少なければ2.5%減額される｡

最低保証年金は尭仝な個人単位でなく､夫婦世帯は､単身世帯の倍の受給額ではない｡

2002年の基礎額37900クローナ (円換算 1-14.69円)を1ポイントとすると､単身世帯の

最低保証年金は2.13ポイントとなり､年80727クti-ナとなる｡

実際に支給される最低保証年金は､以下のように計算される｡

支給額-80727-所得比例年金

ただし､所得比例年金が47754(1.26ポイント)を超える場合､支給額- (80727-所得

比例年金)×0.48となり､減額される｡

概念図の傾きが異なる直線がその部分である｡

一方､夫婦世帯は一人1.9ポイント (72010クローナ)で､

支給額-72010-所得比例年金

ただし､所得比例年金が43206(1.14ポイント)を超える場合､支給額- (72010-所得

比例年金)×0.48と計算される｡

最低保証年金は物価スライドが行われるだけである｡ 一般的に平均所得水準は物価以上

に成長するため､平均所得に対する最低保証年金の相対的な水準は低下することになる｡
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(3)財政調整と就業インセンティブ

①自動安定機能

年金財政見通しは､基準､楽観､悲観の3つのシナリオが用意されている｡まず､基準

シナリオであるが､合計特殊出生率は1.6から1.8へ上昇し､65歳の余命は毎年25.3日のび､

寿命は2050年までに3.3年のぴると想定されている｡また移民は1980年から2001年の平均か

ら､年間1.8万人と想定され､労働力率77%､経済成長は1.8､利回りは3.25と設定されて

いる｡

一方､楽観シナリオは､実質経済成長2.8%､労働力率88%､利回り5%という想定で､

悲観シナリオは出生率1.5が10年程度続き､移民が12000人､労働力率78%､経済成長1%､

利回り1%と想定している｡

ここで重要な仕組みが自動安定化装置である｡ 実質賃金スライドでは､実質賃金上昇率

がプラス成長でも､労働者数がマイナス成長になると､全体として年金の単年度の年金収

入はマイナスになり､年金財政は悪化する｡

そこで､潜在的な年金債務 (給付中の年金と旧制度の引き継いだ年金債務の合計)と年金

資産 (バッファー積立金と保険料資産)を比較し､年金債務の方が大きくなると､自動的に

年金債務の成長率､すなわち見な_し利回りが低下する (図表2-4)｡そして､保険料資産

とバッファー資産が増加し､資産が負債を超えると再び､見なし利回りは元の水準まで増加

する (図表2-5)0

この仕組みは､均衡数値-資産/債務 (図表2-6)が1を上回るかどうかということ

で判断され､1を下回ると自動安定装置が機能して､下回った分だけ､見なし利回りを抑

制するという自動的な計算式となっており､自動安定機能と呼ばれる1)(図表2-6)｡こ

の日動安定機能により､悲観的なシナリオでも単年度の年金収支は大きなマイナスになら

なくなる｡

なお均衡数値が2となると完全積立方式になる｡

1)保険料資産は､年間保険料収入 (直近3年平均により平滑化)に回転期間 (Turnoverduration)と呼
ばれる年数 (毎年わ制度運営実績に基づいて算出され直近3年の中央値をとることにより平滑化)を乗
じることにより算出される｡年金債務は､被保険者 (待期者を含む)に係る仮想年金原資の総額と受給

者に係る給付現価の総額の和として算出される｡給付現価の算出には､受給者の死亡実績に基づく生残

率 (年金額ウエートを反映するとともに直近3年平均により平滑化)と割引率1.6%が用いられる｡
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図表2-4･2002年のバランスシート

均衡数値-1.04

出典 :年金総合研究センター (2002)

図表2-5 日動安定機能
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出典 :年金総合研究センター (2002)
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図表2-6 均衡数値

均衡数値

出典 :年金総合研究センター (2002)

バッファー積立金を運用しているのは､第1から第4基金および第6基金であり､株式､

海外債券-の投資を行っているが､運用利回りは､すべての基金で2002年6月時点で運用

成績はすべてマイナスとなっている｡

各シナリオの財政見通しは図表2-7で示したよう〉になる｡

基本的には､2010年には団塊の世代が退職するため､基準シナリオでも2010年には単年

度収支は赤字にとなる｡ しかし､基本シナリオ､楽観シナリオでは､自動調整機能が働か

なくても2050年には単年度赤字から脱却する (図表2-7)｡

図表2-7

保険料 一年金令付

拠出ベース

険料-

拠出ベース

出典 :年金総合研究センター (2002)
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楽観的シナリオではバランス比率は上昇し続け､基本シナリオでは1.05で安定し､悲観

的シナリオでは2016年までに1を切る｡

しかし､悲観的シナリオでは､もし自動安定機能がなければ財政赤字はどんどん大きく

なり､発散してしまう｡ 自動安定機能がある時のみ財政赤字は発散しない｡

バッファー積立金の動きは､楽観シナリオでは､積立度合いは2000年の3.9から2050年に

は8.7へ､2077年には18.8へ､悲観的シナリオでは､2040年までにマイナス1になる｡

②代替率

寿命の伸長によって年金化除数は､1940年生まれの15.6から1990年生まれの18.2へ上昇

し､年金額は14%低下するため､この分を取り戻すためには30か月 (2年半)の就業延長

が必要になる (図表218)｡

図表2-8 予想される平均余命の伸びによる影響

余命の伸びが除数に及ぼす

予想除数 1940年生まれの世代と 影響を相殺するために必要

出生時 65歳時 (65歳時) 比較した年金への影響 な受給開始年齢の延長
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出典 :年金総合研究センター (2002)

代替率は基本ケースでは､1938年生まれの69%から1990年生まれの51%まで低下する｡

この18%の低下の半分は寿命の長期化によるものである (図表2-9)0

なお､このような寿命の伸長による年金財政の悪化に対する調整機能は注目する必要が

ある｡日本では2002年12月に発表された2004年年金制度改革案のマクロ経済スライド方式

にはくみこまれていないが､2003年9月社会保障制度審議会年金部会の報告書では､寿命

伸長分を年金スライド調整に反映するという考えが示されている｡
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一方､若い世代は､プレミアム年金部分が次第に大きくなり､本体部分の年金給付は

39.4%､プレミアム年金部分が11.5%となる｡ プレミアム年金の比重が上がるということ

はそれだけリスク性の高い年金資産が増えていることを意味する｡一方､物価スライドし

かない最低保証年金に比較して､賃金スライドがある所得比例年金の比重はおおきくなる｡

少なくとも30年間就業した人の最低保証年金の比重はかなり小さくなる｡ 具体的には､最

低保証年金の比重は1939年生まれの人の0.5%､経済成長の結果70年生まれのコホートにと

って最低保証年金の比重は0.1%程度になる｡

図表2-9 65歳時に予想される年金の代替率 (1938-1990年)
各年における現役世代の平均所得に対する65歳時点での平均年金魚

出典 :年金総合研究センター (2002)

経済見通しであるが､楽観シナリオと基本シナリオの違いは､経済予測であるが､経済

成長全体が高く見積もられても､相対的な尺度である代替率は大きく変化しない｡したが

って､楽観シナリオと基本シナリオの代替率の差は大きくない｡基本シナリオとの楽観シ

ナリオの違いは､楽観シナリオで高く設定された投資利回りで左右されるプレミアム年金

部分だけである｡

また､仮に悲観シナリオのなかで､投資利回りを3.6%確保できれば､自動安定機能はな

くてもよい｡ただし､悲観シナリオで､利回りが1%ならば自動安定機能は､2016年から

起動する必要がある｡同様に､利回り3.25%では2054年から､利回り2.45%ならば2030年

から自動安定機能が起動する必要がある｡

この投資利回りについては､1900年から2000年の債券60%､株式40%の比率で16の株式
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市場について加重された国際ポートフォーリオで運用すると実質利回りは3.96%であった

としており､それほど甘い見通しではないとしている｡

③就業インセンティブ

拠出建て方式のひとつのメリットは､個人別に年金資産が確定し､それをどのように受

給するか各人が選択出来る点である｡特にスウェーデンの仕組みはコホート毎に完全に中

立的になるように計算された年金転化係数によって計算される｡一方､寿命が延びていれ

ば､一年あたりの給付水準を維持するためには､引退時期を遅らせる必要があり､就業イ

ンセンティブを高める仕組みがある｡

こうした供給サイドの刺激と同時に､労働需要サイドの条件整備も行われている｡

スウェーデンでは､1991年から1993年の経済危機で､高齢労働者の労働力率 ･就業率の

急低下しており､スウェーデンの平均退職年齢は61歳となっている(図表2-10)｡そこで､

｢雇用保護法｣により在籍期間の短いものから解雇の対象になり､中高齢者の雇用は若年

層よりも優先に保護されている｡ また ｢67歳まで働く権利｣を定め､法定定年年齢は67歳

として､高齢者の就業を促進している｡

図表2-10 60歳以上労働力率

60裁以上労働力率

- 1990M-.臥-1995M･1997M-.-∴-..1998M- 1990F- 1995F---A- 1'997F- 1998F

臥､▲ ､ ヽし

･誓 壷 .～｢＼

㌔:I.=.:㌔. 1

＼.ヽ二＼＼＼完＼､.＼一､＼
＼＼_＼毎

一､---_t l t t

60 61 62 63 64

出典 :高年齢者雇用開発協会 (2002)より作成
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4.日本への示唆

スウェーデン方式のポイントは､①所得比例年金一本化し､国庫負担を低年金受給者に

集中させた､②拠出建てにするために､直ちに最終保険料率に到達させた､③経済 ･人口

構造が悲観的なシナリオになったときに給付を自動的に抑制させる仕組みを導入した､④

完全積立､個人運用のプレミアム年金を導入した点にある｡

一方､日本の制度は､報酬比例部分-平均標準報酬月額×加入月数×乗率

平均標準報酬月額-∑(標準報酬月額×再評価率)/加入月数

再評価率-手取り賃金上昇率

となっている｡旧スウェーデンの制度に比べれば､日本の現行制度の方が負担と給付の

関係は密接である｡ しかし､日本は生涯の総拠出額が同じでありながら､平均標準報酬と

加入月数で年金が異なる可能性があるが､スウェーデンは生涯の総拠出額が同じならば､

年金額は同じである｡

スウェーデンのポイントは､年金財政の収支が各年での過大な赤字にならないように自

動調整する点である｡ 賦課方式を続けながら､拠出建てを維持するためには､見なし利回

りに調整する仕組みを内在させる必要がある｡ この点は､従来の積立方式論者は､企業年

金同様にいずれ公的年金債務は清算する日が来るので､十分な積立金が必要であるという

考え方に基づいたが､概念上の拠出建ての考え方は､公的年金は､清算する日は来ず､債

務が膨張し､フローで返済できないような状態にならないようにコントロールすれば良い

という考えに基づいている｡

この自動調整の仕組みは､日本の年金改革案にもスライド調整という形で反映されてい

る｡まず日本のスライド率は実質賃金上昇にリンクしているので､スウェーデンの見なし

利回りと対応している｡スウェーデン同様に年金債務と将来期待される年金資産のバラン

スが崩れるのは､年金債務が年金資産より上昇する場合であり､これは､労働者数が減少

する場合に発生する｡ したがって､自動調整機能に相当するのが､マクロ経済スライド､

すなわちスライド調整である｡ただし､マクロ経済スライドでは寿命の伸びに対応できな

いという限界もある｡

またスウェーデンの制度の優れている点は､拠出建てにしたことにより､年金受給が就

業に中立的になった点である｡ 中立化させる仕組みは､年金繰り下げ受給制度によって､

日本の年金制度でも導入可能であるが､その場合で長寿化の影響を考慮して各コホート毎

に繰り下げ増額率を設定する必要がある｡
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さらに､オレンジレターにより､毎年､各自の年金資産が通知される仕組みも国民の年

金への信頼感を高めた｡

参考 年金通知 (オレンジレター)の内容

拠出建ての年金制度になったため､以下のような項目について毎年加入者に年金通知が

送られる｡

①将来年金の予測

インターネットを利用して､自分で年金予測をすることができる｡

②現在の年金資産

年金資産は､年利と指数変動 (indexchange)による利息がつく｡ 以下のように現在ど

の程度の年金資産を持っているかわかる｡

2001年度の期末年金残高-年金の期首残高+2000年度の年金入金分+年利+指数一変動

分二管理費控除

PPM(プレミアム年金機関)についても年金価額通知がある｡

参考文献

NationalSocialInsuranceBoard(2002),TheSwedishPensionSystem,AnnualReport2001.

臼杵政治 ･中嶋邦夫 (2003)｢公的年金加入者への通知一現状と課題-｣『年金フォーラム報告書』ニッセ

イ基礎研究所.

高年齢者雇用開発協会 (2002)『諸外国における高齢者の就業形態の実情に関する調査研究報告書Ⅰ』.

日本労働研究機構 (2001)『諸外国における高齢者の雇用 ･就業の実態に関する研究報告』.

年金総合研究センター (2002)｢国際年金セミナー｣『年金と経済Vo21,NO2』.
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第3章 イタリアの年金改革

大阪学院大学法学部教授

小 島 晴 洋

1.年金改革の概要

(1)立法の経緯

イタリアの1990年代からの主要な年金改革立法は､次のとおりである :

①1992年12月30日委任立法503号 (いわゆる血ato改革): 老齢年金支給開始年齢の引

き上げ (男65歳､女60歳)､資格期間の延長 (20年)､年金額算定基礎となる期間の延

長 (退職前10年間)などを行うとともに､各制度の整合化に着手した｡

②1993年4月21日委任立法124号 : 補足的年金制度 (pensioneco叩lementare)を創

設した｡

③1995年8月8日法律335号 (いわゆるDini改革): 新被保険者に対する ｢拠出額方式

(sistemacontributivo)｣の導入､年金対象者の拡大 (専門労働者､協働労働者､

主婦など)を行った｡

そのほか､改革に伴う微調整の立法として､④1994年6月30日委任立法479号 (公務員お

よび船員の年金組織の統合)､⑤1994年12月23日法律724号 (92年改革による老齢年金支給

開始年齢引き上げの加速)などがある｡

最近の改正は､⑥1997年12月27日法律449号 (1998年予算関連法)(いわゆるProdi改革)

であるが､これは､年功年金の要件の厳格化(2008年までの暫定措置)､拠出料格差の是正､

高額の年金についての物価スライドの段階的停止などを行ったもので､財政的理由による

調整措置の色彩が強い｡

現政権の年金改革法案 (いわゆるBerlusconi-Maroni改革)は､2001年12月に作成された

が､2003年夏の段階ではまだ成立していないようである (｢2003年2月27日下院通過､上院

で審議中｣との情報あり)･｡内容としては､年金額の確定保障 (凍結)制度の導入､受給開

始年齢の弾力化､補足的年金制度の促進などが盛 り込まれているようである｡

(2)改革の概要

｢報酬額方式｣から ｢拠出額方式｣へ イタリアの年金制度は分立しており､最大の給

-45-



付機関INPS(全国社会保険機構､IstitutoNazionaledellaPrevidenzaSociale)のほか､

公務員､企業経営者､ジャーナリスト､興行関係者､専門資格職 (医師､弁護士等)など

を対象とした多くの制度 ･基金等が存在する (図表3-1)｡ これらはそれぞれ歴史的な沿

革を有するものであり､支給要件や算定方法などの異なる状態が永らく存在し､その複雑

さから ｢年金ジャングル｣と呼ばれてきた｡

図表3-1イタリアの年金制度
制 度 ･ 基 金

INPS

一 般 義 務 制 度

被 用 者

自 営 業 者

農 業

手 工 業

商 業

替

共公

電

電

航

税

制 度

交 通 関

話

力

空

機

補 完 制

鉱

ガ

集

聖 職

皮

山

ス

金

者

社 会 年 金

国 (国家公務員等)

国庫省所管の年金基金 (地方職員､教員等)

INPDAI (企業経営者)

INPGI (ジャーナリスト)

ENPALS (興行関係者)

個別企業年金諸基金

自由業者年金諸基金 (専門資格職)

出典 :INPS.Conoscez･emfS.〔1992〕付属資料Ilおよ
びⅢから作成

それらの整合化の方向が顕著に示されたのが､92年の血ato改革であった｡この改革は､

制度の基本には手をつけず､分立状態も原則として温存したまま､支給開始年齢の引き上

げなどの給付抑制と､各制度における要件 ･算定方法などの統一化を図った｡そこにおい
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て中心に据えられたのが､被用者を対象とするもっとも一般的な年金制度であるINPSの｢一

般義務制度 (AGO,assicurazionegeneraleobbligatoria)｣であり､各制度とも､この一

般義務制度と同様の基準に従って要件 ･算定方法等を改めることとされた (格差の大きい

ものについては､段階的に実施)1)｡

しかし､この改革は ｢緊急手術｣にすぎず､給付の抑制､各制度の整合化をさらに進め

るために､新たな改革が不可避になった｡そこで登場したのが､3年後の95年Dini改革で

ある｡この改革では､年金給付の算定方法､支給要件などをはじめとして､制度の抜本的

な変更が行われた｡分立状態は依然として解消されていないが､各制度とも､原則として

新システムを続-して採用することとされた｡ 新システムは ｢拠出額方式 (sistema

contributivo)｣と呼ばれ､これに対して旧システムは｢報酬額方式(sistemaretributivo)｣

と呼ばれるが､近年 ｢イタリアの年金改革｣として言及されるのは､この95年改革におけ

る拠出額方式の採用のことである2)｡

報酬額方式 (旧システム)の概要 報酬額方式の概要は､次のとおりである (INPS一般

義務制度の例):

①年金額は､原則として､現役時代の報酬額×拠出年数(最高40年)×支給乗率(原則2%)｡

すなわち､40年のフルペンションにおける代替率は､80%となる｡

②老齢年金 (pensionedivecchiaia)の支給開始年齢は､原則として､男子65歳､女子60

歳｡

③受給に必要な資格期間は､原則20年｡

④一定の年限以上 (原則35年)拠出し､引退すれば支給される ｢年功年金 (pensionedi

anzianita)｣がある｡

⑤計算による年金額が一定額に達しないときには､自動的にその額まで支給額がアップさ

れる ｢最低年金額の補完｣がある｡

拠出額方式 (新システム)の概要 新年金は ｢老齢年金 (pensionedivecchiaia)｣と

名付けられている｡ 旧システムにおける ｢老齢年金｣と ｢年功年金｣の区別はなくなり､

一本化される｡

1)92年改革の概要については､小島 (1993)を参照｡
2)95年改革の概要については､小島 (1996)を参照｡
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(ア) 受給要件 :原則として､①労働関係の解消､②年齢は57歳以上､③5年以上の拠出

期間､④計算上の年金額が一定額以上であること､である｡ ただし､例外として､65歳

以上であれば計算上の年金額如何に関わらず受給でき､また､40年以上の拠出があれば

年齢に関わらず受給できる｡

(イ) 算定方法 :受給者が就労期間中に行った ｢拠出 (contribuzione)｣をもとに算定さ

れる｡ 具体的には､次の順序で計算される｡

① 各年の ｢拠出｣を確定する｡この場合の ｢拠出｣とは､各人の実際の拠出額ではな

く､賦課ベースとなる報酬額に､法定の算定料率 (被用者33%､自営業者20%)を乗

じた額である｡

② ①で得られた各年の ｢拠出｣を､毎年､名目GDPの過去5年間の平均成長率を用いて

再評価する｡

③ ②で得られた再評価後の各年の ｢拠出｣の総和が､個人ごとの ｢年金総拠出｣とな

る｡

④ 年金給付額(年額)は､③で得られた｢年金総拠出｣に､法定の｢転換指数(coefficente

ditrasformazione)｣を乗じることによって得られる｡ 転換指数は､平均余命等を考

慮して､受給時年齢に応じて定められている (図表3-2)0

図表3-2 転換指数

出典 :1995年法律335号付表A (第 1粂第6項関係)0

新システムが全面的に適用されるのは､1996年1月1日以降に新たに被保険者となる者

であり､既存の被保険者については､それまでの拠出期間に応じて､段階的な適用がなさ

れる｡すなわち､95年12月31日を基準として､同日現在で拠出期間が18年以上の者は引き

続き全面的に旧システムが適用され､18年未満の者は両システムの併用となる (95年12月
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31日以前の拠出期間については旧システム､同日以降の拠出期間については新システム)0

新旧システムによる給付水準の比較 旧システム (報酬額方式)における代替率は､計

算式上は最大80%となるが､統計上の実質はもっと低い｡少し古いが (1991年)､INPS一般

義務制度の老齢年金の実質代替率 (平均年金額/平均報酬額)として､47.8%というデー

タがある3)｡ 95年改革時点でも､50%程度にとどまっていたものと考えられよう｡

これに対して新システム (拠出額方式)では､代替率が大きな議論になっていた形跡が

ない｡手がかりとしては､政府パンフレットが一定の前提をおいてモデル試算をしている

ものがあるにとどまる4)｡

それによると､25歳で就労を開始し(当初の報酬は年間3000万リラ)､37年間拠出を行い､

62歳で年金の受給を開始する労働者の場合､年金額 (年額)は3775万5000リラとなる｡こ

れは､最終報酬 (6119万7000リラ)の61.7%の水準となる(GDP成長率1.5%､報酬伸び率2%

と仮定)｡

厳密な比較は困難であるが､印象的には､新シ女テムでも大幅な給付水準の低下がある

ようには感じられない｡新システムの61.7%という水準自体を国際比較等から客観的にみ

ても､決して低いレベルとは言えないように思われる｡

補足的年金制度 (pensionecomplementare) この制度は､イタリアにおける一種の企

業年金である｡ 1993年4月21日委任立法124号により､｢公的年金を補足する｣という位置

づけを明確にして創設された5)0

補足的年金制度の実施主体は ｢年金基金 (fondopensione)｣であり､企業単位 (企莱基

金)､職種 ･職業単位 (職域基金)､または保険会社等の設立する ｢開放型年金基金 (fondo

pensioneaperto)｣として設立される｡ 加入は原則として任意とされる｡

財政方式は積立方式である｡ また､給付設計は原則として確定拠出型とされている｡受

給資格は､公的年金における支給開始年齢に到達し､かつ､当該年金基金に5年以上加入し

ていることにより得られる｡転職 ･退職等の場合には､①一時金による払い戻し､②転職

先の基金への移管､③開放型年金基金への移管､のいずれかの措置がとられる｡

3)小島 (1994)27頁および同所に引用されている文献を参照｡
4)政府パ ンフレット46-47頁｡
5)補足的年金制度の概要については､大内 (2003)105-110頁｡
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2.改革の背景と要因

(1)各国に普遍的なもの

人口の高齢化 イタリアの年金も財政は賦課方式であり､人口の高齢化は財政に直接的

な影響をもたらす｡とくに､イタリアでは近年の出生率の低下により､将来の急激な高齢

化が予想されている (巻末資料参照)0

年金財政の安定 2000年の年金給付総額は254兆9000億リラ､対GDP比は13.5%であり､

年金財政の赤字 (対GDP比)は､2000年 (単年度)3.3%､1989-2000年 (累積)33.7%に達

している6)｡そのため､将来の人口高齢化に備え､92年 ･95年の両改革とも､その目的に

｢給付抑制 ･財政の安定化｣を掲げている｡とくに95年改革法では､法律自体に給付削減

見込額を ｢表1(第1条第3項関係)｣として明記し､1996-2005年の各年ごとの給付削減

見込額および全10年間の合計額を､改革の個別項日ごとに明らかにしている (10年間の総

計で108兆3020億リラ)｡

なお､2001年の政府年金改革評価委員会報告書によると､これらの目標は､97年法律449

号による改革も含め､法定の見込額を上回るペースで実現されている｡ また､将来の対GDP

比も､2030年頃に16%程度で上限に達し､その後低下すると予測されている (2050年まで

の予測｡GDP成長率は1.5%と仮定)7)0

財政赤字の削減 EU通貨統合へ参加基準 (単年度財政赤字が対GDP比で3%以下)を満た

す必要があったため､1990年代は年金改革が急務であった｡イタリアの年金は社会保険方

式であり､財源の大部分は労使による保険料拠出によっているが､南部対策の ｢拠出軽減

措置 (sgravicontributivi)｣､事業主負担軽減の特別措置である ｢国庫負担化措置

(fiscalizzazione)｣､労働者の兵役･産休期間などに対応する｢みなし拠出(contribuzione

figrativa)｣などを通じて国庫負担が行われている｡

事業主負担の軽減 続一市場となったEUにおいて､企業競争力の確保は急務である｡ イ

タリアの拠出料率 (特に事業主分)は高く､これ以上の企業負担は避ける必要があった (図

表3-3)0

6) 政府年金改革評価委員会報告書5-6頁｡
7)政府年金改革評価委員会報告書44頁｡
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図表3-3 主な拠出料率 (2002年)

事業主負担分 本人負担分 計 備 考

ⅠNPS⊥般義務 23.81%1) 8.89%2) -32.°70% 1)うちGe.sca1分0.7%含む○制度被用者 2)うちGesca1分0.35%含む○

自営業者 手工業 16.60% 各種特例あり
商業 16.99%

農業 17.80%

注) 表に示したのは､経過措置 ･調整措置適用後の実質ベースであり､法定の拠出料率は､下記のとお

り定められている｡

① INPS一般義務制度被用者 : 320/o(95年改革法3条23項)
② 手工業 ･商業 : 最終19% (1997年法律449号) .

③ 農業 : 最終20.3% (1997年法律449号)
出典) BonatiG.,etal.(2002),Gu)'dapI･atL'capensL'onL',IIsole24oreなどから筆者作成｡

雇用の拡大 後にリスボン ･ス トックホルム両協定で明確 とされたが､高失業状態が継

続する社会においては､年金制度も就労促進的であることが求められる｡ イタリアではと

くに､女性と高齢世代における就業率が低 く､年金制度が早期退職を促 していた側面があ

った (巻末資料参照)｡95年改革法は､拠出額方式により､①男女の別をなくすとともに､

②原則57歳以上いつからでも受給でき､かつ受給開始年齢が高 くなるほど支給額が高 くな

る ｢転換指数｣を採用するなどにより､高齢者の就労継続を促進する措置をとった｡

(2)イタリアに特殊なもの

｢年金ジャングル｣および寛大な給付 イタリアの年金の特徴として､多 くの制度が琴

雑に並立し､全体として寛大な給付を支給 してきたことが挙げられる｡このような体制に

おいて､個別制度を並立させたままで整合化 ･調整を行う方式による改革 (たとえば92年

改革)には限界があった｡既得権の取扱いや利害調整に困難が伴 うからである｡

95年改革における給付額方式から拠出額方式への変更は､この間題への対応も意図して

いた｡すなわち､給付額算定のシステム自体を抜本的に変えてしまい､各制度とも新規の

被保険者には新システム (拠出額方式)を共通に適用することにより､各制度相互間にお

ける公平 (世代内公平)を実現 しようとしたものと考えられる｡

給付削減方式による改革への不満 給付を抑制する方向の年金改革は､既得権を保護す

-51-



る必要があるため､将来世代の負担において行うほかはなく､このことは､必然的に将来

の年金受給世代 (現在の若年世代)の不安 ･不満を誘発させることになる｡ 単純な給付削

減方式による改革は92年改革法ですでに限界まで達しており､財政安定化のためのさらな

る給付の削減を行うためには､全 く新しいシステムが必要とされたのである｡

このような意味で､95年改革法における拠出額方式は､世代間公平の確保も意図したも

のであった｡新システム上では､どの世代も ｢拠出に対応した給付｣を受けるという意味

で､世代間の違いは存在しないことになるからである｡

拠出逃れの防止 イタリアの社会保険における拠出逃れは古くて新しい問題であり､

INPSは常に多大な労力を強いられてきた｡従来制度における｢最低年金額の補完｣制度や､

短い資格期間 (延長されて20年)や給付算定基礎期間が､事業主側のみならず被保険者本

人側にもその誘因となっていたのである｡ そこで95年改革法は､拠出と給付を直接に関連

づけた ｢拠出額方式｣により､少なくとも被保険者本人側における拠出逃れの誘因を排除

したものということができる｡

拠出に基づく算定方式の歴史 95年改革法において採用された拠出額方式は､もちろん

新しい方式であり､スウェーデンとともに先進的な試みとして注目されていることは周知

の通りである｡ しかし､年金給付を拠出に基づいて算定すること自体は､イタリアにおい

ては古くから､しかも長期にわたって実施されていた伝統的な方法であった8)｡

まず､創設当時の被用者年金制度で採用された給付算定方式は､拠出に基づく方式であ

った (1919年監国法律命令603号)｡これは､賦課方式採用後も維持され､1968年に至って

報酬に基づく算定方式に改められた (1968年大統領令488号｡この方式が現行の ｢報酬額方

式｣の基本となっている)｡一万､1950-60年代に成立した自営業者の年金制度においても､

当初は､当時の被用者年金と同様の､拠出に基づく給付算定方式が採用された｡ これが､

現行の報酬額方式とほぼ同様の制度に改められたのは､1990年のことであった (1990年法

律223号)0

このようにイタリアにおいては､拠出に基づく算定方式の伝統が､短期間の検討で大き

な議論を起こすことなく､95年改革法において新しい ｢拠出額方式｣の採用を可能にした

と考えることができる｡

8)中益 (2001) 377-385頁｡
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所得保障制度全体の整備 ･充実 イタリアの社会保障は､全体の中で年金の占める比重

が大きいのが1つの特徴である｡すなわち､福祉分野などにおける所得保障給付が貧弱で､

国民が年金制度に依存する傾向が強い｡しかし､95年改革と前後して､年金以外の所得保

障制度が次第に充実してきている｡ 同時に､年金制度自体も適用対象を拡大しており､全

体として ｢広 く薄く｣所得保障給付を行う体制-移行しつつある｡

たとえば､イタリアでは全国統一的な公的扶助制度が永らく存在していなかったが､1998

年から ｢参加のための最低所得制度 (Redditominimodiinserimento,RMI)｣が実施され

ている9)｡家族手当､児童手当の充実､出産手当の充実なども行われている｡ 95年改革法

でも､専門労働者 ･協働労働者 (コンサルタント､団体役員など)などに村する適用拡大､

主婦の互助年金 (任意加入)の創設など､年金の適用対象範囲を拡大する措置も同時に行

われている｡ ｢補足的年金制度｣の創設も､この文脈で理解することができる｡

このように､所得保障を広く総合的に考えられる体制に移行することは､｢拠出額方式｣

へのソフトランディングの態勢整備としての一面も有するものと考えられる｡

退職手当の存在 イタリアでは伝統的に退職金制度が存在しており､1982年法律297号に

よって ｢退職手当 (trattamentodifinerapporto,TFR)｣として整備されている10)｡ ｢補

足的年金制度｣により､将来的な公的年金水準の低下を補完することは､企業が､このTFR

を原資として用いることを期待したものであった｡実際､1996年以降に就職した労働者の

退職手当への積立は､全額､年金基金に充当することとされている｡

ただし､このような改革法の狙いは､目下のところあまり成功していないようである｡

政府年金改革評価委員会報告書では､2000年時点で､企業などの協定による年金基金は､

設立数23､加入者数78万2821人､開放型年金基金は､設立数99､加入者数22万3032人にと

どまっていると報告されている11)｡同時に､被用者が開放型基金を使いやすくするなどの

規制緩和策が必要と提言している12)｡

9)仲村優一 ･阿部志郎 ･一番ケ瀬康子編集代表 (2002)103-106頁を参照｡
10)大内 (2003)104-105頁を参照｡
ll) 政府年金改革評価委員会報告書28-30頁｡
12)政府年金改革評価委員会報告書62頁｡
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3.改革の手順と合意形成

(1)改革の手順

｢整合化｣という方法 制度分立の体制において改革を進めるために､イタリアが採用

した基本的な方法は､｢整合化 (armonizzazione)｣であった｡これは､各制度 ･組織自体

は温存しながら､内容の統一化を図るものであり､92年改革法ではその方針を明確にしつ

つ､INPS一般義務制度への内容の統一を図った｡95年改革法は､その方針を踏襲しながら､

｢拠出額方式｣という新システムへの内容の統一化を図ったものである｡

このような手法により､各制度 ･組織間の利害対立による改革の挫折を､巧妙に回避す

ることが可能となったものと考えられる｡ とくに､95年改革法は､全く新しいシステムの

導入により､既存システム間の単純な調整では避けられない損得の感情の発生を､事前に

封じ込めているのである｡

もちろん､制度の統合という方向自体は､可能な範囲で追求されている｡ しかし､実現

されているのは､公務員を対象 とする組織の統合 (INPDAP,Istitutonazionaledi

previdenzaperidipendentidell'amministrazionepubblica)､船員を対象とする組織

の統合 (IPSE帆 Istitutodiprevidenzaperilsettoremarittimo)などにとどまり､

決して無理はしていないように見受けられる｡

｢中央年金記録センター｣の設置 整合化と並行して進められているのが､記録管理の

統合である｡具体的には､1995年法律85号によりINPSに｢中央年金記録センター(Casellario

centraledeipensionati)｣が設置され､各制度 ･組織から支給されている年金の情報や

受給者の情報がすべて報告され､記録されることとなった｡これは､実質的な業務の一元

化に道を開くものであり､やはり､各制度 ･組織自体は温存しながらの実質的統合化の一

環と捉えることができる｡

(2)政労使の協調

年金生活者が多い労働組合 イタリアの労働組合の組合員のかなりの割合は､年金受給

者を中心とする非現役労働者で占められている｡ 3大総連合 (CGIL,CISL,UIL)中､最大

のCGILでは､半数以上が年金受給者といわれている｡ 労働組合は､現役 ･退職両方の労働

者の利益を代表する立場となっている｡

また､イタリアでは労働政策 ･社会保障政策の決定は､政労使の協調で行われる伝統があ
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る｡ 法律上､各種の施策の実施が､｢全国レベルで労働者の多数を代表する (maggiormente

rappresentativesu上pianonazionale)｣労働組合の意見を聴いて行われる旨の規定も多い｡

このように､年金改革には労働組合との協調が不可欠であり､95年改革も同様の枠組み

に従って行われた｡

90年代の改革の迅速性 イタリアの政権は従来短命であり､また90年代以前にはDC(キ

リスト教民主党)を中心とした保守系の政権が多かった｡そのような状況で､年金改革の

ような､長期的な視点を必要とし､かつ国民 (とくに労働者層)に不人気な政策課題は先

送りされていたのである｡

しかし､90年代に入り､EU通貨統合が具体的なスケジュールとして浮上してくると､も

はや先送りは許されなくなった｡同時に､汚職事件等を契機として､DCを中心とする従来

の政党や政治体制が崩壊し､実務家を中心とするいわゆる ｢テクノクラート内閣｣が組織

された｡テクノクラート内閣は､先送 りされていた課題に地道に取り組み､経済界ととも

に､労働組合の支持も取り付けたのである｡ 労働組合側も､改革による給付抑制が､実質

的にはそう大きくないと判断したのではないだろうか (1.(2)参照)｡

具体的には､92年改革を実施した血ato内閣は､社会党を中心とする中道左派政権であり､

労働組合とは協調的であった｡次いで､95年改革のDini内閣は､テクノクラート内閣であ

り､とくに､年金改革を主導した当時のTreu厚生労働大臣は､労働法の大学教授出身であ

った｡また､97年改革を実施したProdi首相も､学者出身で中道左派政権を組織していた｡

これに対して現Berlusconi内閣は､国民同盟 (旧ファシスト党の流れをくむ右派政党)

や北部同盟と連立した中道右派政権であり､解雇問題をめぐる労働者憲章法 (1970年法律

300号)18条の改正問題などにみられるように､労働組合との対決も辞さない比較的強硬な

姿勢を示している｡現政権における年金改革の進行がはかばかしくない背景には､このよ

うな事情が考えられよう｡

4.日本への示唆

(1)世代間不信への対応

拠出額方式による内部収益率の公平 日本では､5年に1度の年金改革において､毎回

のように ｢拠申増 ･給付抑制｣が繰り返され､若年世代の不公平感や年金不信を惹起して

いる｡財政再計算に基づく必要不可欠な措置とはいえ､決してうまいやり方とはいえない｡
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イタリアの拠出額方式は､そのメカニズム上､給付 ･拠出間の内部収益率を一定にする

という基本構造を持っており､世代間の格差は発生しないシステムとなっている｡これは､

イタリアにおいても､｢世代間公平の確保｣として､95年改革の目的の1つとされている｡

ただし､留意点が1つ残る｡ それは､｢転換指数｣の問題である｡

転換指数の政治化の懸念 ｢転換指数｣は､拠出額方式において､年金額算定の最終段

階で用いられる乗数であるが､各人の年金給付額に直接の影響を与えるとともに､マクロ

的には年金支給総額に影響を与える重要な数値である｡ ところで､この指数は､現行のも

のこそ法律で直接規定されているが (95年改革法付表A)､改訂は､10年ごとに､厚生労働

大臣が､議会､使用者団体､労働組合等の意見を聴いて行うこととされている (95年改革

法 1条11項)｡

これについて､政府年金改革評価委員会報告書は､まず10年間というのが長すぎる旨の

批判をしている｡人口構造や経済状況の変化に対応できないのではないかというのである｡

同時に､改訂が大きければ､前後の世代間に格差を生じる恐れがあると指摘している｡ そ

こで､より短期の､しかも自動調整メカニズムを導入すべきと提案している13)｡

確かに10年という長さの問題も正鵠を射ているが､より懸念材料となるのが､労使協調

というシステムを､この ｢転換指数｣にも導入したことであろう｡ この指数は､数理的に

は､平均余命と割引率 (GDPの平均成長率｡95年改革法は1.5%と設定)から計算できるも

のである｡ コンセンサスの形成という政治的判断の介入は､一見民主的に見えて､実は新

たなる世代間不公平を惹起し､年金改革自体の実効性を失わせる危険性をはらんでいる｡

(2)拠出逃れへの対応

拠出 ･給付の関連性 日本の拠出逃れは､国民年金の第1号被保険者によるものが大部

分であり､被用者によるものは､中小企業による適用逃れが最近増えているとはいうもの

の､未だ少ない｡この点､いわゆるヤミ労働の多いイタリアと､事情を異にする｡ また､

日本の国民年金第1号被保険者は､拠出と給付が直接関連しているにもかかわらず拠出逃

れが多いのであり､イタリアのような拠出額方式を導入しても､問題の直接の解決にはな

らない｡その点では､せいぜい､一般論として､拠出逃れの防止には拠出 ･給付の関連性

が強いほうが望ましいといったレベルにとどまるであろう｡

13)政府年金改革評価委員会報告書63頁｡
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ただし､日本の国民年金第1号被保険者の保険料は原則定額であり､収入の多寡が考慮

されるのは､保険料免除 ･半額免除という､どちらかといえばスティグマを伴う措置の場

合だけである｡ それが ｢保険料を払う余裕がない｣との言い訳を許容し､拠出逃れの一因

となっている可能性がある｡それに対して､イタリアの自営業者の保険料は､報酬比例方

式であり､そこに参考となるべき点があるかもしれない｡

被用者と自営業者の区別14) 日本の社会保険制度は､医療 ･年金とも､被用者と自営業

者が制度上明確に区分されている｡しかし､イタリアでは事情が異なる｡ 多数の制度が分

立している年金体制上では､被庸者の一般義務制度も､個別職種の代替 ･補完制度や基金

も､専門職の制度も､農業者 ･商人 ･手工業者の制度も､いずれも"oneofthem"にすぎな

い｡それらの制度は､分類され異質性が強調されるよりも､むしろ全体としての同質性が

意識されているのである｡これは､被用者も自営業者も､伝統的に｢従属労働者(1avoratore

subordinato)｣および ｢独立労働者 (lavoratoreautonomo)｣として､同一の ｢労働者

(lavoratore)｣の範時に属するものと理解されていた伝統に基づく｡

1950-60年代に成立した自営業者の年金制度では､当初､定額のみなし制による拠出を採

用していた｡これは､報酬の把握が困難であるという､実務的な理由に基づくものであっ

た｡1990年には､年金額算定方式が報酬方式に改められたが､同時に､拠出も報酬比例に

改められた｡これが本来の姿と理解されていたためである｡

拠出の負担者についても､イタリアの自営業者は単純ではない｡商人､手工業者などは

被保険者本人が単独で拠出を負担するが､折半小作農 ･小作農は､土地所有者が半額を負

担する｡ また､95年改革で新たに適用が拡大された ｢専門労働者｣と ｢協働労働者｣は､

注文主も拠出の負担義務を負う｡ とくに､協働労働者の場合､注文主が拠出の2/3を負担す

るのである｡

(3) ｢概念上の確定拠出 (notiona暮definedcontribution)｣という用語への疑問

イタリアの新年金とは? イタリアの拠出額方式は､あくまでも年金給付額 (受給開始

当初額)を算定する計算式である｡ 財政方式を示すものではない｡この方式で計算され､

受給が開始された年金は､毎年物価スライドで改訂され､終身にわたって支給される｡ 原

資の制限があるわけではない｡遺族年金も支給される｡ 財政方式も賦課方式である｡

14)中益 (2001)を参照｡

-57-



異なる2つの ｢料率｣ もうひとつ注意を要するのは､年金額算定に用いられる ｢拠出

(contribuzione)｣が､実際の各人の拠出額ではないことである｡ 年金額算定のために用

いられる拠出の算定料率 (aliquotadicomputo)は､法律で被用者33%､自営業者20%と

固定されている (95年改革法1条10項)｡すなわち､この料率で拠出されたものと擬制され

ているのである｡これに対して､実際の拠出料率 (aliquotadifinanziLamentO)は､若干

であるが下回る水準となっている (図表3-3)｡

長期的に収支を均衡させるためには､GDP成長率1.5%と仮定しても少なくとも40%台の

拠出料率が必要との試算も示されており15)､将来にわたって､保険料とは別の財源 (たと

えば公費負担)を投入する必要があることは､当初から覚悟されていたものと見ることが

できる｡

蔓延する誤解 このように見る限り､イタリアの新しい拠出額方式は､大きな財政構造

の転換を行ったものではなく､基本的には算定方式の変更による給付抑制策にとどまるも

のとみるべきであろう (とくに､GDPとの関連性を重視した)｡イタリアの特殊事情 (2.

(2))を考慮した結果､過去との継続性をむしろ断ち切る意味で､目新しい方式が採用され

たのである｡

この目新しさゆえか､イタリアの年金改革には多くの誤解が蔓延している｡ 95年改革直

後は､｢財政方式が積立方式に変わった｣との誤解があった｡それは程なく消失したが､次

いで､｢確定拠出型 (拠出建て)年金になった｣との誤解がかなり広まった｡現在蔓延して

いるのは､｢概念上の確定拠出 (notionaldefinedcontribution)｣という用語である｡

この言葉は､スウェーデン政府が英語版の報告書において､自らの新年金制度について

仮に名付けた表現である｡イタリアの新システムについても､スウェーデンとの外見上の

類似性から､同様にこの表現で呼ばれることが多い｡しかし､イタリアにこの用語を当て

はめることができるかは､その妥当性について､改めての検討を必要としよう｡

イタリアの拠出額方式は､日本のいわゆる企業年金における ｢キャッシュ ･バランス ･

プラン｣と類似している (もちろん､財政方式や物価スライド､遺族年金などの相違はあ

るが)｡ここで想起すべきは､キャッシュ･バランス ･プランがあくまで ｢確定給付型｣と

捉えられていることである (現在認められているのは､厚生年金基金と確定給付企業年金

においてである)｡何をもって ｢確定給付｣といい､何をもって ｢確定拠出｣というかは定

15)政府年金改革評価委員会報告書50頁｡2050年までの予測がなされている｡
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義の明確化を必要とする難しい問題であるが､これらの事実から明らかなのは､少なくと

もイタリアの拠出額方式を ｢確定拠出｣に分類することは､たとえ ｢概念上の｣との限定

をつけたとしても､大きな誤解を生じさせるであろうということである｡ ちなみに､｢概念

上の確定拠出｣はイタリア語で"contribuzionedefinitanozionale"というと思われるが､

そのような表現を見たことはない｡

｢概念上の確定拠出｣は､その定義も要件も明確でなく､未だ確立した概念ではない｡

スウェーデンの年金についてこの表現を用いるのは差し支えないとしても､だからといっ

て､この表現から何かが説明されているわけではない｡他国の制度に当てはめることは､

やはり慎重であるべきであろう｡ また､賢明な読者諸子は､本書からイタリアとスウェー

デンの異同を正確に理解することができるものと思われる｡

内容を正確に理解しないまま､根拠なく貼られたレッテルを鵜呑みにして行われる議論

ほど危ういものはない｡
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第4章 イギリスの年金改革

富士総合研究所

主任研究員

藤 森 克 彦

1.はじめに

英国では､貧困､無知､失業､病気､非衛生といった五大社会悪の除去を国家の役割と

した ｢ベヴァリッジ報告｣(1942年)に基づいて､戦後 ｢福祉国家｣が形成されていった｡

公的年金においても､｢1946年国民保険法｣によって均一拠出 ･均一給付の老齢年金が定め

られ､これが本格的な公的年金の導入となった｡その後 ｢1975年社会保障法｣によって､

基礎年金と報酬比例年金からなる二階建て構造となり､現行の公的年金制度の基本的枠組

みが確立した｡

しかし､79年から97年までの18年間続いた保守党政権では､公的年金をスリム化して､

私的年金を積極的に活用する方向に舵が切られた｡この点で､英国は､公的年金のスリム

化を他の先進諸国に先駆けて80年代から始めた国といえる｡

そして97年からはブレア労働党政権が樹立し､現在､年金制度改革を進めている｡興味

深いのは､ブレア政権の年金改革の背景が､多くの先進諸国とは異なる点である｡他の先

進諸国では高齢化に伴う公的年金負担を抑制するために年金改革を始めているが､英国の

公的年金負担は今後ほとんど高まらずに安定的に推移するとみられている｡

将来的に公的年金負担が高まっていかないのにも関わらず､ブレア政権が改革を行うの

はなぜか｡この背景には､公的年金から私的年金へと比重を移してきたものの､私的年金

には様々な問題があって人々に受け入れられにくい面があることや､貧しい年金生活者へ

の対応を求められたこと､といった点がある｡

ブレア政権の年金制度改革を考察する意義は､他の先進諸国に先駆けて公的年金のスリ

ム化を始めた英国が､その後､どのような課題を抱え､どのような対応をしようとしてい

るのか､という点にあると考えられる｡ そこで本章では､英国の公的年金制度を概観した

上で､公的年金負担が高まらない要因､ブレア政権の年金制度改革の背景と内容､その後

の状況についてみていく｡ そして最後に､日本への示唆を探 りたい｡
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2.英国の年金制度の概要

英国の年金制度の体系をみると､日本と似た体系になっている｡｢基礎年金｣と ｢報酬比

例午金 (Serps:StateEarningsRelatedPensionScheme)｣1)の二階建て構造であり､共

に賦課方式で運営されている｡ 基礎年金は､基本的に自営業者を含めて所得のある有業者

に加入が義務づけられ､他方報酬比例年金は､被用者に加入が義務付けられている｡

(1)保険料

保険料をみると､被用者の保険料は､労使折半で払われ､被用者負担は､週77-595ポン

ドの所得部分について11･00/0､595ポンドを超える部分についてl0/oとなっている｡事業主

負担は被用者の週89ポンド以上の所得について12.8%となっている(GovernmentActuary,

2003,p.14)｡

自営業者の保険料は､年収4,095-4,615ポンドの自営業者には､週2ポンドの定額保険

料が課せられる｡年収4,615ポンドを超える収入をもつ自営業者については､30,940ポンド

以下の年収について8%を乗じた額が課され､さらに30,940ポンドを超える年収に1%を

乗じた額が加算される｡

この他､学生等が任意に保険料を拠出できるようになっており､その保険料は定額で週

6.95ポンドとなっている､｡

なお英国では､失業給付､労働災害給付､出産給付なども包括した国民保険から老齢年

金が拠出されており､上記の保険料は､老齢年金のみの保険料ではきいことに留意する必

要がある｡

(2)支給要件

年齢要件としては､男性は65歳以上､女性は60歳以上となっている｡ ただし､女性につ

いては､2010年から2020年にかけて段階的に65歳に引上げることが決定している｡

また､満額支給されるのは､仝就労期間 (一般的には男性49年､女性44年)の90%程度

の期間が､有資格年となっている場合である｡有資格年とは､1年間に所得下限週額 (2003

年で77ポンド)を対象とする保険料の52倍以上の額を拠出した年数と､保険料の免除が認

められた年数を加算したものである｡

有資格年が短ければ､それに比例して給付額は削減されていく｡ なお､有資格年の期間

1)後述するが､報酬比例年金は2002年4月より ｢国営第二年金｣に変更した｡
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が仝就労期間の25%以上なければ給付を受けることができない｡

(3)給付水準

公的年金の給付水準(2003年度現在)は､基礎年金を満額受給した場合､単身者で週77.45

ポンド (月額約6万円､1ポンド-180円で換算､以下同じ)､夫婦世帯で週123.80ポンド

(月額約9万5千円)の定額給付となっている (DWP,2003,p.16)｡満額受給に至らない

場合は､｢満額年金額×有資格年数/加入すべき年数｣で減額していく｡

報酬比例年金の給付水準は､｢平均対象所得額×適由年数×1.25%｣で計算される (小

野2001,p.78)｡平均対象所得額は､最も所得の高い20年間の平均所得額である｡ 仮に､年

金受給の適用年数の上限まで就労して満額給付される場合､従前所得の25%となっている｡

なお､1986年度の改正によって､支給率は2000年から10年かけて段階的に1.25%から1.00%

に低下するので､満額給付する場合､従前所得の20%まで引き下げられる｡ また､平均対

象所得額の算定も､賃金が最も高い20年間の平均から全所得期間の平均賃金へ変更となる｡

(4)適用除外制度

英国の年金制度の特徴は､一定の基準2)を満たす私的年金 (企業年金､個人年金)に加

入している被用者には､報酬比例年金への加入が免除される ｢適用除外制度｣が設けられ

ている点にある3)｡適用除外制度が認められれば､その分国民保険料が低くなる｡

適用除外制度が導入された経緯としては､報酬比例年金が導入された1978年当時､既に

大企業を中心に企業年金が普及していたことがあげられる｡ 企業年金加入者に報酬比例年

金の加入を義務付ける必要はないと考えられたことなどから､一定水準を満たす確定給付

企業年金の加入者には適用除外が認められるようになった｡その後､80年代にサッチャー

保守党政権の年金改革によって､個人年金や確定拠出企業年金による報酬比例年金の適用

除外も認められるようになった｡

2)主な基準は､確定給付企業年金では､報酬比例年金に同一期間加入した場合に得られる給付額以上の

給付がなされることである｡ 他方､確定拠出企業年金と個人年金では､リベート以上の保険料を支払っ

て､そのファンドは退職時に年金の購入に充当されることなどが必要となる (厚生年金基金連合会編

1999,pp.236-240)
3) これは､私的年金が公的年金を代替している点で､日本の厚生年金基金の代行制度に似ているが､①厚

生年金基金は一部代行であるのに対して､英国では報酬比例年金の全部について適用除外としている点､

②英国では個人年金や確定拠出企業年金による適用除外も認められている点､③英国では適用除外を受

けた私的年金に村する政府のコントロールが弱い点､といった違いがあると考えられる｡
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3.なぜ英国では公的年金負担が高まらないのか

将来的な公的年金負担について､GDPに占める公的年金支出の割合を推計してみると､

英国では今後ほぼ横ばいに推移するとみられている4)(図表4-1)｡今後､多くの先進諸国

で高齢化に伴う公的年金負担の増大が予測される中で､英国は恵まれた状況にある｡

これは､英国で高齢化が進展しないためではない｡確かに､日本(2000年の高齢化率17.3%

-2050年35.7%)､イタリア (18.1%-35.9%)､ ドイツ (16.4%-31.0%)といった国ほ

ど高齢化が急速に進展していくわけではないが､英国の高齢化率も2000年の15.8%が2050

年には27.3%と11.5%ポイント上昇すると予測されている｡ これはフランス(16.0%-

26.7%)の高齢化とほぼ同様の進展度合いである (国立社会保障 ･人口問題研究所,2002)｡

それでは､なぜ英国では､他の先進諸国と異なって公的年金負担が高まっていかないのか｡

図表4-1 先進諸国のGDPに占める公的年金支出割合の将来推計

1995 2000 2010 2020 2030 2040 2050 (年 )

(資料)OECD1996,"AgeingPopulations,PensionSystemandGovermentBudgets",Economl'cs
DepartmentWoI･kl'ngpapersNo.168,p.17により作成｡

第一の要因は､適用除外制度の存在である｡ 英国の仝被用者2,520万人のうち､企業年金

で適用除外 を受ける者が930万人 (37%)､個人年金では550万人 (22%) もいる

(Blake,2001,p.4)｡特にサッチャー政権では､88-92年の間に報酬比例年金から個人年金に

移った者には､政府が保険料を補助するというインセンティブ措置をとったため､適用除外

制度の利用者は増加した｡その結果､公的年金である報酬比例年金に加入する者は被用者仝

4)財務省による最近の公的年金支出(対GDP比)の推計でも､2001年度5.0%､2011年度5.0%､2021年度4.8%､
2031年度5.20/0､2041年度5.00/.､2051年度4.8%と予測されている (tiM Treasury,2002,p.47)｡
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体のわずか35%程度となっており､このため公的年金負担は高まらないのである｡

第二の要因は､サッチャー政権 (79-90年)とメジャー政権 (90-97年)において､先

進諸国に先駆けて公的年金の規模を縮小する方向で年金改革が行われた点である (図表4

-2)｡例えば､80年には､公的年金の給付額の改定を賃金スライドから物価スライドに変

更した｡一般に賃金上昇率の方が物価上昇率よりも高いので､こうした改革は公的年金の

給付水準の上昇を抑えるのに効果があった｡

図表4-2 サッチャー及びメジャー保守党政権の主な年金制度改正

物価スライド制 ･ 公的年金の賃金スライド制を廃止して物価スライドへ変更 (1980年社会保障法)

支給開始年齢の ･ 女性の公的年金支給開始年齢を2010年から10年かけて､60.から65歳に引き上

引き上げ げ (1995年年金法)

報酬比例年金の ･ 2000年から20_10年まで､段階的に給付水準を従前所得の25%から2P%ヘ引き

給付水準の引き 下げ○また､年金額の算定基礎を､最良の20年 間から全所得期間へ変更 (1986

下げ 年社会保障法)

･ 加入者の給付水準の 100%を支給していた配偶者年金を50%に削減 (1986.年社

会̀保障法)

･ 年金額算定の基礎となる所得帯を年間2%引き下げ (1995年年金法)

適用除外制度の ･ 適格個人年金加入者には､88-93年まで､~国民保険料に?いて2%の特別リベ

奨励 -卜を付与.(1986年社会保障法)

･ 93年以降は､30歳以上の者に限り､1%のリベート上乗せして､報酬比例年金

への再加入を抑制 (1993年社会保障法)○

･ 通園除外要件の改正 (1995年年金法)

その他 ･ 退職日に年金を購入しなくてほならないといった個人年金への規制緩和 (1995年金融法)

･ 従業員の雇用の条件として企業年金の加入義務付けを禁止 (1986年社会保障法)

･. 政府をこよる企業年金の物価ネライド部分的負担の廃止 (1995年年金法)

･ 私的年金の資産の安全性を高めるために.､保証機構の創設､最低積立要件､投資

(資料)BlakeD.2000,TwoDecadesofPensL'onRefom J'ntheLW:WlataI･etheImplL'catL'onsfor
Occupatl'onalPensJ'onSchemes?,(ThePensionsInstitute,BirbeckCollege,London)､厚生
年金基金連合会編 1999,『海外の年金制度』東洋経済新報社p.244を参考に作成｡

80年代にこのような改革が行われたのは､サッチャー政権は当時から将来の年金財政に

危倶をもっていたことと､個人や民間の自由を最大限尊重して国家の介入を出来る限り避
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けようという同政権の思想が反映したものと考えられる5)｡

第三の要因は､英国の公的年金の給付水準が低い点である｡ 図表4-3は､各国のブル

ーカラーの平均賃金に対する平均年金給付額の置き換え比率をみたものであるが､英国の

置き換え比率は､先進諸国の中で低い｡

この背景には､英国の公的年金は福祉国家の礎となった1942年の/｢ベヴァリッジ報告｣

に基づいて､｢高齢者の最低限度の生活を支えるナショナルミニマム｣と捉えられてきたこ

とがあげられる｡ 公的年金制度は高齢者を貧困から救済するため制度として創設されてお

り､英国政府は､従前所得と比較した年金給付水準 (所得代替率)を設定していない (D肝,

2002,p.27)｡

これに対 して大陸欧州諸国では､高齢者の生活が現役時代から激変しないように､従前

所得の保障を目的としているために､給付水準が相対的に高いと指摘 されている

(堰,1999,pp.133-134)｡

図表4-3 公的年金給付の賃金 (注)の置き換え比率 (1996年)
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

英国

オランダ

フィンランド

デンマーク

スウェーデン

ノルウェー

フランス

(%)

(注)賃金は､ブルーカラー労働者の平均賃金との比較｡

(資料)Mckay,S.andPowlingsonK.1999,SocL'alSecurL'tyL'nBI･)'taL'n,MacmillanPress,p.99.

5)なお､このような思想をもっていても､多くの抵抗があって改革が進まないのが一般的である｡ この

点､英国で年金改革が進んだ理由として､(∋年金改革が､報酬比例年金の創設 (1978年)後まもなく行

なわれたため､受給者も少なく､~制度が人々に浸透していなかったこと､②報酬比例年金は複雑で､完

全に理解している人々が少なかったこと､③改正は15-20年後に施行されるため人々は年金改革を深刻

に捉えていなかったこと､④英国は他の欧州諸国に比べて公的年金への依存度が低いこと､といった点

が指摘されている (Blake,2001､pp.10-ll)｡
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4.なぜブレア政権は年金制度改革を進めるか

このように､英国では報酬比例年金を私的年金で代替する人々が多いことなどから､公

的年金負担は高まらない｡それにもかかわらず､ブレア政権では年金改革が進められてい

る｡これは､一体､なぜだろうか｡

(1)私的年金は使い勝手が悪い

第一に､適用除外制度として私的年金 (企業年金､個人年金)の利用は進展してきたも

のの､私的年金には不都合な点が多いことが問題になっている｡ また､公的年金の給付水

準は低いので､一定水準の老後生活を送るためには､人々が任意で私的年金に加入するこ

とが求められる｡ 例えば､97年度の年金生活者の収入 (グロス)をみると､単身退職者の

所得合計は､全国平均収入の43%にすぎない (図表4-4)｡さらに､単身退職者の全国平

均収入に対する公的給付の割合は27%程度と低くなっている｡ こうした状況の中で､私的

年金-の任意加入が求められるが､政府が期待するほど進んでいない｡これは､私的年金
＼

には以下のような問題点があるためと考えられている｡

まず､企業年金について社会保障省は､コストが割安であることや､企業年金の運営主

体がファンドを運用する金融機関を監視する体制が整備されていることなどから､｢現在あ

る私的年金では最も良い選択肢｣と指摘する (DSS,1998,p.5)0

図表4-4 退職者の収入源 (1997年度､グロス)

週 給(*O.イド) 全収入に責 全国平均収 嘩 給(ポンド) 全収入に占 全国平均収
める割合 人に対する める割合 人に対する

(%) 割合 (%) (%) 割合 (%)

公的給付 (注1) 95 64 133 44. 38

企業年金 33- 22 ･10 90 30 26

投資収入 (注2) 14 9 4 48 16 14

就労収入 7 5 2 33 ll 9

(荏)1.老齢年金のほか､就労不能給付､住宅給付などを含む｡
2.個人年金からの収入も含む｡

(資料)Blake,D.2001,"TheUnitedKingdomPensionSystem:KeyFeatures",DL'scussL'onPaperP1-0107
(ThePensionslnstitute,BirbeckCollege,London),p.48により作成｡
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しかし柔軟性の乏しい点が問題になっている｡つまり企業年金は､被用者でないと加入でき

ないし､中小企業には企業年金をもたないところも多い｡さらに転職した場合には､給付水準

が低下してしまう｡英国の労働者は生涯を通じて5回以上転職するのが一般的であり､一つの

企業30年以上勤務する男性労働者は4.6%程度にすぎない｡企業年金は確定給付型年金が中心

であり､転職者には不利な設計になっている (OfficeofFairTrading,1997,pp.8-10)｡

それでは､個人年金はどうか｡まず個人年金における最大の問題は､保険料が割高なた

め､低 ･中所得者層が加入するのは難しい点がある｡

また安全性でも問題がある｡ 英国では､80年代後半から90年代前半にかけて ｢個人年金

の不正販売｣が社会問題となり､個人年金に対する不信感が根強い｡1986年の制度改正に

よって､事業主が被用者に企業年金の加入を強制できなくなったことに伴って､民間金融

機関は企業年金加入者を個人年金へ積極的に勧誘していった｡実際､88-93年にかけて､

50万人の企業年金加入者が個人年金に資産を移したが､ほとんどの人々は企業年金にとど

まった方が有利な人であったという (Blake,2001,p.6)｡個人年金を販売する金融機関が､

適切な助言を与えずに個人年金を販売したとして､この間題は訴訟に発展して大きな社会

問題となり､個人年金に対する不信感が高まった｡

さらに柔軟性も乏しい面がある｡労働市場が流動化する中で､失業の危険は誰にでも生

じうるが､個人年金加入者は､失業期間中も保険料を納付しなくてはならない｡また､

度個人年金に加入したら､金融機関の運用実績が悪くても､中途解約料が高いことなどか

ら他の保険会社に移ることは難しいという問題がある(DSS,1998,p.26)｡

(2)窮乏する年金生革者への対応

第二に､低所得高齢者の老後の生活保障が十分でないことがあげられる｡ 基礎年金につ

いて満額給付を受けるには､男性は44年間､女性は39年間､保険料を納める必要があるが､

納付期間が短いために基礎年金だけでは十分な所得保障を得られない人もいる｡98年時点

では､男性年金生活者の14%､女性の51%が満額の基礎年金を受けていない(DSS,1998,

p.17)｡また､報酬比例年金は､現役時代の所得に応じて給付水準が定まるため､現役時代

に低所得であれば､それに応じて給付水準も減少する｡

実際の年金生活者の生活状況をみると､年金生活者の中で平均所得の半分以下で生活す

る貧困世帯に属する者が2割強を占めている(DSS,2001,p.88)｡また､英国の仝年金生活者

の4分の1は､所得扶助(IncomeSupport)を請求できる資格があるといわれているが､資
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格はあっても請求しない人々が有資格年金生活者のうち21-32%いる｡非年金生活者にお

ける同割合は13-17%となっており､年金生活者には所得扶助を請求する資格があっても､

請求していない人々の割合が高い(IFS,1999, P.22)｡この要因として､生活保護の受給に

抵抗感をもっていることや､同制度を知らないでいること､申請が実際よりも複雑で難し

いと考えていること､といった点があげられている (DSS,1998,p.35)｡このように､英国

政府は窮乏する年金生活者への対応も求められていた｡

5.ブレア政権の公的年金改革の内容

(1)年金改革の全体像

このような問題を背景として､英国政府は､1998年12月に 『福祉に対する新しい契約一

一 年金におけるパートナーシップ』(DSS,1998)という政策提案書 (グリーンペーパー)

を発表し､改革を進めてきた｡ブレア政権の公的年金制度に対する基本的な考え方は､｢老

後の備えを自力で行える者は､自分でなすべきだ｣という点にある (DSS,1998,p.3)｡すな

わち､最低限の生活保障としての基礎年金は現状のままとするが､報酬比例年金について

は､自力で老後を備えられない低所得者に向けられるべきだとする｡ 他方､自力で老後に

備えられる中 ･高所得者層は私的年金に加入すべきだと考えている｡具体的な改革の内容

として､以下の三つのポイントがあげられる (図表4-5)｡

図表4-5 英国の年金制度改革の概略

<基本的な枠組み> <私的年金に加入し､報酬比例年金の適用除外等>

現

状

〓日日

改

革

後 基礎年金

(資料)DSS1998などを参考に作成
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(2)最低所得保証

第一に､著しく貧しい年金生活者を救済することを目的に､99年4月より ｢最低所得保

証(MinimumlncomeGuarantee)｣が設置された点である｡ これは年金生活者を対象にした

所得扶助制度 (IncomeSupport)であり､給付水準を高めに設定したことと､資力調査の

要件を緩和 して､貧しい年金生活者が受給しやすくした点に特徴がある｡

具体的には､単身年金生活者 (65-75歳)に週75.00ポンド､夫婦世帯 (同)では週116.60

ポンドを保証しており､これよりも低い所得の年金生活者に､不足分が支給される｡ 年齢

階層によって保証される水準は異なり､75-79歳(単身77.30ポンド､夫婦:119.85ポンド)､

80歳以上 (単身 :82.25ポンド､夫婦 :125.30ポンド)となる (99年当時)｡ この水準は賃

金スライドで改定する｡ また､最低所得保証を受けるには､貯蓄が1万2千ポンド以下で

あることが必要である｡

ちなみに､所得扶助制度の保証水準は､単身者週71.95ポンド､夫婦世帯週111.65ポンド

であり､最低所得保証よりも低い水準になっている (99年時点)｡また､貯蓄制限も8千ポ

ンド以下となっている｡

さらに2003年10月から､｢年金クレジット｣が導入され､最低所得保障制度を代替する予

定である｡年金クレジットも最低所得保証と同様に一定額の所得水準を保証しており､そ

の水準(2003年時点)は､60歳以上の単身高齢者では週102.10ポンド､夫婦世帯では週155.80

ポンドとなる (DWP,2002,p.20)

そして年金クレジットの特徴は､最低所得保証の貯蓄制限を撤廃するばかりか､貯蓄す

ればその分給付が増えるようにして人々に貯蓄インセンティブを与える点である｡ 具体的

には､6千ポンド以上の貯蓄額について､500ポンドごとに週1ポンド支給する｡ 例えば貯

蓄が8千ポンドあれば､週4ポンドの支給が上乗せされていく｡ これまで最低所得保証で

は､1万2千ポンド以上の貯蓄があれば給付を受けられなかったが､年金クレジットでは

貯蓄をすればその分支給額が増えるので､低所得者層の貯蓄インセンティブを高めること

ができる｡

(3)国営第二年金

第二に､報酬比例年金を廃止して､｢国営第二年金(StateSecondPension)｣を創設する

点である｡ これによって､低所得者の給付水準を向上させる一方で､中所得者層には私的

年金への加入を促 していく｡
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具体的には､第一段階として2002年4月から低所得者 (年収9千ポンド以下)への支給

率を現行の20%から40%へ倍増させると共に､低所得者救済の観点から､低所得者は年収

9千ポンドあったものとみなす｡つまり､低所得者層は定額給付となり､その水準も引き

上げられる｡他方､中所得者層 (年収9千～1万8,500ポンド)の支給率は10%へと半減さ

せる (DSS,1998,p.45)｡なお､年収18,500ポンド以上の高所得者層への給付は､現行の20%

のままとする｡

また､従来の報酬比例年金では､子育てや長期療養者や身体障害者への介護のために働

けない人々は､所得がないために報酬比例年金に加入できなかった｡しかし､国営第二年

金では､一定の要件を満たす子育て･介護従事者も9,500ポンドの所得があったとみなして

同給付を受給できるようにした｡所得のない介護や育児従事者に､公的年金の二階建て部

分の受給権を拡大するのは初めてのことであり6)､約200万人の女性が恩恵を受けるとみら

れている (DWP,2003,p.115)｡

そして2007年からは第二段階として､低所得者層の定額給付の水準を中 ･高所得者層に

も適用する｡ これによって､中 ･高所得者層の給付水準は低下し､中 ･高所得者層は私的

年金に加入するインセンティブをもつ (DSS,1998,pp.40-41)｡

(4)ステークホルダー年金

しかし私的年金は先にみたように使い勝手が悪い｡そこで第三のポイントとして､2001

年4月から ｢ステークホルダー年金｣という低コス トで安全性が高く､かつ柔軟な新型私

的年金を設置した｡それでは､ステークホルダー年金とは､どのような年金なのか｡

同年金の目的は､企業年金のもつ ｢経済性｣｢安全性｣という長所と､個人年金のもつ ｢柔

軟性｣を組み合わせて､使い勝手のよい私的年金を創設することにある｡ そのために､政

府が年金の枠組みや最低基準を設定し､実際の運営は民間部門が担う｡いわば民間部門は､

政府の定めた枠組みや最低基準を充たした年金を､｢ステークホルダー年金｣というラベル

で､政府のお墨付きを得た年金として販売することができる｡

ただし｢政府のお墨付き｣といっても､政府は枠組みの設定などに関与するのであって､

運用リスクを負うわけではない｡ステークホルダー年金は､あくまで ｢確定拠出年金｣で

6)基本年金については､1978年のHRP (HomeResponsibilitiesProtection)の制定によって､一定
基準をみたす子育てや育児に従事してきた者には､基礎年金給付の ｢有資格年｣を減少させて､基礎年

金の給付を受けやすくしている (DWP,2003,p.110)｡
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あり､運用の失敗は加入者の自己責任となる｡

同年金-の加入は､事業主が予め選定したスキームに従業員が加入する場合と､一般個

人が金融機関の提供するスキームに加入する場合がある｡ どちらの場合も任意加入となっ

ている｡ なお､事業主が選定したスキームであっても､事業主が保険料を負担する義務は

ない｡ただし､事業主が任意で拠出することは可能となっている｡

同年金の加入者は､掛け金を個人勘定のファンドに積み立てて､退職時 (50-75歳の間)

にこれを財源として民間の終身年金を購入することを義務付けている｡ ただし､積立金の

25%までは非課税の一時金として受け取ることができる (Blake,2001,p.8)｡なお､ステー

クホルダー年金を用いて報酬比例年金の適用除外も認められている｡

それでは､具体的にどのような仕組みで ｢経済性｣｢安全性｣｢柔軟性｣という点に優れ

た年金となるのか｡以下考察していこう｡

経済性

経済性は､政府が年金を販売するプロバイダーの手数料 (charge)に､上限を規定する

ことで図られる｡ これまでは多くの保険会社が､ファンドの2-5%の年間手数料を徴収

してきたが (FinancialTimes.,22ndApril,1999)､ステークホルダー年金では手数料の上

限を1%に設定する｡

また､企業年金をもたない事業主 (従業員5人以上)に対して､ステークホルダー年金

に関する情報提供を行って､被用者が加入を希望した場合､保険料を給与天引きして保険

会社に支払う等の協力を義務づける｡ これによって加入者募集コス ト､保険料徴収コス ト

などを抑制できる｡さらに同年金のスキームを単純化することにより､人々のアドバイス

コス トを削減できる｡

安全性

安全性は､加入者から資産管理の委託を受けた受託者(trustee)が､年金ファンドの運用

を監視することで確保される｡ トラステイは､企業年金において有効に活用されている制度

であり､加入者や年金運用経験をもつ人などから構成される｡そして加入者の代表として､

金融機関の資産運用状況を審査し､必要ならば運用を行なう金融機関を変更していく｡ この

ため､個人年金で形骸化していた審査機能が高まるとみられている (DSS,1998,pp.54-55)｡

またプロバイダーには､少なくとも年1回､運用実績などを加入者へ報告することが義
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務づけられている｡

柔軟性

ステークホルダー年金には､学生や主婦であっても個人資格で加入できる｡ そして既存

の個人年金の保険料が高すぎて加入が難しいという批判を受けて､最低保険料を月額20ポ

ンドと規定している｡加入者は月額最低20ポンドの保険料を拠出すれば同年金に加入でき､

プロバイダーは拒絶することができない(Johnson,2000,pp.10-ll)0

また､失業等により一時的に保険料を納付できない期間があっても､それにペナルティ

を課すことは禁止されている｡ さらに､ステークホルダー年金のファンドを他のスキーム

に移しても､それに対 して中途解約金を課すことも禁止されている(DSS,1998,pp.53-54)0

6.年金制度改革後に指摘された課題

ブレア政権の年金制度改革が実施に移されてから数年しか経ていないので､その成否を

論じる段階にはないが､窮乏している年金生活者への支援強化という点では一定の成果を

あげているようだ｡しかし､以下のような課題が指摘されている｡

第一に､中所得者層を中心に自主的に私的年金に加入する動きがまだまだ弱い点である｡

この点､ステークホルダー年金の導入後の状況をみると､2001年4月から2002年9月末ま

でに115万件の契約が締結された(AB‥,2002a,p.4)｡購入者の多 くは年収3万ポンド(約540

万円)以下の中所得者層であり､特に政府がターゲットとしていた年収1万-2万ポンド

(180万円-360万円)の所得階層の人々は購入者全体の40%を占めている｡また､手数料

を1%以下に制限したステークホルダー年金の影響によって､他の商品の手数料も低下傾

向にあると指摘されており､政府は一定の評価をしている (DWP,2002,p.83)0

しかし他方で､ステークホルダー年金の加入者は､既存の年金スキームから移った人が

多く､新規の加入者は少ないことが指摘されている｡例えば保険料ベースでみると､ステ

ークホルダー年金の保険料収入の650/Oは他の年金制度からの移転であるという(AB‥,2002a,

p.4)｡2002年半ば以降､契約締結件数が急速に落ち込んでいることもあって､ステークホ

ルダー年金の普及については懸念する向きもある｡

ステークホルダー年金の導入後の状況については上記のように評価が分かれるが､依然

として､中所得層を中心に老後への備えが十分でないという状況は変わっていない｡英国

保険協会の2001年の調査によれば､人々が快適な老後生活を送るのに必要な貯蓄額と､実
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際の貯蓄額を比較すると､一世帯あたり毎年1,400ポンド (25万2千円)､英国全体で毎年

270億ポンド (約4兆8千億円)の貯蓄不足が生じているという(AB‥,2002b,p.13)｡

特に､年収1万ポンドから2万2千ポンド (約180万円～400万円)の所得階層は､その

40%しか私的年金に加入していない｡労働年金省は､年収1万5千ポンド(約270万円)の

人が2050年に高齢者になった場合､国家からの年金支給額だけでは､貧困ラインである平

均所得の半分以下を割り込んでしまうと推計している (D肝,2002,p.153)｡政府は､引き

続き私的年金への加入を人々に促していく必要があると考えている｡

第二に､2001年以降の株式市場の低迷等から､企業年金への懸念が高まっている点であ

る｡ 英国最大の年金コンサルティング会社ワトソン･ワイヤット社の推計によれば､2002

年末の英国の企業年金積立不足額は､約650億ポンド(約11兆7千億円)にものぼる(Watson

Wyatt,2003)｡不況下で企業業績は悪化しており､企業の企業年金維持コストは高まって

いる｡

このような中で､企業は確定給付企業年金を確定拠出年金にシフトする動きを強めてい

る｡ 具体的には､1991年には560万人いた確定給付年金加入者が､2001年には380万人に減

少している(TUC,2002,p.2)｡また､新入社員に対して確定給付年金への加入を停止する

動きもみられる｡2003年4月に年金基金全国協会(NAPF)が行った調査によれば､新入社員

に対して確定給付年金を提供する企業はわずか19%にとどまり､51%の企業は確定拠出年

金を提供するという(NAPF,2003)｡

株式市場が低迷する中で､確定給付企業年金の停止は､個人のリスク負担を高めている｡

英国労働組合会議は､｢企業経営者には従業員の老後生活を手助けする責任があるのに､社

会契約が脅威にさらされている｣として批判している (TUC,2002,p.2)｡また新聞報道に

おいても､｢企業年金が過去30年間で最大の危機を迎えている｣といった指摘がなされてい

る (TheTl'mes,1st Jam.2003)0

7.ブレア政権の更なる年金改革案

このような問題点が指摘される中で､英国雇用年金省は､2002年12月17日に年金改革案

の第二弾として 『簡潔､安全､そして選択 :老後の就労と貯蓄』という政策提案書を発表

した (DWP,2002)｡この提案書では､以下の四点を中心に提案をしている｡

第一に､人々が老後生活について十分な情報を得られる環境を整備して､私的年金の加

入などについて適切な選択ができるように支援する｡例えば､事業主や金融機関の協力を
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得ながら､人々に公的年金と私的年金を合わせた年金受給見込額について定期的に情報提

供することや､電話やウェブを通じて年金受給見込額を得られる仕組みが考えられている｡

また､年金制度をわかりにくくしている一つの要因は､複雑な年金税制にあるとして､八

つに分かれている年金税制を一つにすることが提案されている｡

第二に､企業年金について事業主の負担軽減と､加入者の受給権保護の強化である｡ ま

ず事業主の負担軽減については､企業年金に関する最低積立基準の緩和や､公的年金の適

用除外を受けるための要件緩和などが提案されている｡

他方､加入者の受給権保護については､新しい規制監督機関を設置することや､企業年

金の廃止やスキーム変更の際には事業主と加入者との話し合いを義務付けることなどが提

案されている｡ また､事業主の支払不能によって解散する場合に､加入者を保護するため

の保険制度等を導入することや､年金受給者と現役の年金制度加入者の受給権保護を公平

なものとすることも提案されている｡

第三に､高齢者の就労期間の延長である｡ 具体的には2006年12月までに､年齢を理由と

する強制退職を違法とすることや､企業年金をもらいつづけながら就労の継続を可能にす

ることなどが提案されている｡

なお､公的年金の支給開始年齢の引上げについても議論があったが､同提案書では､65

歳のまま据え置くことが提案されている｡

第四に､金融サービス業者が､人々の家計 ･資産状況などについて積極的にアドバイス

をしていくように働きかけていくことや､ステークホルダー年金の運用について規制緩和

をしていくことなどが提案されている｡

こうした改革によって､公的年金から私的年金へのシフトを一層進め､今後50年間にわ

たって公的年金支出 (対GDP比)を5%程度に安定的に推移できると政府はいう｡ そし

て現行では公的年金と私的年金の支出割合は､6対4となっているが､2050年には4割が

公的年金､6割が私的年金になると予測している (DSS,1998,p.103)｡

なお､上記改革によっても私的年金加入者が増加しない場合には､人々に貯蓄を強制し

ていくことも検討すると指摘されている (DWP,2002,p.31)｡

8.日本への示唆

以上のように､英国では､80年代から公的年金をスリム化して私的年金で拡充する方策

が採られてきた｡この結果､将来的に年金財政が安定的に推移することが予測され､諸外
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国と比べて恵まれた状況にある｡ 世代間格差も､諸外国ほどには問題になっていない｡

しかし､公的年金のスリム化に伴ってさまざまな課題が顕在化している｡ 日本も､今後､

公的年金のスリム化に向かう可能性が高いが､英国の年金制度改革は以下の点を示唆して

いると考えられる｡

第一に､英国は公的年金をスリム化させてきたが､積立金を市場で運用する私的年金の

比重を高めることは､個人のリスクを高め老後生活の安定が脅かされる面がある｡ 英国で

は､2001年以降の株式市場の低迷によって､企業年金の積立不足が顕在化している｡また､

企業年金は､確定給付年金から確定拠出年金にシフトしており､個人のリスクが高まって

いる｡ この点､ブレア政権では､加入者の受給権の保護を強化するなどの対策を採ろうと

しているが､私的年金の限界も考慮した上で､公的年金をどの程度スリム化させるのが適

切かという視点が重要であろう｡

第二に､既存の私的年金のもつ不都合性などから､私的年金への人々の加入が広がらな

い点である｡この点､ブレア政権では､私的年金の使い勝手の悪さについて､政府が枠組

みを作 り､民間が運営するという新型私的年金 ｢ステークホルダー年金｣を創設した｡日

本でも､公的年金のスリム化に合わせて､既存の企業年金や個人年金の問題点を改善して

いく必要があろう｡

第三に､公的年金の給付水準が低い中では､私的年金に自主的に加入することが望まれる

が､自主性に任せていただけでは加入者はなかなか増加していかない点である｡この点､英

国では､定期的に公的年金と私的年金を合わせた年金受給見込額について情報提供すること

などによって､人々の加入を促す方針である｡しかしこういった方策をとっても､私的年金

への加入が増加しない場合には､強制貯蓄を課すことも視野に入れている｡

第四に､公的年金の給付水準が低い中で､低所得高齢者に向けた所得扶助制度の役割が

重要になる点である｡ 英国では､高齢者向けの特別の所得扶助制度として､99年から ｢最

低所得保証｣を創設し､2003年には ｢年金クレジット｣によって代替される｡従来の所得

扶助制度と比較して､給付水準を高めに設定すると共に､資力調査の要件を緩和して､貯

蓄に応じて給付が増える仕組みも取 り入れられている｡

以上のように､ブレア政権の年金制度改革の取り組みは､公的年金と私的年金の役割分

担をベースに､いかにして安定した老後生活を保障していくかという点にある｡今後､日

本でも公的年金のスリム化が進んでいかざるを得ないが､その際にどのような対応をすべ

きか､英国の年金改革が示唆することは大きいと考えられる｡
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第5章 アメリカの年金改革

国立社会保障 ･人口問題研究所

社会保障応用分析研究部第1室長

金 子 能 宏

1.はじめに

アメリカの年金制度は､1935年の社会保障法(SocialSecurityAct)の制定に基づく歴史

のある年金制度である｡ このようなアメリカの年金制度の改革は､アメリカの大統領制度

と経済環境との影響を受けながら展開してきた｡

まず､1939年に始まった大恐慌による失業者と退職者の急増が原因となって､それまで普

及してきた企業年金は倒産によって給付がなくなる問題が生じたため､この間題を解決し､

アメリカ市民の引退後の所得保障をより確実にする必要性を認めたルーズベルト大統領が､

公的年金のあり方を含めた経済政策の新しい体系について経済保障委員会に諮問した｡その

報告に基づいて､1935年に社会保障法 (theSocialSecurityAct)が成立した｡その後､

アメリカ経済が回復し､第2次世界大戦後の経済成長に伴い､給付水準の改訂が行われた｡

しかし､ベ トナム戦争の戟費増大による財政赤字と､日本やNEEDS諸国の経済成長による輸

出攻勢による経常収支赤字が重なって､アメリカの通貨価値が切り下げられた後に､第2次

石油ショックがあったため､1970年代末から1980年代始めにかけて､アメリカは景気後退と

インフレーションが同時に生じるスタグフレーションに見舞われた｡失業率が高まり被保険

者の拠出が伸び悩む一方､給付水準の改善のために物価スライド制が採られていたため､イ

ンフレにつれて年金給付支出が増大し､年金制度の収支が赤字化するという深刻な事態が生

じた｡そこで､レーガン大統領は､1981年12月にグリーンスパンを委員長とする社会保障改

革全国委員会 (NationalComisiononSocialSecurityReform)を設置して､拠出水準の

引き上げを含む年金財政再建に向けた改革を行った｡

1970年代後半から1980年代半ばまで､JapanasN血berOneと言われるような相対的なア

メリカ経済の停滞時期を乗り越えるために､レーガン政権が年金の拠出の引き上げ以外は

基本的に税負担を重くせず､設備投資に対する優遇税制を重視 したサプライ ･サイドに立

つ経済改革を行い､つづくカーター政権とブッシュ政権は規制緩和による企業活動の活性

化を図る経済政策を実施した｡その結果とIT化の波が重なり､クリントン政権になるとア

-79-



メリカ経済は持続的な経済成長を続けることになり､株価上昇の影響を受けた確定拠出企

業年金の普及や税収の伸びによる財政収支黒字､社会保障積立金の黒字化など､年金制度

の安定化にとって好ましい経済環境が整った｡そこで､クリントン大統領は､1994-1996

年社会保障審議会およびその専門委員会を設置して､21世紀の高齢社会に対応した年金改

革案について検討し､1997年1加 こその結果を公表した｡それは､年金財政を賦課方式の

まま維持して将来の社会保障税率の上昇をできる限り小さくするために年金給付の水準を

抑制する案と､賦課方式年金の上に政府が運用する確定拠出 ･積立方式の個人年金勘定を

加える案､及び賦課方式年金を縮小して定額年金とする代わりに個人が運用する確定拠

出 ･積立方式の個人年金勘定を設ける2階建て案の三つである｡

このような改革案を示した民主党のクリントン政権の後､政権が共和党のブッシュ政権

に変わったため､この三つの年金改革案が今日そのまま引き継がれているわけではない｡

しかし､この改革案のうち公的年金に個人勘定を設ける改革案を柱とする年金改革案はブ

ッシュ政権においても引き続き検討されている｡

エンロン事件を契機にアメリカの株価が低下し始め､株式投資も資産選択対象となる企

業年金の拡大にかげりが見え始める中､年金制度への関心は再び高まっている｡ ブッシュ

政権は､2001年9月11日以来､テロとの闘いのために政権が財政支出を機動的に行うこと

を国民に理解を求めたものの､アメリカ社会の高齢化は着実に進んでいる (図表5-1)｡

したがって､アメリカにおいても年金改革は､再び重要な政策課題になると考えられる｡

本章は､このような問題意識から､アメリカの年金制度を概観した後に､大統領主導によ

る年金改革の特徴を見るために､レーガン大統領とクリントン大統領の年金改革を概観す

る｡ そして､ブッシュ政権の今日の年金改革-の取り組みを概観した後に､わが国への示

唆について考察する｡

図表5-1 アメリカの将来推計人口と高齢化率の推移

年 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2030 2040 2050 2060

総人口 27635 29102 30490 31814 33074 34265 36280 37780 38941 40022

65歳以上人口 3457 3587 3715 4037 4661 5430 7049 7736 8180 8795

高齢化率(%) 0.125 0.123 0.122 0.127 0.141 0.158 0.194 0.205 0.210 0.220

注:総人口と64歳以上人口の単位は万人｡社会保障庁(ssÅ)の中位推計による値｡

出所 SocialSecurityAdministration(SsÅ),TrusteesReport2003,TableVA-2より筆者作成
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2.アメリカの年金制度

(1)年金制度の概要

アメリカの公的年金制度は､1935年に制定された社会保障法 (SocialSecurityAct)に

基づく老齢 ･遺族 ･障害年金保険(Old-Age,Survivors,andDisabilitylnsurance:OASDI)

と､公務員や鉄道員に対する特別な制度から構成されている｡OASDIは単に社会保障(Social

Security)とも呼ばれ､勤労者､自営業者が適用対象者となる一般的な制度である｡2001

年現在､OASDIの適用対象者数 (適用収入を得て社会保障税を収める者の数)は15,950万人

(雇用者14,480万人+自営業者1,470万人)である｡適用収入の把握が1年かかるため適用

対象者数は2001年までであるが､2002年の被保険者数は18,990万人である｡ 2001年の社会

保障税収入総額は4,415億 ドルに上る｡ また､2001年の年金受給者数は4,588万人､年金給

付総額は4,319億 ドル (老齢 ･遺族年金3,723億 ドル+障害年金596億 ドル)に達している｡

図表5-2はOASDIの適用対象者数､被保険者数社会保障税収､給付総額の推移を､図表5

-3は受給者数の推移を示している｡

図表5-20ASDlの適用対象者数､被保険者数､社会保障税収､給付総額 の推移 (男女計 )

適用対象者数 被保険者数 社会保障 給付総額
暦年 賃金 ･給与 自営 老齢 ･遺族 障害 税収 老齢 ･遺族 障害
所得者 業者 年金 年金 年金 年金

1960 6,698 687
1965 7,543 655
1970 8,818 627
1975 9,490 700
1980 10,720 820
1985 11,310 1,060
1990 12,610 1,250
1995 13,300 1,350
1996 13,560 1,390
1997 13,770 1,410
1998 14,040 1,430
1999 14,270 1,460
2000 14,490 1,470
2001 14,480 1,470
2002

8,440 4,850
9,480 5,500
10,830 7,450
12,310 8,530
14,040 10,030
15,090 10,960
16,400 12,010
17,320 12,840
17,530 13,090
17,780 13,338
18,020 13,363
18,270 13,386
18,510 14,080
18,750 14,300
18,′990 14,520
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出所 SocialSecurityAdministration(2002)AnnualStatisticalSupplement2002
Table4.B.,Table4.C.より作成｡

注1:適用対象者数､被保険者数の単位は万人 (千人以下は四捨五入による 表記)｡
注2:社会保障税収､給付総額の単位は億ドル (千億ドル以下は四捨五入に よる表記)｡
注3:老齢年金､障害年金､被扶養者年金､遺族年金の合計が総受給者数と一 致しない部分は､
経過的年金の適用対象者数である｡障害年金の被保険者数は､心身障害が生じて障害要件の認
定を受けた場合に障害年金の完全被保険資格を満たす適用対象者数である｡こ の被保険者数は ､
実際に障害を持っている者の数ではない｡
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図表5-3 0ASDIの受給者数の推移(男女計､万人)

暦年 総 受 給 老齢 障害 被扶華者年金 遺族年金
者数 年金 年金 配偶者 子供 子を持つ 子を持た
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資料出所 SocialSecurityAdmi血stration(2002)AnnualStatisticalSupplement2002
Table5.A4.より作成｡

OASDIの適用対象者は､有償の仕事についている被用者または一定以上の収入を得ている

自営業者で､社会保障事務所において社会保障番号を取得して社会保障税 (PayRol1Tax)

を収める者である｡その税率は1990年以降15.3%であり､被用者の場合には労使それぞれ

7.65%の税率が適用され､自営業者に対しては営業収入から必要経費を除いた純収入に

15.3%の税率が適用される｡ 社会保障税率は､1981年のレーガン大統領による年金改革の

時など引き上げられたことがあるが､1990年以降､15.3%に据え置かれていることは､わ

が国やヨーロッパ諸国の年金保険料率の推移と異なる点である｡

老齢 ･遺族 ･障害年金 (OASDI)の適用対象者(coverdworkers)は､原則としてアメリカ

に居住し有償の仕事についている者であり､民間企業の使用者､被用者､年収400ドル以上

の自営業者が強制適用者となっている｡OASDIの適用を受けるために､有償の仕事についた

者は社会保障事務所を通じて社会保障番号 (9桁の番号)を請求しこれを取得しなければ

ならない｡OASDIの適用対象者は､受給資格要件を満たした場合には､62歳以降申請に基づ

いて老齢年金 (Old-AgeInsurance)の給付を受けることができる｡ 満額年金を受け取るこ

とのできる支給開始年齢は65歳であり､62歳から64歳までの間に老齢年金を受け取る場合

には年金額が減額され､65歳以降もこの減額年金が支給される｡一方､66歳以上70歳未満
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の間まで老齢年金の支給を繰り延べると､増額された年金を受け取ることができる｡ 老齢

年金の受給者数は､2001年12月現在､2,884万人であり (図表5-3)､老齢年金の給付総

額は2,887億 ドル､一人当たり平均給付月額は874ドルである｡ 老齢年金の受給者に被扶養

配偶者がいる場合には､その配偶者に老齢年金給付の50%相当額が支給される｡ 老齢年金

受給者の被扶養児童に対しても老齢年金保険給付の50%が支給される｡ さらに､老齢年金

受給者の配偶者または被扶養児童が遺族となった場合には､遺族年金が支給される｡ 遺族

年金の受給者数は681万6千人 (2001年12月､図表5-3)であり (図表5-3)､遺族年

金の給付総額は836億 ドルであり､遺族となった配偶者の平均給付月額は798ドルである｡

老齢年金の被保険者が障害者となり有償の仕事ができなくなった場合または21歳以上の

障害者で一定の要件を満たす場合には､障害年金が支給される｡ 障害年金は､障害年金受

給者に相当するかどうかの認定を受けた時点から給付が支給され､障害年金の受給者本人

が死亡した場合にはその配偶者と被扶養児童に遺族年金が支給される｡ 障害年金の受給者

数は527万人 (2001年12月､図表5-3)であり､障害年金の給付総額は596億 ドル (図表

5-2)､平均給付額は814ドルである｡老齢年金､遺族年金､障害年金の給付はいずれも

物価スライド制によって毎年引き上げられる｡

このような基本的な構造を持つアメリカの年金制度のうち､以下､老齢年金､遺族年金､

障害年金それぞれについて､及びこれらを支える年金財政について述べる｡

(2)老齢年金(O一d-AgeInsurance)

受給要件

老齢年金は､完全被保険資格を持つ者が62歳以降年金の受給を申請しその給付決定が行

われ場合に支給される｡ 満額年金の支給開始年齢は65歳であり､62歳から64歳までの間に

受給し始めた場合には一定の減額率をかけた年金 (減額年金)が生涯にわたって給付され

る｡一方､支給開始を65歳以降に繰下げた場合には65歳時点の年金額に一定の増額率をか

けた年金が支給される｡老齢年金の申請手続きは､繰上げ受給しない場合は3ケ月前から

できる｡繰上げ受給の場合は申請時から､また65歳以後繰下げ受給する時は申請月の6ケ

月前に遡って老齢年金を受給することができる｡

老齢年金の完全被保険資格は､1950年以後または21歳から62歳に達するまでの間に毎年

社会保障点数 (SocialSecurityCredits)を少なくとも1点取得し､受給申請する以前に

社会保障点数を40点取得することによって得られる｡社会保障点数は､OASDIの適用対象期

-83-



間中の四半期毎に基準所得額 (1993年以降､590ドル)以上の稼得所得を得ていた場合に1

点が与えられる点数であり､適用対象期間中の合計が受給要件を決める社会保障点数とな

る｡ 稼得所得は､被雇者については賃金等を､自営業者については純収入を意味する｡

給付額

老齢年金の給付額は､スライド済平均月収 (averageindexedmonthlyearnings:AIME)

または平均月収 (averagemonthlyearnings:AIME)に基づいて算定される基本年金額

(primaryinsuranceamount:P‥A)である｡AI肥は､21歳到達の翌年 (1950年以前に21歳

に達した者については1951年)から62歳到達までの算定期間中におけるOASDI適用者の収入

を再評価した値のうち最も低い5年分を除いた合計額を､算定期間で割った値である｡AME

は1979年以前に完全被保険資格を得て年金を受給する者に適用され､それはOASDIの適用者

の算定期間中の収入のうち最も低い5年間分を除いた合計額を算定期間で割った値である｡

算定期間は有償の仕事についていた期間から､所得の低い5年間を除いた期間(上限は40

午-5年-35年)､または上記の期間からその他の除外期間を差し引いた期間である｡

基本年金額(P‥A)は､こうして求めたAIMEを､

(AIMEの最初の592ドルまでの90%)+ (592ドルを超えて3,567ドルまでのAIMEの32%)

+(3,567ドルを超えるAIMEの15%),

という算定式に当てはめて決められる額である｡ 1979年以前に完全被保険資格を得た者に

はA肥を用いてPIAを計算する1978年社会保障法改正項目が適用される｡ 基本年金額を求め

る際に用いる592ドル､3,567ドルなどの基準収入額は､インフレなどにより毎年平均年収

が変動しても､平均年収に対する平均基本年金額の所得代替率が概ね45%に維持されるよ

うに改定される｡ 実際､90年代においては老齢年金の所得代替率は42.5%ないし43.5%で

推移した｡

AI肥の算定式では､退職前の月収が高いほどまた適用期間が長く収入合計額が多くなる

ほどAIMEが増加する｡ 一方､PIAの算定式では､AIMEの低い収入区分ほど年金額を求める乗

率が大きいので､低収入であった者ほど退職前の収入に対する年金額の代替率が高くなり､

公的年金の内部収益率が大きくなる｡実際､年金審議会･専門委員会 (AdvisoryCouncilof

SocialSecurity(1997))の推計によれば､1930年生まれの適用収入上限を得ている者､

高所得階級の者､中所得階級の者および低所得階級の者の内部収益率は､それぞれ1.5､2､

2.4､3.4である｡ 公的年金の内部収益率が1以上であることは､AI肥の算定式が人々に老
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齢年金に加入し続ける誘引を与えていることを意味し､内部収益率が低所得者ほど大きい

ことは､PIAの算定式が老齢年金の所得再分配機能を発揮していることを示唆している｡

以上の算定式で決まる給付額は､65歳で受給し始める場合の給付額であるが､老齢年金

には繰上げ支給と繰り下げ支給がある｡ また､老齢年金の受給者本人に年金以外の収入が

ある場合には､年金給付額に対して所得制限(earnigstest)が課せられる｡所得制限に満

たない受給者と70歳以上の受給者には､年金以外に収入があっても満額の年金が支給され

る｡ただし､年金を受給した最初の年だけ､月収が月額控除以下であれば､その月だけ満

額の年金が支給される月収制限(monthlytest)という特別な規則がある (これらの詳細に

ついては金子 (2001)を参照)｡

配偶者年金

老齢年金受給者の被扶養配偶者に対しては､配偶者年金(Spouse'slnsuranceBenefit)

が支給される｡ その額は､65歳受給開始の場合､退職者の基本年金額の50%である｡ したが

って､被扶養配偶者を持つ退職者夫婦の年金額は老齢年金と合わせて基本年金額の150%に

なる｡ 離別配偶者に対しても､基本年金額の50%が支給される｡ 配偶者が65歳未満で繰上

げ受給する場合には､1ケ月につき25/36%減額される｡ ただし､16歳未満の扶養児童また

は障害児をもつ場合には､配偶者が繰上げ受給をしても減額されない｡退職者の被扶養者

となる子､孫に対する年金額は､各人に対し基本年金額の50%である｡ こうした被扶養者

に対する年金にも､所得制限及び月収制限が被扶養者自身の収入に基づいて適用される｡

家族給付上限

退職者本人と被扶養者の年金額の合計額が過大にならないように､家族給付上限

(maximumfamilybenefit:MFB)が設けられている｡2002年の家族給付上限額は､

(PIAの最初の774ドルの150%)+(PIAの次の272ドルの272%)

+(PIAのその次の134ドルの134%)+(PIAの1,458ドルを超える額の175%),

とされる (SocialSecurityA血inistration(2003C))｡退職者が老齢年金を受給する家族

で､扶養者年金などを合わせた家族の年金額が子の家族給付上限を超える場合は､被扶養

者年金は比例按分で減額される｡ただし､離別配偶者に対する年金は減額されない｡
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(3)遺族年金

受給要件

遺族年金(SurvivorsInsurance)は､完全被保険資格を持った者が死亡した場合に､60

歳以上の遺族配偶者に支給される｡完全被保険資格は老齢年金で述べたものであるが､被

保険者が完全被保険者になる前に死亡した場合でも､被保険者が死亡直前の13四半期のう

ち基準収入以上の収入を少なくとも6四半期得て､社会保障点数を6点以上取得していれば

直近被保険資格が認められ､その遺族配偶者に遺族年金が支給される｡ 遺族年金が受給で

きる者の範囲は､被保険者が完全被保険資格を有していた場合と直近被保険資格しか有し

ていなかった場合とで異なる｡ 前者の場合には､死亡者の配偶者､子､離別配偶者等であ

るのに対して､後者の場合には被扶養児童を持つ死亡者の配偶者または死亡者の子に限ら

れる｡ 遺族年金が受けられる被保険者の子は､未婚でありかつ17歳以下 (学生の場合には

19歳未満)でなければならないが､21歳以前に障害者となった子については障害が継続す

る限り遺族年金の受給対象となる｡

給付額

遺族となった配偶者については､婚姻期間が9ケ月 (事故死の場合には3ケ月)以上の

者について､65歳から基本年金額が100%支給される｡死亡者が65歳以上で増額年金を受給

していた場合には､その分が基本年金額に加算される｡ また､遺族配偶者は60歳 (障害を

持つ場合には50歳)から減額年金を受給することができる(減額率は1ケ月に月19/40%)0

死亡者が減額年金を受給していた場合には､配偶者の遺族年金額はその額か基本年金額の

82.5%かいずれか高い方の額とされる｡同一生計にあった配偶者には255ドルの死亡一時金

も支給される｡ 16歳未満の被扶養児童または障害児をもつ寡婦 (寡夫)であって老齢年金

受給資格を持たない者には､婚姻期間と年齢に関する制限なしに基本年金額の3/4の年金が

支給される｡婚姻期間が10年以上の離別配偶者については､65歳から満額年金が､60歳か

ら減額年金が支給される｡婚姻期間が10年未満の離別配偶者であっても､15歳以下の子供

または障害のある子を育てている場合には年齢に拘わらず遺族年金が支給される｡

遺族年金にも､老齢年金と同様に､家族給付上限､所得制限､および月収制限がある｡
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(4)障害年金

受給要件

障害年金(Disabilitylnsurance)は､適用対象者が障害被保険資格を持ち､かつ障害要

件を満たす場合に支給される｡ 障害被保険資格は､適用対象者が障害者となった時の直近

40四半期の間に少なくとも20点の社会保障点数を得ているか､または完全被保険資格を持

っていることである｡ ただし､31歳以前に障害者となった者の完全被保険資格には特例が

ある｡障害要件とは ｢死に至るかまたは12カ月以上継続すると思われる心身障害によって

実質的有償活動ができないこと｣と規定されているが､障害別の具体的な認定基準は社会

保障庁規則によって定められ､その認定は医師と障害認定専門家からなる州の障害認定チ

ームによって行われる｡

給付と支給停止

障害年金の給付は､65歳未満で上記の受給要件を満たした障害者に対して5カ月 (暦月)

間の待機期間を経た後に支給される｡障害者が65歳に達すれば､老齢給付に切 り替えられ

る｡ 障害があっても有償活動に復帰できれば､障害年金の給付は停止される｡ その場合で

も､障害のあった最後の月と次の2ケ月の合計3ケ月は調整期間として年金が支給される｡

しかし､定期的な審査によって実質的稼得活動ができると認められた場合､あるいは職業

リハビリテーションを理由なく拒否した場合には､障害年金の支給が停止される｡

(5)物価スライド

基本年金額が確定した後､受給者が毎年受け取る年金額は自動物価スライド制により物

価上昇率だけ引き上げられる｡ ただし､各年末の信託基金の資産準備率 (翌年の支出見込

み額に対する準備資産の割合)が20%を下回る場合は､物価上昇率または賃金上昇率のい

ずれか低い方でスライドされる｡ その後､資産準備率が32%以上に回復した場合には､こ

の率が32%を下回らないことを条件に､物価上昇に追いつくための年金額の引き上げが行

われる｡

(6)年金財政

OASDIの年金財政は､1939年社会保障法改正以来､賦課方式を原則としながらも､高齢化

による将来の支出増加に備えるために税収が支出を上回る分を積立てOASDIの信託基金が
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これを管理運用する修正積立方式である｡ 社会保障税収は内国歳入庁を通じて国庫に納付

された後に､OASDIの各信託基金に繰り入れられる｡ 税収を各信託基金に配分する割合は､

老齢保険税率､障害年金税率及びメディケアに当てる税率それぞれが社会保障税率に占め

る割合である｡ 信託基金それぞれの歳入歳出は財務省勘定として扱われる｡2002年の社会

保障 ･メディケア信託基金の歳入のうち老齢 ･遺族 ･障害年金 (OASDI)の信託基金の構成

比は､社会保障税収が85%､年金給付に対する課税からの税収が2%､信託基金積立金の

運用利子収入が13%であった (SocialSecurityA血inistration(2003b))｡老齢年金保険

の歳入は､預託された社会保障税収と前年度の老齢年金信託基金の積立金による資産運用

収入を合わせたものとなり､これによって毎年の老齢年金給付が賄われる｡ 障害年金保険

の歳入 ･歳出も同様であり､預託された社会保障税収と障害年金信託金の積立金運用収入

の合計が歳入となり､これによって障害年金給付が賄われる｡ 老齢年金信託基金と障害年

金信託基金の積立金は2001年末においてそれぞれ1兆715億 ドルと1,410億 ドル､合計 1兆

2,125億 ドルであり､全額国債によって運用される｡社会保障税を納める被保険者数は経済

の景気変動と労働市場の動向によって毎年変化し､受給者数も高齢化に伴って変化するの

で､信託理事会によって年金財政の将来推計が毎年行われ､結果が公表される｡ その目的

は､中位推計人口と現行の社会保障税率を用いて推計期間75年間の将来推計を行い､老齢

年金信託基金､障害年金信託基金､メディケア信託基金の単年度収支と積立金の推移と赤

字化の可能性を毎年検討することによって､年金改革の指針を提示することである｡

2003年の ｢OASDI信託基金の年金財政に関する報告｣によれば､2010年以降ベビー･プー

マが引退し始めるのでOASDIの受給者一人を支える適用対象者 (社会保障税を納める勤労

者)100人に対する受給者数の比率は､2005年の30人から2080年には56人へと増加する｡ 現

行の社会保障税率を維持した場合には納税者一人に対する受給者の数が増加するので､

OASDIの給付を賄うことが困難になる｡ 今日､信託基金の積立金が1兆2,125億 ドルあるに

もかかわらず､中位推計人口を用いた推計によれば (図表5-5の人口の中位推計に基づ

くケースⅡ)､2018年から単年度収支の赤字による積立金の取崩しが始まり､2045年には老

齢 ･遺族 ･障害年金の積立金が1年あたり年金給付総額を下回るほどまで低下すると予測

されている (SocialSecurityA血inistration(2003b))｡
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図表5-4 0ASDlの財政状況 (2002年) (単位億 ドル)

図表5-5 年金財政の将来推計 (年金給付総額に対する積立金残高の割合)

L〟"i〟"{〟"

ilLA-'~~~-I+-1I.～ ～ーN-､1~~ー~~ー~~ー1～

JuA.也.__..･.U

,N‡主._̀
.事t～̀
.I～tt≠

FC

"""Ii〟I～㍗")"""""〟L"--"I～"～L""-iIi""

.日.....-叫_.J..__}_.一.._u1....,-i I‡ 事, t事 ft 事, trrl1lY.-r<rr1-r･

'V'-V一冊~ー1̀'yl…~Yl～-Y-1''Y---vl～ 事'1r'lR-～､--I.

l iJ t, I
.日.,..㌔._日..._,A.U_,_L..,..

資料出所 SocialSecurityA血inistration,20030ASDITrusteesReport

注 Ⅰは人口の高位推計､Ⅱは人口の中位推計､Ⅲは人口の低位推計に基づくことを示す｡
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3.年金改革の動向

｢1.はじめに｣で述べたように､アメリカの年金改革は､経済 ･社会環境の変化に応じ

て､大統領がその主導力を発揮しながら改革案を提出し､適時これを実施してきたという経

緯がある｡その中で､とくに重要なレーガン大統領の年金改革とクリントン大統領の改革案

を概観し､これを踏まえて､ブッシュ政権における最近の年金改革の動向を紹介する｡

(1)レーガン政権の年金改革

1970年代後半以後1980年代まで､アメリカ経済は､2度の石油危機と変動為替相場制移

行に伴うドル安とが重なり合って､深刻なスタグフレーションに見舞われた｡その一方で､

1972年改正が定めた物価スライド制のために年金給付の増加が続いたため､1975年から

OASDIの単年度収支が赤字になり､社会保障信託基金の積立金の取り崩しが始まった｡この

間題に対処するとともに年金財政の長期的な安定化を図るために､レーガン大統領は､1981

年12月にグリーンスパンを委員長とする社会保障改革全国委員会を設置した｡この委員会

が提出した1983年1月の勧告に基づいて1983年の社会保障法改正が行われた｡1983年改正

の特徴は､これまでの年金改正に見られた年金給付の拡大措置は連邦政府職員や非営利団

体職員への適用拡大のみに限定し､年金財政を維持するための措置を重視したことである｡

そのための改正点は次の通りである｡ ①社会保障税率を1984年から7.0% (労使折半)に

引き上げる (1983年までは6.7%)｡ 自営業者の税率も引き上げて､労使合計分とする｡②

高額所得者の年金給付については課税し (最高限界税率は50%)､この税収はOASDIの信託

基金に繰り入れる｡ ③満額の老齢年金の支給開始年齢 (65歳)を､2000年から徐々に引き

上げ2027年に67歳とする｡ ④ ③に伴い､62歳時の繰上げ年金の減額率 (現在65歳時年金

の20%)を最終的に67歳時年金の30%にする｡ また､65歳から70歳までの繰り下げ年金の

増額率は､年3%から徐々に8%に引き上げる｡⑤1986年以後OASDIの退職年金または障害

年金の受給権を取得した者が同時に公務員年金も受給できる場合は､前者の年金を減額す

るように併給調整する｡⑥65歳から70歳までの者が就業しながら年金を受け取る場合の年

金給付減額率は､1990年から一定額以上の年収の3ドルにつき1ドル減額する割合とする｡

(2)クリントン政権の年金改革案

1983年の年金改革により社会保障税収と年金課税収入が増加する一方､併給調整や就業

しながら年金を受け取る場合の年金減額率の強化がなされたため､社会保障財政は1980年
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代後半以降､健全化した｡1990年代は､持続的な経済成長が続き社会保障税収が大きく伸

び､社会保障信託基金の積立金も増加した｡しかし､出生率の低下は1990年代に入っても

続き､2015年以降ベビー ･プーマが引退年齢に達して社会保障給付が急増すると､長期的

に図表5-5が示すように､現行の社会保障税率では信託基金の単年度収支が赤字化し､

信託基金の積立金の取り崩しが始まることが認識されるようになった｡これを受けて､ク

リントン大統領は1994-1996年社会保障審議会およびその専門委員会を設置して､年金改

革の検討を行い､1997年1月に次のような三つの選択肢からなる改革案を公表した｡

(i)賦課方式給付維持案(OptionJ:MaintenaceofBenefits)

現行の賦課方式の年金財政と給付算定方法を維持しながら､将来の社会保障給付の水準

を抑制 して社会保障税率の上昇 を抑制する案は､賦課方式給付維持案(Option

I:MaintenaceofBenefits)と呼ばれる｡新規裁定の年金給付を抑制する方法は次のとお

りである｡ ①満額年金を得るための被保険者期間を現行の35年から38年に引き上げる｡ ②

新規裁定の満額年金の水準を3%引き下げる｡③新規裁定満額年金の引き下げができない

場合には1998年以降社会保障税率を3%引き上げる｡ 1998年に3%社会保障税率を引き上

げた場合には､その後50年間税率を引き上げないように努力し､50年経過後の引き上げ幅

は1.6%ポイントとする｡④年金財政を維持するために､年金課税を強化する｡⑤メディケ

アの財政改革を実施した上で､メディケアに対する社会保障税率の配分を低めその分だけ

老齢 ･障害年金に対する社会保障税率の配分を高めて､老齢 ･障害年金信託基金の歳入を

増加させる｡

これらの給付抑制により､賦課方式年金財政を維持しても信託基金の積立金が枯渇する

時期が2050年まで引き伸ばすことができるので､この時期に再度長期的観点から年金改革

案を検討することとされている｡

(ii)公的個人年金勘定案(OptionH:Publicly-HeldIndividualAccounts)

公的個人年金勘定案は､賦課方式年金を賄うための社会保障税率に加えて1.6%の社会保

障税率を上乗せし､これによって信託基金が資産運用を管理する確定拠出型の個人年金勘

定を設ける｡高齢化に伴う賦課方式部分を賄うための社会保障税率の上昇が予測されるが､

これを抑制するために次のような給付水準の見直しを行う｡ (1)満額年金を得るための被

保険者期間を現行の35年から38年に引き上げる｡ (2)年金課税を強化する｡ すなわち､働
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きながら年金を受給している者の社会保障税納付の控除を認めた上で､すべての年金給付

に所得税を課し､その税収と信託基金に預託する｡ これに対して､確定拠出の個人年金勘

定から生じる利子所得には課税せず､給付として支給された時点から課税する｡ (3)満額

年金の支給開始年齢を65歳から67歳に迅速に引き上げる｡ (4)67歳支給開始が始まった後

にも平均余命の伸びに従って支給開始年齢を引き上げる｡(5)被保険者期間の稼得所得が

高い者-の給付を抑制するため､AI肥からPIAを算出する式の第2項と第3項の給付換算率

を引き下げる｡

(iii)個人年金勘定と社会保障の2階建て方式案

(OptionHl:Two-TiredSystemwithPrivately-HeldIndividualAccounts)

個人年金勘定と社会保障の2階建て方式案では､メディケアに配分される社会保障税率

を除いた12.4%の社会保障税率のうち5%の税収を財源とする確定拠出型の個人年金勘定

を1998年から設けることが提案されている｡ この個人年金勘定の運用は､老後の所得保障

にあった資産運用指針について規制を設けた上で個人の資産選択に従って行われる｡ 高齢

化によって給付総額が将来増加しても社会保障税率を引き上げず､その配分を上記の方法

で変えるため､賦課方式の社会保障の財源は減少する｡ これに対応して1998年に25歳未満

の被保険者及び将来の被保険者に対しては､支給開始年齢以後1996年価格表示で月額410

ドルの定額年金を支給する｡1998年に55歳以上の被保険者及び既存の年金受給者は､給付

の抑制等の改正を経た後の現行の賦課方式年金を受給する｡1998年に25歳以上54歳以下の

被保険者は､改正時点 (1998年)以後の拠出に応じた個人年金勘定からの給付と､7.4%

(=12.4%-5%)の社会保障税を財源とする賦課方式年金からの給付を受給する｡賦課方式

年金の給付抑制の方法は次のとおりである｡ (1)満額年金の支給開始年齢を65歳から2年

に一ケ月づつ引き上げ2083年に70歳とする｡(2)減額年金を受給する早期支給開始年齢を

62歳から漸次引き上げ2035年に65歳とする｡ (3)ただし､これらの改正を経た後の賦課方

式年金には､2002年以降働きながら年金を受給する場合の減額年金を廃止する0

(3)ブッシュ大統領の年金改革案

ブッシュ大統領は､ゴア副大統領との大紋領選挙で年金改革が争点の一つになったこと

を受けて､就任直後､2001年2月に年金改革について次の6つの基本スタンスを明らかに

した (矢野(2003))｡①現在及び近い将来の受給者の年金には変更を加えない､②社会保障
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年金の財政余剰は,社会保障年金のためしか使用しない､③社会保障税の引き上げは行わ

ない､④社会保障年金の積立金は政府が株式市場で運用しない､⑤障害年金及び遺族年金

は堅持する､⑥社会保障税の一部を個人の選択で運用する個人年金勘定に振 り向ける｡

ブッシュ大統領の方針に示された年金改革案は､｢1.はじめに｣で述べたように､公的

年金制度 (OASDI)-に付随する個人年金勘定を設ける点は､クリントン大統領の年金改革莱

(iii)と類似している｡しかし､この個人年金勘定の財源を､既存の社会保障税の一定部分

を割り当てることによって賄い､追加的な政府歳入をこのために使わないという点ではク

リントン大統領の案と異なっている｡ブッシュ大統領は､このような方針に従った年金改

革案をより具体化するために､2001年5月に社会保障年金委員会を発足させ,同年12月11

日に報告書を取りまとめた (矢野(2003))｡この報告書では､年金改革案の中に次の三つの

選択肢が示されている｡ いずれも､OASDIに個人年金勘定 (Privately-heldRetirement

Account;PRA)を設けて､負担と給付の関係を明確に持つ積立方式の部分を年金制度に組

み入れることにより､世代間の公平性に配慮するとともに､アメリカ経済の貯蓄率が低い

ことを補うための貯蓄手段の役割を持たせるという二つの側面を持つ点では共通している｡

三つの選択肢は､個人年金勘定を賄う個人の社会保障税負担の大きさが異なっている｡

第1の案 (モデル1)は､社会保障税の本人負担分の2%を拠出し､この拠出に基づく部

分を個人勘定に移して､個人で運用する｡ 第2の案 (モデル2)は社会保障税の本人負担

分の4% (上限1000ドル)を個人勘定に移して､個人で運用する｡ 第3め案 (モデル3)

は､社会保障税とは別に新たに個人が1%拠出し､それに対し政府が社会保障税のうち2.5%

(上限1000ドル)分をマッチング拠出して､これを個人勘定に移して､個人で運用する｡

社会保障税をこれらの個人勘定のために使うので､個人が運用した後に得られる個人年金

勘定からの給付とOASDIとの給付の間には､併給調整が行われる｡ すなわち､個人勘定に移

される社会保障税の積立額とその金利分 (モデル1では3.5%,モデル2では2%,モデル

3では2.5%)だけ従来のOASDIの年金給付は減額される｡

しかし､三つの案ともに､この個人勘定は強制的なものでなく任意加入であること､こ

れに伴い加入者自身が運用先を選べる､退職時に元利合計を年金､分割金､一時金あるい

はそれらの組合せとして受けとれること､及び加入者が死亡した場合には家族が遺産とし

て受け取れるという特徴をもっているため､注目を集めている (府川 (2003))｡
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図表5-6 ブッシュ大統領の個人年金勘定 (PRA)の三つの案の比較

定の相違点

個人勘定を賄う保険料率

追加的拠出の有無

OASDIからの給付の減
*率(offset率)

3.50%

4%(上限､年
1000ドル)

な し

2.00%

1%の追加拠
出､プラス2.5%
(上限､年1000
ドル)
有り(1%)ただし
税額控除有り

2.50%

出所 府川(2003)表1のうち､個人年金勘定の比較の部分を選んで作成｡

4.まとめ一日本への示唆-

アメリカの年金制度は､1935年に始まり70年近い歴史を持つ｡財源を社会保障税として

強制的に拠出し､基本的には賦課方式で賄うという財政方式と､拠出期間に基づいて給付

が算定されるが､低所得者に配慮した給付設計とすることと､遺族年金や障害年金を併せ

持つことにより所得再分配機能をもつことについては､戟後一貫して守られたきたアメリ

カの年金制度の特徴である｡しかし､このような特徴を保ちつつ､経済社会環境の変化に

応じて､大統領の主導により､適時､年金改革を実施したり､年金改革案を提示してきた

ことも事実である｡ アメリカの高齢化率は､日本やヨーロッパ諸国に比べればまだ低い水

準にあるが､その時々の変化は必ず将来の年金財政に影響を与えるものである｡したがっ

て､アメリカの年金制度を預かる社会保障信託基金は､毎年､将来の年金財政収支の予測

を公表する｡もちろん､予測に必要な人口推計は､アメリカも国勢調査に基づき改訂され

るものであるが､経済的要素については､毎年の経済情勢を勘案しつつ設定されるもので

ある｡毎年予測を公表することは､適時に年金改革案を出し､これを実施する際の数量的

な根拠となる重要な役割を持っている｡

アメリカの年金制度も､世代間の公平性を考慮して､賦課方式を原則としながらこれに

被保険者の積立分が明示されこれが個人に帰属する個人年金勘定 (PRA)という積立方式の

部分を組み入れる改革を行おうとしている｡世代間の公平性に配慮した年金改革を､適時
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に適切に行えるかどうかは､ブッシュ政権の課題の一つかもしれない｡わが国は5年に1

回の年金財政再計算に基づく改革を行っているが､経済社会環境の変化に対応して適時に

改革を行う年金改革のあり方のメリットとデメリットを知るために､アメリカの改革動向

を見つめていくことは重要な課題であると考えられる｡
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第6章 カナダの年金改革

国立社会保障 ･人口問題研究所

社会保障応用分析研究部第1室長

金 子 能 宏

1.カナダの人口構造と高齢化
2001年国勢調査によれば､カナダ連邦の人口は3108万人である (図表6-1)｡現在の形

のカナダ連邦が成立した翌年1950年の人口は1374万人であったから､この50年間に人口が

3倍近く増加したことになる｡ このように人口が大きく増加した最大の要因は人口の自然

増加である｡ なぜならば､第2次世界大戦以後､アメリカ経済の拡大とともにカナダの経

済も拡大して生活水準が向上したため乳幼児死亡率の低下と平均余命の伸びがもたらされ

たからである｡ また､経済の拡大による労働市場の拡大は､増加する国内の労働力人口を

吸収するとともに､移民の受け入れを可能にし､人口の社会増加をもたらした｡しかし､

カナダの人口分布は自然環境の影響もあって州や準州の間で決して一様ではない｡

図表6-1 カナダ連邦の各州 ･準州の人口と年齢3区分別人口

州.中州 人口 人口 人口増加率 人口割合%15歳未満人口 15-64歳人口 65歳以上人口 15歳未満人口 15-64歳人口 65歳以上人口割合 割合 割合 割合 割合 割合
1996年 2001年 1996年 2001年

カナダ連邦 28,846,760 31,081,887 7.7482774 一op 20.5% 67.3% 12.2% lS.8% 68.6% 12.6%

Newfoundland 551,795 533,761-3.268243 1.7172735 19.90/o 69.30̂o 10.8% 16.90/o 71.2% ll.8%

PrinceEdwardISIand 134,555 138,514 2.9422913 0.4456422 ･21.60/o 65.4% 13.0% 19.20/o 67.5% 13.3%

NovaScotia 909,280 942,6913.6744457 3.0329272 19.8% 67.1% 13.1% 17.80/o 68.8% 13.4%

NewBrumswick 738,130 757,077 2.566892 2.4357498 19.60/o 67.8% 12.6% 17.7% 69.3% 13.0%

Quebec 7,138,7.95 7,410,504 3.8060905 23.841873 19.20/o 68.7% 12.1% 17.6% 69.4% 13.0%

Ontario 10,753,575 ll,874,43 10.423148 38.203717 20.6% 67.0% 12.4% 19.2% 68.20/o 12.60/o

Manitoba 1,113,900 1,150,034 3.2439178 3.70001.35 22.0% 64.4% 13.7% 20.7% 65.8% 13.5%

Saskatchewan 990,240 1,015,783 2.5794757 3.268()867 23.1% 62.2% ~14.7% 21.2% 64.20/o 14.6%

AIberta 2,696,825 3,064,249 13.624317 9.8586325 r22.80/o 67.3% 9.90/o 20.5% 69.4% 10.2%

Coltlmbia 3,724,500 4,095,934 9.9727212 13.177881 19.7% 67i5% 12.80/o 17.7% 69.10/o 13.2%

Yukon 30,765 29,885-2.860393 0.0961492 24.0% p71.6% -4.4% 20.4% 73.90/o 5.7%

NorthwestTerritories 64,400 -40,860 0.1314592 32.6% 64.4% 3.0% 26.70/o 69.0% 4.2%

出所 :金子 ･小島(2002)

図表6-1から､カナダ連邦の人口の約6割が連邦樹立の中心的役割をになったケベッ

ク州 (旧カナダ･ウェス ト)とオンタリオ州 (旧カナダ･イースト)に集中しており､こ

れに1870年代から発展したブリティッシュ ･コロンビア州の人口を合わせると､これら三

つの州にカナダの人口の71%が集まっていることがわかる｡ しかし､人口増加率を見ると
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これら三つの州にも格差があり､オンタリオ州､ブリティッシュ ･コロンビア州に加えて

アルバータ州が高い人口増加率を示しているのに対して､ケベック州の人口増加率は3.8%

と低い｡さらに､ユーコン準州とニューファンドランドの人口増加率はマイナスを示して

いる｡ このような人口増加率の格差と民族による平均余命の格差とが影響し合う結果､65

歳以上人口割合の州 ･準州の間に複雑な格差が見られる｡平均余命の長いヨーロッパ系国

民の多いニューファンドランド､ノバスコシア､ニューブランズウイックやケベック州で

は65歳以上人口割合が13%以上であるのに対して､イヌイットの占める割合が他の州 ･準

州よりも多いユーコン準州やノースウェスト準州ではこの割合が5.4%と4.2%という低い

値となっている｡その結果､カナダ連邦における65歳以上人口の割合は12%となっている｡

このような人口分布の偏りと人口増加率の格差がある一方､カナダでは一世帯当たり平

均世帯人員数には大きな差が見られない｡一世帯当たり平均世帯人員数がイヌイットの占

める割合の多いノースウェス ト準州の3.4人を除いて､どの州･準州でも2.6-2.7人となっ

ているのは､これらの州で核家族世帯と単独世帯の割合が高いからである｡ このような状

況に加えて出生率の低下と65歳以上人口割合が12%に達していることから､老後の生活保

障には社会保障制度を重視せざるを得ない状況にある｡

図表6-2 カナダと日本の将来人口見通し

総数 年少人口 生産年齢人口 老年人口(65年少人口 生産年齢人口(15-64義)

2001年
2006年
2011年
2016年
2021年
2026年

31,002 5,819
32,229 5,527
33,362 5,246
34,420 5,241
35,382 5,334
36,191 5,382

21,248 3,935
22.400 4.302
23,270 4.846
23,477 5,702
23,377 6,671
23,056 7.753

18.8% 68.5% 12.7%
17.1% 69.5% 13.3%
15.7% 69.8% 14.5%
15.2% 68.2% 16.6%
15.1% 66.1% 18.9%
14.9% 63.7% 21.4%

2000年
2005年
2010年
2015年
2020年
2025年
2030年
2035年
2040年
2045年
2050年

126.926 18,505
127,708 17,727
127,473 17,074
126,266 16,197
124,107 15,095
121,136 14,085
117,580 13,233
113,602 12,567
109.338 12,017
104,960 11.455
100,593 10,842

日本
86.380 22,041
84.590 25,392
81,665 28,735
77,296 32,772
74.453 34,559
72,325 34,726
69,576 34,770
65,891 35,145
60,990 36,332
57,108 36,396
53,889 35,863

%
%
%
%
%
%

%
%
%
%
%

6
9
4
8
2
6
3
1
0
9
8

4
3
3
2
2
1
1
1
1
0
0

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

68.1%
66.2%
64.1%
61.2%
60.0%
59.7%
59.2%
58.0%
55.8%
54.4%
53.6%%

%
%
%
%
%
%
%
%
%
%

4
9
5
0
8
7
6
9
2
7
7

7
9
2
6
7
8
9
0
3
4
5

1
1
2
2
2
2
2
3
3
3
3

資料 :日本は国立社会保障 ･人口問題研究所 ｢日本の将来推計人口 (平成14年1月推計)｣､カナダはカナ

ダ統計局"PopulationProjectionsforCanada,theProvincesandTerritories(2001)"による｡

出所 :金子 ･小島(2002)
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さらに､海外からの移民の規模に依存する面があるものの､現在の傾向が続くものとす

れば､カナダにおいても高齢化率 (65歳以上人口割合)が20%以上となることが予測され

ている｡図表6-2は､移民についての傾向を所与とし､出生率､死亡率について異なる

想定を置いた三つのカナダの将来推計人口 (高位､中位､低位)である｡ 中位推計によれ

ば､2001年の総人口3100万人が､2016年に3442万人､2026年には3619万人まで緩やかに増

加するが､65歳以上人口割合は､2001年の12.7%から､2016年には16.6%､2026年には21.4%

に達することが予測されている｡

このように､カナダにおいても人口構造の高齢化が進展しつつあり､年金制度の維持 ･

発展が重要な政策課題となっている｡

2.カナダの年金改革の特徴

カナダの年金制度は､日本の年金制度と類似した構造を持っている0 1階部分をなす老

齢所得保障 (01d鹿eSecurity:OAS)と､2階部分をなし一定範囲で拠出に比例した給付

を支給するカナダ年金制度 (CanadaPensionPlan:CPP)とが公的年金制度として存在す

る｡これに対して､私的年金制度として3階部分をなす企業年金 (RPP:RegisteredPension

Plans)と個人年金(RRSP:RegisteredRetirementSavingPlans)とがある｡

このように類似しているカナダの公的年金制度であるが､次の点では異なっている｡ す

なわち､1階部分をなす老齢所得保障の給付額が低く設定されているために､これを補足

するために､世帯単位の ミーンズテス トを伴 う補足年金給付 (Guaranteedlncome

Supp●lement,GIS)や配偶者手当 (Spouse'SAllowance,.SPA)が支給される｡また､OAS､

GIS､SPAは税財源で賄われている｡他方､CPPは社会保険方式で運営されている｡ CPPの保

険料率は､図表6-2の老年人口割合をカナダと日本とで比較すると分かるように､高齢

化率がわが国ほど高くないこともあーり､2003年現在9.9%である｡ 保険料は､被保険者が雇

用者の場合は労使折半で負担し､自営業者の場合は全額負担となる｡
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図表6-3 カナダの年金制度

･受給者数 OAS:399万人 (うち国際年金協定による者7.2万人)､

GIS:147万人(OASに占めるGISの割合37%)､SPA:9.4万人｡

CPP:老齢年金291万人､障害年金28.5万人､障害をもつ被保険者の子供9.2

万人､遺族年金92万人､遺族の子供8.8万人｡

･給付総額 OAS:17億4千万カナダドル

GIS:4億7千万カナダドル､SPA:3469万カナダドル｡

CPP:老齢年金13億カナダドル､

障害年金2億3千万カナダドル､障害をもつ被保険者の子供2100万カナダドル

遺族年金2億6千万カナダドル､遺族の子供1800万カナダドル｡

このような枠組みを持つカナダの年金制度の改革は1)､世代間の公平性を視点とする改

革が他の先進諸国よりも時期的には早く進んだ点に特色がある｡ 次の節で見るように､年

金給付にスライド制を導入してから高齢化とともに年金給付が増大し､年金財政の運営が

困難になってきたことに対処するため､高額所得者に対しては2階建ての年金給付のうち

定額給付部分を減額する制度 (ClawBack制度､クローバック制度)を設ける改革を1989

年に行った｡この改革は､年金財政の安定化のための給付抑制策である｡ 給付抑制には､

支給開始年齢の引上げや年金課税などもあるが､この改革は次のような特徴をもっている｡

すなわち､年金制度の役割に公的な所得移転制度としての再分配機能を認めるとすれば､

1)カナダの年金改革の動向については高山(2002)､丸山(2003)が詳しい｡本稿では､これらに指摘されて
いる諸問題に加えて､カナダの人口構造と高齢化の実態､HumanResourceDevelopmentofCanada(2003)
"StatisticalBulletinCanadapensionPlan,OldAgeSecurity",に基づく受給者数､給付総額の
動向､及び年金給付に係わる情報提供の新しい動きを含めて､カナダの年金改革の動向をとりまとめた｡
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クローバック制度は高額所得者の年金給付を減額するので､年金制度における再分配機能

と給付抑制とをバランスさせつつ実現しようとする改革であるという特徴をもっている｡

カナダでは､このような年金財政安定化のための給付抑制策に加えて､1997年に､他の

先進諸国よりもいち早く世代間の公平性に配慮した年金改革を行った｡すなわち､1節で

見たように高齢化が予測されているもとで保険料負担引き上げを遅らせることは将来世代

の保険料負担をより高くせざるを得なくなり､世代間の衡平性からみて好ましくない影響

が出ると政府が判断したため､高齢化が先進諸国の水準になる前にいち早く保険料負担に

当たる社会保障税を引き上げ､この水準を維持する政策を採った2)｡具体的には､3節で

見るように､カナダの年金制度の財政方式は賦課方式であったが､日本の厚生年金の報酬

比例部分に類似するカナダ年金制度の保険料を､1996年の6%から97年以降毎年引き上げ､

2003年に9.9%で据え置き､部分的な積立金を有するようにするという改革を行った｡

わが国では､高齢化率 (65歳以上人口割合)が1990年の12.1%から2000年の17.4%まで

5.3%ポイントほど上がった10年間に､保険料率は14.3%から17.35% (月給ベース)-約

3%ポイント上昇した｡これに対して､カナダの97年の年金改革は､高齢化率が1990年の

ll.27%から2001年の12.7%へわずか1.5%ポイントしか上昇していない時期に､6%(1996

午)から2003年の9.9%まで､3.9%ポイントも保険料を引き上げ､部分的な積立金の充当に

充て将来の保険料負担引き上げを抑制する準備を開始したのである｡スウェーデンが障害

年金と遺族年金と老齢年金を制度的に区別して､老齢年金については概念状の確定拠出年

金とするような世代間の公平性に配慮した改革を昨年実現したことと比べると､このよう

な世代間の公平性に配慮した改革を1997年に実施したことは､カナダの年金改革の先駆的

な一面を示していると言えるだろう｡

3.カナダの年金制度

(1)老齢所得保障 (01dAgeSecurity:OAS)

老齢所得保障 (01dAgeSecurity:OAS)は､1927年に01dAgeSecurityActが施行され､

ミーンズテストつきの基礎年金 (月額1人20カナダ･ドル)が州政府の責任 (財政負担を

含む)において導入されたことに始まる｡ 当初､平均余命よりも年長の70歳が支給開始年

齢とされていた｡その意味では､少数の長寿の高齢者を対象とした､州政府の負担による

2) 高齢化が進むと予想されるとき年金財政における世代間の公平性を図るためには､いち早く年金保険

料を引上げることが好ましいことを示したシミュレーション分析として､八田 ･小口 (1999)がある｡
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所得保障制度として､カナダの年金制度は始まったと考えられる｡ その後､以下のような

改革が､適時､進められてきた｡

1952年にミーンズテス トがなくなり､普遍的給付になった｡財政責任は州政府から連邦

政府に移り､税財源によることとなった｡

1965年 :支給開始年齢が65歳へ引き下げられた｡

1972年 :給付の物価スライド制が導入された｡

1973年 :物価スライドが年4回改訂 (4半期ベース物価スライド)に改められた｡

そのため､年金財政負担が増加し､連邦政府赤字への影響が懸念された｡その結果､

1989年 :基礎年金給付込みの所得が年間で5万カナダドルを超える高所得の年金受給者

については翌年の所得申告のさいに基礎年金給付の一部または全額を連邦政府に戻すク

ローバック (ClawBack)制度が導入された｡

受給要件 18歳以降､少なくとも40年以上カナダに居住していることが満額受給のための

要件°40年未満のカナダ居住者には､最低で10年間カナダに居住していると受給できるよ

うになり､給付額は不足分1年につき1/40減額される (国外居住のカナダ人はカナダに

最低20年間居住した経験がないとOASを請求することができない)｡

給付額 2003年末のOASは平均月額441.43カナダドル (約3万9,700円)(以下､カナダドル

を単にドルと表記する)(胤COldAgeSecurityPaymentRates,http://W.hrdc-drhc.g

c.ca/isp/oas/rates)｡前年の個人所得 (OAS込み)が年間で5万7,879ドル以下であればO

ASは減額されない｡OAS込みの所得が年間で5万8,730ドルを超えると､超過所得 1ドルに

つき15セントだけ2003年分のOASが減額される (限界税率は15%)｡このときOAS込みの個人

所得が9万4,530ドル超の人にはOASは支給されない(図表6-3のOAS減額部分)｡ただし､

この所得制限はかなり寛大で､年間所得が5万7,822ドルを超えると1ドル当たり15セント

差し引かれる結果､対象者のうち所得制限に抵触するのは6%､うち全額支給停止になる

のは2%程度と言われている (高山(2002))｡
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(2)補足年金給付 (GuaranteedIncomeSupp一ement,GIS)

OASの給付水準､月額441.43ドル (約3万9,700円)(減額されない場合の最高額)は､カ

ナダ統計局 (StatisticsCanada)が定める貧困線より低い (丸山 (2003))｡ OASは個人単

位の年金であるため､世帯の場合には世帯人員数分だけ多くその世帯に支給されるが､そ

れだけでは必ずしも十分な所得保障とならないため､世帯単位のミーンズテス トを伴う補

足年金給付 (GuaranteedlncomeSupplement,GIS)が1967年に導入された｡

受給要件 65歳以上のOAS受給者で､世帯属性ごとに異なる基準をもつ世帯単位のミー

ンズテストの要件を満たす者とされる｡

給付額 単身者と夫婦との間で異なっている｡単身者の給付水準は､OAS以外の所得がゼロ

である場合は上限の給付月額548.53ドルとなるが､OAS以外の所得が1ドル上がるにつれて

GISの給付額が50%づつ減額される｡夫婦の場合は､配偶者が年金受給者である場合とそう

でない場合の上限額 (月額)はそれぞれ227.74ドルと365.05ドルである (蛇DCOldAge

SecurityPaymentRates,http://ww.hrdc-drhc.gc.ca/isp/oas/rates)｡ ただし､夫と妻

それぞれのOAS以外の所得が1ドル増えるにつれてそれぞれのGIS給付が25%減額され､夫

婦合計では50%GIS給付が減額される｡ (単身者と夫婦それぞれの給付算定式のグラフにつ

いては､高山(2002)の図2と図3を参照｡)

(3)配偶者手当 (Spouse'SAllowance,SPA)

補足年金給付と同じ理由で､配偶者手当が1975年に導入された0

受給要件 SPAは60-64歳のカナダ居住者のうち低所得に悩むOAS受給者の配偶者な

いし未亡人 ･寡夫に支給される所得を把握する調査を伴う年金手当である｡ SPAを受給

するためにはカナダに18歳時から10年以上居住していなければならない｡

給付額 月額最高818.85ドル､年収24,506ドルを上限とする｡ 年間所得に応じた減額率に

ついては､二つの段階があり､そのグラフは次のようになる｡
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図表6-4 SPA(60歳代前半の未亡人の場合 :2001年)

SPA(年額､ドル)

0
6,720

出所 :高山憲之 (2002)図4

16,380

年間所得 (ドル)

(4)カナダ年金制度 (CanadaPensionP一an:CPP)

1965年創設､1966年1月から施行された､拠出に応じた給付を支給する報酬比例の部分

を持つ公的年金制度である｡ (ケベック州のみ独自のQuebecPensionPlan(QPP)を有して

いるが､CPPとQPPは完全通算を行っており､制度内容もほぼ同一であるとされる｡)

適用対象 18歳以上70歳未満のほとんどすべての賃金労働者｡70歳に到達すると､どんな

に高額の貸金を稼いでいてもCPPは適用されず､年金保険料の支払いは求められない｡

なお在職のままCPPから障害年金や老齢年金を受給している者も年金保険料は拠出しな

い ｡

保険料 保険料は､被保険者が雇用者の場合は2003年現在､9.9%で労使折半で負担する｡

保険料がかけられるのは､所得から年間基礎控除 (Year'sBasicExe叩tion:ⅦE,3500

ドル)を控除した残額である｡ 保険料賦課の上限所得は､雇用者の年収平均額に相当する

年間轟高年金所得 (Year'sMaximumPensionableEarnings.･YMBE)であり､毎年雇用者の

所得の伸びに応じて改定される｡自営業者の場合は全額負担となるが､事業経費を除いた

事業所得のみが賃金相当とみなされこれに9.9%の保険料率が適用される｡年金保険料はカ

ナダの国税庁が税金とともに一体徴収している｡

事業主分の保険料負担は全額が損金算入される｡一方､本人分の保険料負担はその17%

が所得税において所得控除の対象になっている｡
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受給要件 満額の給付を得るための基準となる拠出期間は47年 (18歳以降65歳まで)であ

るが､子供 (7歳未満)の養育期間や失業 ･大学就学等により無所得や低所得になった期

間 (加入期間全体の15%まで)は生涯平均賃金算定のさいに除外される｡

給付額 老齢年金の支給開始年齢は原則65歳である｡2003年12月現在の老齢年金給付額は､

平均月額447.22ドル､最高で月額801.25ドルである (HRDCCanadaPensionPlanPayments

Rates,http://ww.hrdc-dehc.gc.ca/isp/cpp/rates)｡拠出期間が10年未満の者にCPP

の老齢年金は支給されない｡また拠出期間が47年に満たない者はその分だけ給付が減額さ

れる｡

さらに､老齢年金のほか,障害年金,遺族年金が給付される｡

財政方式 財政方式は部分積立を含む賦課方式が基本的に維持されている｡ ただ､完全賦

課方式のもとでは2030年段階で保険料を14.2%まで引き上げる必要があると見込まれてい

た｡1995年の保険料は5.4%だったため､それは2.6倍の保険料引き上げに相当する｡ 1997

年の年金改革では､部分積立を維持してその積立金の運用収入によって将来の保険料引き

上げを回避することが認められたため､2003年の保険料率は､1995年と比べると2倍近い

水準の9.9%まで引き上げられている｡

4.'1997年の年金改革の主な内容

(1)CPP保険料率の引き上げの前倒し

世代間の公平性を配慮して､将来世代の保険料負担が過重にならないように予め積立金

を持つよう､財政方式としては賦課方式から部分的な積立方式へ移行した｡具体的には1996

年6%だった保険料を97年から毎年引き上げ､2003年に9.9%で据え置くこととした｡(1996

年と比べると3.9%の引き上げとなり,この引き上げが高齢化率の程度から見ると､わが国

よりも急激な引き上げであ●ることは､2節で述べたとおりである｡)

(2)積立金運用の改革

市場運用の活用

CPPの積立金は従来､各州の発行する市場性のない償還期間20年の地方債の購入のみに充

てられていた｡1997年の年金改革は､この方式を抜本的に改め､民間市場で債券ばかりで
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なく株式や海外株式 ･債券に分散投資して運用することを認めた｡

CPPの積立金を市場運用するための組織として1998年に｢カナダ年金投資委員会 (Canada

PensionPlanlnvestmentBoardCPPIB)｣が設立された｡CPPIBは特別の法律に基づき設立

された政府から独立した公的法人で､その任務は ｢憤重な運用の専門家として､各種資産

に分散投資することにより､加入者の最大利益になるよう､CPPのファンドを運用すること､

そして許されるリスクの下で最大のリターンを達成すること｣にあるとされる｡ この改革

に当たり､従来の州債での運用では2.5%の実質リターンが得られたが､市場で分散投資す

れば3.8%のリターンが期待でき､それによって将来保険料を1%軽減できると予測されて

いる｡

カナダ年金投資委員会 (CPPIB)

CPPIBは1998年に設置された｡従来CPPの積立金は州債の引き受けをしていたため､設立

5年目の2003年でもCPP積立金536億 ドルのうち61%の326億 ドルは財務省が債券運用して

おり､また13%の67億 ドルも財務省が短期運用しているため､CPPIBが運用しているのは積

立金の27%に相当する143億カナダドルである｡ このように､CPPの資産全体でみると債権

の比率が高いため､CPPIBは運用資産の全額を株式運用している｡ しかし､財務省が運用し

ている債券や短期資金についても2003年1月以降順次CPPIBに移管されることになってい

る｡CPPIBの株式運用については､カナダ国内株が70%､外国株が30%という制約がある｡

カナダの株式市場は大きくないので､この制約は安全を確保しつつ高収益を挙げる分散投

資をする上では制約となっている｡

CPPIBは株式運用する機関投資家としての役割を持っている｡そのため､株式に投資する

以上株主の利益のために行使するのは当然という考えで､議決権行使を受託運用機関に委

託して行使している｡ 議決権行使の専門会社 (ISS)も利用している｡ 議決権行使のガイド

ラインは､現在は運用会社のガイドラインに任せているが､2003年現在､独自のものを検

討している｡コーポレート ガバナンス活動については､｢ガイドラインに基づく議決権行

使が基本であるが､将来的には問題企業に対し水面下で意見を伝えることも考えているが､

しかし､カルパースのように公の場で問題企業に経営改革を迫ることは考えていない｣と

伝えられている (矢野朝水(2003))｡
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加入者への情報提供

カナダでは､現在､30歳以上の加入者に対して､拠出通知(StatementofContribution)

が送られている (臼杵 ･中嶋(2003))｡この通知には､まずその名が示すように､総報酬と

拠出保険料が記載されている｡これに加えて､過去の報酬が今後も続いたと仮定した場合の

65歳からの老齢年金､遺族 ･障害年金の額が､予測年金額として加入者に通知されている｡

5.まとめ

カナダの年金制度は､定額部分の給付水準が少ないために所得保障機能が十分かどうか

問われることが多い｡しかし､これを補うGISや配偶者給付､及び2階建て部分のカナダ年

金制度があり､これらによって給付水準が低いといわれる問題に対処するとともに､高額

所得者に対してはクローバック (ClawBack)制度を導入して再分配機能を発揮させるとい

う巧みな仕組みをもっている｡ また､カナダ年金制度の財政方式については､高齢化の進

展を踏まえて世代間の公平性に配慮した財政方式の転換､すなわち賦課方式から部分積立

方式に移行して､高齢化の進展に比して早めに保険料率を引き上げるという改革を実施し

た｡この点は､スウェーデンやドイツとともに､世代間の公平性を配慮した年金改革を実

施した先進国として､カナダの先駆的な取 り組みは評価されるべきであろう｡

また､カナダの年金制度の国民に対する情報提供がきめ細かく行われていることは､参

考になる｡ わが国では､これまで年金加入者に村する年金担当部局からの ｢通知｣はほと

んどなかった (臼杵 ･中嶋(2003))｡その理由は､標準報酬月額の決定通知は事業主による

ものであり､それ以上の情報を必要とする加入者は､自発的に社会保険事務所に出向いて

情報の照会･請求を行う必要があり､加入者にとって最も関心のある将来の年金見込額は､

58歳になり年金手帳を持参した場合でないと照会できないからである｡同様の理由で､遺

族年金や障害年金の将来の給付見込額を知ることもできないのが現状である｡このように､

わが国では､拠出に応じた給付を与えるという原則を誇示することによって年金制度を社

会保険として位置づけようとしているにもかかわらず､拠出と給付の関係を個人レベルで

照会する制度は､整備されていない｡そのために､年金改革を実施しようとしても国民の

信頼を得ることができず､国民年金では未納者の増加が問題化している｡

国民の年金に対する不信をなくす一つの方法は､社会保険原則を実現する手段としての

拠出と給付見込額に関する個別的な情報提供である｡カナダでは､4.(1)で述べたような

世代間の公平性に配慮した保険料率の引き上げを国民に許容してもらう必要もあり､拠出
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と給付見込額との関係について両者のデータを含む通知を､年金制度を所管する人的資源

開発省(HumanResourceDevelopmentofCanada)が直接個人に送る制度を採っている｡ こ

のような個人への通知は､カナダ以外にも､アメリカ､ ドイツ､スウェーデンでも実施さ

れ始めている (臼杵 ･中嶋(2003))0

年金改革を受け入れて､これを支える加入者の理解を得るために､年金制度を所管する

カナダ政府の年金担当部局自らが個人に拠出と年金見込額を通知する制度を整えたことは､

わが国の年金改革を国民の理解と信頼を得ながら進めていく上で参考になる｡ 次期年金改

正で､このような情報提供を年金局 ･社会保険庁が取 り組むことになったことは､大きな

前進であると考えられる｡
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第7章 EUの社会保障の考え方

東京大学大学院法学政治学研究科

附属比較法政国際センター客員教授

潰 口 桂一郎

1.EUの年金政策?

前各章に見られるように､EU加盟諸国には様々な年金制度があり､年金をめぐる問題

状況があり､年金改革をめぐる政策と政治過程がある｡ しかしながら､EUレベルの政治

過程に年金問題が登場し､EUの年金制策といいうるものが出現してきたのは､ようやく

2000年になってからである｡

(1)年金政策の欠如

なぜ2000年に至るまでEUに年金政策がなかったのか｡EUの政治過程を動かしてきた

のは次の2つの軸の絡み合いであった｡第1は自由市場主義対社会民主主義の対立という

伝続的な内政の対立軸 (L-S軸)であり､第2は近代主権国家という枠組みにより執着す

る方向とEUという新たなレベルに突破口を見出そうとする方向の対立､いわば加盟国主

権派対EU権限拡大派の対立軸 (N-E軸)である｡ ある分野では､ヨーロッパレベルで自

由主義的な政策､たとえば規制緩和や競争の促進といった政策を展開しようとして攻勢が

掛けられ､これに対して社会民主主義勢力は各国レベルで構築されてきた規制を維持しよ

うという方向で応戦する｡ L-E対S-Nという図式である｡ これに対してまたある分野

では､ヨーロッパレベルで社会民主主義的な政策､たとえば労働者保護や環境規制といっ

た政策を展開しようと攻勢が掛けられ､これに対して自由主義勢力が加盟国レベルでの自

由を擁護しようと対抗する｡ S-E対し-Nという図式である｡リベラル ･ナショナリス

トであったサッチャー首相は､ソーシャル ･ヨーロッパ派のドロールとの戟いには戦果を

あげながら､保守党内のリベラル ･ヨーロッパ派との村立に足を取られて失脚した｡

この図式でEUの社会政策を分析するならば､ドロール路線とは､主として労働者保護

の分野に主戦場を設定して､ソーシャル ･ヨーロッパを追求したものであった｡労働条件

の低い南欧諸国やイギリスのように引き下げられた国に､ドイツなどの先進的な労働条件
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を広めようという意図がその背後にあったと思われる｡ これはどちらの国のソーシャル派

にとっても望ましい政策である｡ これに対して､福祉や社会保障など社会保護分野につい

ては､加盟国レベルで歴史的に様々な制度が成立してきており､それぞれに膨大な既得権

が生じていて､なまじ調和化を図ろうとすると大変な事態になる｡ ソーシャル ･ヨーロッ

パ派としては､ソーシャル ･ナショナル派をあえて敵に回す必要はない｡それゆえ､EU

レベルで社会保護分野に関する政策は回避され続けたのである｡

(2)EU年金政策は通貨統合から始まる

EUレベルで年金改革の議論を提起したのは社会政策サイドではなく､経済財政サイド

であった｡欧州通貨統合一単一通貨ユーロの導入-がその立脚点となる｡ 通貨練合後も一

般政府財政赤字の対GDP比3%以内､債務残高の対GDP比60%以内という財政規律を

維持することが1997年の｢安定と成長の協約｣で定められた｡そして､条約に基づく公開調

整手法によって､各国の経済財政政策は｢一般経済政策指針｣に基づき審査されることにな

った｡年金を初めとする社会保護分野は､その各国財政に占める大きさからして､当然こ

の経済財政政策協調の対象とならざるを得ない｡そして､年金問題が財政政策の観点から

のみ取り扱われるならば､財政負担を軽減する方策として､賦課方式から積立方式へ､公

的年金から私的年金へという自由市場主義的な処方隻が前面に出てくることは避けられな

い｡社会政策としてのEU年金政策がないならば､財政構造改革としてのEU年金改革が

直接各国の経済財政担当省を通じて各国の年金制度を左右しかねない.｡もはやEUに年金

政策なしでは済まされなくなる｡

2.EU年金戦略の準備期

(1)EU雇用戦略における高齢者政策

しかし､2000年に始まるEU年金戦略の話に入る前に､その前史としてEU雇用戟略に

触れておかなければならない1)｡ EU雇用戦略においては､失業者と福祉受給者と早期退

職して年金等を受給している高齢者が同列に置かれている｡ 一般的には失業者は雇用政策

の対象であるが､福祉受給者や年金受給者はそうではない｡雇用問題の指標として最もよ

く使われる失業率は､労働力人口に対する失業者の比率であって､非労働力人口は視野に

1)EUの雇用戟略自体については､溝口 ｢EUの雇用戦略一構造的失業への取り組み､そしてそれを超え

て｣(r日本労働研究雑誌』2003年7月号)を参照｡
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入っていない｡しかしながら､働いている人が働いていない人の分を負担しているという

観点から言えば､福祉受給者や年金受給者といえども失業者と選ぶところはない｡である

ならば､失業率で雇用問題を考えることは適切とはいえないことになる｡ 事実､EUの雇

用指針では､社会全体の中でどれだけの人が何らかの形で働いて社会に参加しているか､

すなわち就業率-15歳-64歳人口に村する就業者の比率-を指標に取り､リスボン欧州理

事会で､2000年現在61%である就業率を2010年までに70%に引き上げることを｢フル就業｣

として目標に設定している｡

これはヨーロッパの高齢者政策の方向を大きく転換するものである｡ そもそもヨーロッ

パでは､高齢者の雇用機会を問題とする意識があまりなかった｡これは､70年代以来の失

業が特に若年層に多く､若年失業の解決が各国の最大の課題となり､その中で高齢者層は

むしろ早期退職によって若年者に雇用機会を提供することが期待され､そのような方向の

政策がとられてきたことによるものである｡しかし､′ヨーロッパでも今後人口の高齢化が

見込まれ､労働市場の観点からも､社会保護の観点からも､｢活力ある高齢化｣の方向に転

換することが必要となってきた｡同時に､高齢者の雇用機会についても､女性や障碍者と

並んで年齢による差別と捉える人権論的視座が登場してきた｡EUはこれら新たな考え方

を ｢世代を超えた連帯｣というテーマのもとに打ち出してきている｡

こうして､2001年のス トックホルム欧州理事会では､高齢者 (55歳-64歳)の就業率を

2010年までに50%に引き上げるという目標を設定し､2002年のバルセロナ欧州理事会では､

引退年齢を2010年までに5歳引き上げるという野心的な目標を設定した｡

(2)社会的統合戦略の始動

このように､1997年以来EU雇用戦略が進展する中で､その視野は狭義の失業者にとど

まらず､福祉受給者や早期引退者にも及んできている｡ しかし､これらの人々の問題は雇

用政策の枠内にとどまるものではない｡本気で取り組もうとすれば､それは社会福祉や年

金といった社会保護制度全体にわたる見直しを要求することになる｡このうち､､社会保護

分野の政策戦略第1弾としては､比較的新しい問題領域であり､問題意識の提示自体が重

要である社会的排除の問題が取 り上げられることになった｡

伝統的な社会政策においては､貧困に対する対策は最低所得給付という形を取ってきた｡

日本で言えば生活保護である｡ しかしながら､本来当面のお金がない人への援助として設

けられたものであるにもかかわらず､援助が長期化するにつれ､制度から脱却することが
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困難になってきた｡雇用戦略で問題となった福祉受給者はまさにこの人々であり､彼らを

いかに賃金労働の世界に移行させるかというのが､雇用戟略と社会的統合戦略を貫く最大

の政策課題となっている｡

2000年3月のリスボン欧州理事会では､社会的排除に対して国別行動計画と欧州委員会

のイニシアティブを組み合わせた公開調整手法を取ることを決定した｡同年12月のニース

欧州理事会では､雇用戦略と並んで社会的排除に村する戟略という項目が立てられ､閣僚

理事会が採択した ｢貧困と社会的排除と戟う諸目的｣を承認するとともに､加盟国に対し

て2001年6月までに2ヶ年の国別行動計画を提出するよう求めた｡翌2001年12月のラーケ

ン欧州理事会には国別行動計画に基づく合同報告書が作成されるとともに､社会的統合の

指標が正式にオーソライズされた｡ここまでが第1サイクルということになる｡

第2サイクルは2002年に始まり､12月のコペンハーゲン欧州理事会で ｢諸目的｣が若干

改正され､2010年までの社会的排除削減目標設定が書き込まれた｡2003年には第2次国別

行動計画が提出され､それをもとに第2回報告が準備されることになる｡

(3)EUの経済財政政策

一方､経済財政サイドの動きを見ておこう｡ 前述した｢安定と成長の協約｣は､1999年1

月にユーロが導入されるとともに発効した｡その主眼は､経済通貨統合の財政規律を強化

することである｡ 具体的には､景気循環に対処するためにGDPの3%以内の赤字を認め

つつ､中期目標として収支バランス又は黒字を目指す｡根拠は欧州理事会決議という政治

的コミットメントであるが､理事会規則により財政状況の多角的サーベイランスと経済政

策の協調が規定されている｡

それによれば､毎年仝加盟国が｢安定と収敵のプログラム｣を提出し､欧州委員会(経済財

政総局)と経済財政委員会の下審査を経て､経済財政相理事会が検査する｡検査事項は､プ

ログラムに示された財政中期目標が妥当かどうか､それが基づく経済予測が現実的かどう

か､目標達成のためにとられる措置が適切かどうか､各国の経済政策が包括的経済政策指

針に合致しているかどうか､等々である｡経済財政相理事会は､その結果に基づき意見を

述べ､必要があれば赤字を避けるために是正措置を講ずるよう勧告することができる｡

条約第104条は､加盟国が過剰な財政赤字を出さないようにするものと定め､これに反し

た場合の措置(過剰赤字手続)を規定している｡それによると､欧州委員会と経済財政委員

会の報告に基づき､経済財政相理事会が､過剰赤字の存在を決定する｡赤字が3%を超え
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れば原則として過剰赤字とみなされるが､例外として政府のコントロールを超える突発的

な事態による場合と急激な経済後退による場合(実質GDPの2%下落)は一時的とみなさ

れて制裁の対象とならない｡

過剰赤字が存在すると決定された場合､経済財政相理事会は当該加盟国に､4ケ月の期

限を設けて､有効な是正措置をとるよう勧告を行う｡ 特段の事情のない限り､この措置は

1年以内に過剰赤字を解消するものでなければならない｡加盟国がこれを遵守しない場合､

経済財政相理事会は制裁を発動することになる｡ 第1段階の制裁は､GDPの0.2%に相当

する額を欧州委員会に無利子で預託することである｡ 加盟国が是正しなければこの額はG

DPの0.5%相当額まで引き上げられ､2年以内に是正されなければ原則として罰金に転換

して没収される｡ 制裁を停止した場合でも罰金の返還はない｡預託金の利子と罰金は､過

剰赤字のない国にそのGDPに比例して分配される｡

これらを背景に､1999年から経済財政サイドでも､財政の長期的持続可能性の観点から､

人口の高齢化の経済財政的帰結に関する活動が活発化してきた｡上のように中期的な財政

収支を審査するだけではなく､各国に高齢化の影響を踏まえた長期的な財政収支予測を出

させ､EUレベルにおける包括的な政策対応方向を発展させていこうという考え方である｡

3.EU年金戦略の始動期

(1)出発点としてのリスボン欧州理事会

こうして､われわれはようやくEU年金戟略を論じうる地点に達した｡先行する雇用戦略､

社会的統合戟略が､雇用社会総局､雇用社会相理事会､(各国の雇用 ･社会政策官僚からな

る)雇用委員会と社会保護委員会という社会政策サイドのみによって進められてきたのに

対して､年金問題は前述したように経済財政サイドと絡み合って進行することから■､一段

と政策過程が複雑化する｡

2000年前半期の議長国となったポルトガルは､3月に開かれたリスボン欧州理事会にお

いて､いくつもの領域で新たな政策イニシアティブを進めた｡これは､雇用戦略において

就業率という数値目標を設定したことや､社会的統合戟略を一気に軌道に乗せたことによ

く示されているが､年金についても ｢社会保護ハイレベルワーキングパーティに対し､経

済政策委員会の作業を考慮しつつ､欧州委員会の文書をもとに､年金制度の持続可能性に

特段の注意を払いつつ､長期的観点からめ社会保護の将来の進展に関する研究を準備する

よう｣求めたのである｡
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同年6月にハイレベルワーキングパーティの第1回進捗状況報告 ｢社会保護の現代化と

改善への協調と強化｣が提出された｡これは社会的排除､年金の両分野の課題を概観する

ような内容であり､むしろ社会的排除問題に重点が置かれていたが､同年11月の進捗状況

報告 ｢社会保護の将来の進展:年金｣は､年金に議論を絞り､本質に切 り込む形で論点を明

確化させた｡それは社会政策サイドからの年金政策論をクリアカットに示している｡ 次節

でその内容を紹介しよう｡

(2)年金の持続可能性をどう考えるべきか

報告は言う｡ 先ず何より初めに強調されるべきことは､年金制度の持続可能性は財政的

観点からのみ判断されてはならず､社会的持続可能性を確保することこそが重要なのだと

いうことである｡ 従って年金を持続可能にする戟略は年金計算のパラメーターの調整にと

どまってはならず､問題の根源に取 り組まなければならない｡では問題の根源とは何か｡

年金の将来を人口学的従属人口比率(demographicdependencyratio)(老齢人口 (65歳～)

/生産年齢人口 (15歳～64歳)で考えれば､1960年には16%だったものが2000年には24%

となり､そして2050年には53%に達するのであるからまことにやっかいである｡ これを出

生率の急上昇で押し止めようとしても､彼らが労働市場に登場して効果を発揮し始めるの

は20年後である｡ 移民で補うというのはすぐに効果を発揮するだろうが､それがポジティ

ブである保証はない｡むしろ (今までの経緯が示すように)失業者として滞留し､社会的

排除の対象となり､かえって社会の負担となる可能性が高い｡しかしながら､年金制度の

持続可能性は人口学的従属人口比率に掛かっているのではない｡経済的従属人口比率

(economicdependencyratio)に掛かっているのである｡ 人口学的には生産年齢人口であっ

ても働いていなければ経済的には生産人口ではない｡人口学的には老齢人口であっても働

いていれば経済的には立派に生産人口なのである｡

一現在の就業率をそのまま未来に延長したのでは年金は持続できない｡年金を持続するた

めには就業率を引き上げなければならない｡この極めて単純な原理が同報告の中核である｡

いやほとんど全てとすら言ってもよい｡なぜなら､就業率の引き上げ以外は ｢追加的なア

プローチ｣として無造作に一括されているのであるから｡ この戦略を同報告は ｢長寿化を

年金受給期間と活動的雇用期間との間でシェアしようという考え方｣という魅力的な表現

をしている｡単なる失業対策でない雇用戟略と､単なる財政対策でない年金戟略が､アク

ティブ ･エイジングの地点で一体化するというシナリオである｡
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同報告が何を意識して書かれているかは明白である｡ 就業率という問題の根源に取り組

まず､年金計算のパラメーターの調整にとどまるような議論を論駁しようという気持ちが

前面に出た報告になっている｡

(3)経済財政サイ ドの動き

一方､経済財政サイドでは､1999年末に経済政策委員会に高齢化ワーキンググループが

設置され､2000年2月には経済財政相理事会の委嘱を受けて検討が本格化し､同年10月に

は進捗状況報告 ｢人口高齢化の公的年金制度-の影響｣が公表された｡

同報告は､現行政策シナリオとリスボンシナリオの2つのシナリオに基づいて2050年ま

での予測を行っている｡ リスボンシナリオは､リスボン欧州理事会の目標たる就業率70%

をはるかに超えて､就業率80%以上を前提するものである｡しかしながら､その場合でも

長期的な財政負担増をすべて吸収することは不可能であり､その効果は多くの加盟国で半

分以下にとどまることを明らかにしている｡ 同報告は､この試算に基づき､就業率引き上

げの意義は認めつつ､それだけでは足りず､年金計算のパラメーターの変更や年金構造 (1

階の公的年金､2階の職域年金､3階の私的年金)のウェイトの調整にも取り組む必要があ

ると主張する｡

(4)年金戦略が始動するまで

政治レベルにおいて年金戦略を始動させたのは2001年前半の議長国スウェーデンであっ

た｡3月のストックホルム欧州理事会が ｢年金分野について公開調整手法のポテンシャル

をフルに活用すべきだ｣と踏み切り､6月のヨーテポリ欧州理事会では (社会保護ハイレ

ベルワーキングパーティを改組した)社会保護委員会と経済政策委員会に対し､年金分野

における諸目的と作業方法に関する合同報告書を提出するように命じたのである｡ いよい

よ公開調整手法に踏み出す以上は､これまで別々に進められてきた両委員会の作業を統一

し､EUとしての年金政策の姿を明確に示さなければならない｡

4.EU年金戦略第 1期

(1)共通目的の策定

2001年11月､社会保護委員会と経済政策委員会は初めて合同で､｢年金分野における諸目

的と作業方法に関する合同報告:公開調整手法を適用する｣を取 りまとめ､提出した｡そし
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て､これは12月のラーケン欧州理事会で｢留意｣された｡

この社会保護委員会と経済政策委員会の合同報告は､年金分野の公開調整手法を次のよ

うに示している｡ まず､加盟各国が､年金の持続可能性と制度の現代化に向けた総合的な

政策戟略を記述した国別年金戟略報告を2002年9月までに提出する｡国別報告の準備に当

たっては､労使を初め仝関係者-の協議が望ましい｡EUレベルでは､国別報告は欧州委

員会と理事会の合同報告で分析される｡ 実際にはこの作業は社会保護委員会と経済政策委

員会の密接な協力で行われる｡ さらに､年金の将来に関する公開調整手法を補強するため

に､指標に関する共通のアプローチと比較可能性を発展させる｡ そして2004年末までにこ

の諸目的と作業方法を見直すというものである｡

以下､その共通目的を見ていこう｡ 前文で補完性原則と加盟国の権限を十分に尊重しつ

つといいながら､加盟国は次のような年金政策の実施を求められる｡

第 1の柱は年金の十分性である｡

加盟国は､その社会的諸目的を達成 しうるように年金の能力(キャパシティ)を確保すべ

きである｡ この目的のため､各国の状況に応 じて､

①高齢者が貧困の危険に晒されず､真っ当な生活水準を享受しえ､経済的繁栄の分け前に

与 り､公共的､社会的､文化的生活に積極的に参加できることを確保 し､

②全ての人が､退職後に合理的な程度に生活水準を維持できるような年金資格を得られる

ような公的及び/又は私的な適切な年金へのアクセスを提供し､

③世代間及び世代内の連帯を促進するべきでである｡

第2の柱は年金制度の財政的持続可能性である｡

加盟国は､次の政策の適切な結合を含め､年金制度を健全な財政編制の上に位置づける

多面的な戟略を追求すべきである｡ すなわち､

④包括的な労働市場改革を通 じた高水準の就業を達成すること､

⑤年金を始め全ての分野の社会保護制度が､労働市場政策や経済政策とあいまって､高齢

労働者の参加の有効なインセンティブを提供し､労働者が早期退職することを促される

ことなく､標準的な引退年齢を超えて労働市場で継続就業することが不利にならず､年

金制度が段階的引退を容易にすること､

⑥財政の持続可能性の維持という全体目標を考慮して年金制度を適切な方法で改革するこ

と｡ 同時に､年金制度の持続可能性は､債務の削減を含めた健全財政政策を伴う必要が

ある｡ この目的を達成するための戟略は年金準備基金の設置を含むこともできる｡
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⑦年金制度と改革が､現役世代に過重な負担を負わせず､引退世代に十分な年金を維持す

ることによって､現役世代と引退世代の公平なバランスを維持すること､

⑧適切な規制枠組みと健全な運営を通じて､私的および公的な積立年金制度が､求められ

る効率性､利用可能性､移動可能性及び安全性の確保すること､である｡

第3の柱は年金制度を経済､社会及び個人の変わりゆくニーズに対応して現代化するこ

とである｡ すなわち､

⑨年金制度を労働市場の柔軟性と安定性の必要に適合させ､加盟国の税制に抵触しない限

り､労働移動や非正規雇用形態が年金資格上不利とならず､年金制度によって自営業の

意欲が削がれないこと､

⑲EU法による義務を考慮して､男女均等待遇の原則を確保する観点から年金制度を見直

すこと､

⑪年金制度をより透明で環境変化に適応可能にし､市民が年金-の信頼を維持できるよう

にすること､年金制度の長期的な見通し､特に給付水準や保険料の見込みに関する信頼

でき､わかりやすい情報を市民に提供すること､年金政策と改革に関する広範なコンセ

ンサスを促進すること､年金改革と政策の効率的なモニタリングのための方法的基礎を

改善すること､である｡

これを見る限り､年金戦略は社会政策サイドが優勢に試合を進めているように見える｡

(2)経済財政サイドの新たな動き

しかしながら､経済財政サイドは自分の土俵で有利な試合を進めることにしていたよう

である｡少し時期をさかのぼるが､2001年3月､ストックホルム欧州理事会の直前､経済

財政相理事会と欧州委員会(経済財政総局)は欧州理事会に向けて､｢財政の成長と雇用への

貢献:質と持続可能性を改善する｣を提出した｡そして､これを受けて､ス トックホルム欧

州理事会は､結論文書の中の社会保護とは別の部分(包括的経済政策指針の部分)で､｢理事

会は定期的に､今後の人口学的変化によって引き起こされると予測される歪みを含め､財

政の長期的持続可能性を再検討すべきである｡ これは包括的経済政策指針のもとでと､安

定と収蝕のプログラムの文脈においての双方においてなされるべきである｡ ･-公的年金､

保健医療および老人介護は再検討され､必要であれば改革されるべきである｡｣と明記した｡

年金問題はあまりにも重要なので社会政策サイドに委ねるわけにはいかない､と言わんば

かりの姿勢である｡

-117-



上記文書は､人口高齢化による財政支出拡大効果はGDPの3-5%(人口動態によって

は5-8%)に達するという経済政策委員会の試算をもとに､持続可能な財政の確保がE

Uの直面する最重要課題であるとし､その費用を国債発行でまかなうことも､税金や保険

料を引き上げることも､他の財政支出を切り詰めることも非現実的だとして､早急な公的

債務の削減や包括的な労働市場改革とともに､早急な年金制度改革を求めている｡ しかし

ながら(経済財政サイドの見るところ)年金改革は失望的な状況であり､ほとんど進歩が見

られない｡社会的対話とコンセンサスは改革の成功に重要なのかもしれないが､多くの国

が先送りの繰 り返しという悪しきパターンに陥っている｡ 改革の遅れは改革のコストを高

める｡ 年金改革はトップ ･プライオリティであり､具体的な進歩がなされねばならない｡

こちらも危機感いっぱいである｡

こうして､各加盟国は毎年､人口高齢化の帰結にどう対応するかという長期戦略を安定

と収蝕のプログラムに明記して､経済財政総局､経済財政委員会､経済財政相理事会とい

った面々の審査を受けなければならなくなった｡また､毎年の経済政策指針の枠組みでも､

各国の経済政策が年金改革に取り組んでいるかが多角的サーベイランス手続において評価

されるようになった｡年金戦略が社会政策サイドのペースで進められてしまうことを予測

したかのように､そうはさせじと経済財政サイドから各加盟国を締め上げていこうという

戦略である｡ これらは年金戦略の開始と相前後して､2002年の審査から早速開始された｡

年金戟略が開始された直後のバルセロナ欧州理事会においても､社会政策に関する部分

とは別に経済政策に関する部分で､｢欧州理事会は理事会に対し､とりわけ高齢化の財政課

題の観点から､毎年のサーベイランスの一環として財政の長期的持続可能性の検査を継続

するよう求める｣と述べており､EU年金戦略は結局事実上ダブルトラックで開始されたと

見るのが正しいように思われる｡

(3)年金戦略始動後の推移

こうして､2001年末から2002年初めにかけてEUの年金戟略はゆっくりと始動 した｡

2002年9月には､各加盟国から国別年金行動計画が続々と提出された｡これをもとに､

12月には欧州委員会が合同報告案を作成し､雇用社会相理事会に提出した｡報告案は欧州

委員会と理事会の合同報告として､2003年3月のブリュッセル欧州理事会に提出された｡

ブリュッセル欧州理事会は､合同報告を歓迎し､年金分野における公開調整手法を引き続

き適用するとともに､2006年に新規加盟国も含めて進展状況を再検討するよう求めている｡
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さらに､年金制度の十分性､財政的持続可能性および現代化に関する指標の開発を継続す

る明らかな必要性に言及している｡

一方､2002年に入っても経済財政サイドと社会政策サイドのジャブの応酬が続いている｡

同年4月に欧州委員会(経済財政総局)が2002年包括的経済政策指針案を提案した直後の5

月､社会保護委員会はこれに対する意見を公表し､｢年金数理的公平さと積立方式-の依存

の強化に向けて前進し｣云々というところに対して､積立ての拡大は人口高齢化の根本問

題､すなわち労働人口の年金受給者に対する比率の悪化を解決するものではない､と批判

した｡しかし､欧州委員会経済財政総局の職員 (経済政策委員会高齢化グループのメンバ

ー)が執筆した論文では｢最適｣なEU年金改革戟略として､段階的な100%の積立方式-の移

行を主張しており､EU年金戦略が始動したとはいうものの､依然として社会政策サイドと

経済財政サイドの社会哲学レベルの対立は解けないままである｡

(4)EU社会保護戦略の日程表

さて､社会保護分野の政策協調は社会的統合戟略が先行し､年金戦略がこれに次ぎ､医療 ･

介護分野ではまだ始動に至っていないが､欧州委員会は2003年5月､これらを今後数年掛け

て単一の枠組みにま七めていく計画を公表した｡それによると､2005年までを過渡期とし､

2006年から単一の社会保護戦略を開始することとなる｡具体的な日程表は以下の通りである｡

･2003年 :加盟国 ｢社会的統合国別行動計画 (第2次)｣提出

欧州委 ｢メーク･ワーク･ペイ｣報告採択

･2004年 :社会的統合合同報告採択

欧州委 ｢医療における協調｣COM採択

新規加盟国の社会的統合国別行動計画提出

･2005年 :欧州委 ｢第1回社会保護年次報告｣採択 (社会的統合に重点)

新規加盟国の年金戦略報告提出､現加盟国 ｢年金戟略実施状況報告｣提出

欧州委 ｢年金 ･社会的統合 ･医療の政策評価｣提出

･2006年 :欧州委 ｢社会保護の全般的共通目的｣設定-欧州理で承認

欧州委 ｢第2回社会保護年次報告｣採択 (年金に重点)

加盟国 ｢第1回社会保護一般報告｣提出

･2007年 :合同社会保護報告採択

(以後､原則として3年を単位として戦略を進める)
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これで見ると､年金に関しては2005年までは余り動きはなく､2006年に他の分野と合わ

せて共通目的を設定されることになる｡一方､医療 ･介護分野についても､ゆっくり時間

を掛けてEUレベルの戦略形成につなげていこうという姿勢が窺われ､当面は社会的統合

戦略について､メーク･ワーク･ペイという形で就業促進的な政策に傾斜しつつ進めてい

こうとしているというところであろうか｡このあたりは､日本における生活保護の見直し

に対しても参考になるであろう｡

もっとも､経済財政サイドは既に医療 ･介護分野における人口高齢化の財政への影響に

本格的に取 り組んでおり､やがてここが最大の論戟場となることが予想される｡ これは年

金と異なり､医療サービス､医薬品､医療器具､保険サービスといった多くの分野に関わ

る問題であり､既に共通市場の形成に向けてのヒト､モノ､カネの自由移動との関係で様々

な問題を引き起こ･している｡ 同時代的課題を共有する日本としても､強い関心を持って観

察していく必要があろう｡

5.日本への示唆

EU加盟諸国には年金制度の先駆者がそろっているが､EUは年金政策においてはごく

新参者にすぎない｡しかしここ数年間の年金戟略の動きは､日本にもいくつか示唆すると

ころがありそうである｡

(1)持続可能性

日本でも､年金制度は厚生労働省の所管ではあるが､特に財政構造改革の観点から経済

財政諮問会議や財務省が積極的に政策介入を試みており､政府部内に複数の年金改革案が

並立するかの様相を呈している｡ このこと自体はEUでも同様の事態が生じており､それ

ほど異とするには足らない｡年金はそれほど重大な課題だということなのである｡

しかしながら､日本の対立図式とEUの対立図式を比較してみると､経済財政サイドの

主張は洋の東西を超えて共通性が極めて高いが､社会政策サイドのスタンスには無視でき

ない相違が見られるのではなかろうか｡すなわち､年金の持続可能性という共通の最大課

題に対して､日本の厚生労働省は年金計算のパラメーターの調整に集中し､3(2)で述べた

｢問題の根源｣に取り組もうという姿勢が見られないように思われる｡EUの社会政策サ

イドでは就業率の引き上げ以外は ｢追加的なアプローチ｣だと無造作に一括しているほど

であるだけに､その違いは際だっ｡
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もちろん､高齢者の早期退職を促進してきたヨーロッパ諸国と今なお高齢者の就業意欲

の高い日本では状況が違う｡ また､日本では現に今60歳から65歳に向けた厚生年金受給開

始年齢の引き上げの途上にあり､さらなる引退年齢の引き上げを提起することは政治的に

困難であることも確かである｡ しかしながら､ヨーロッパでは例外的に高齢者の就業率の

高い優等生のスウェーデンが､さらに65歳から67歳-の引き上げを試みていることを考え

れば､日本がこの間題を無視していい立場にいるわけではない｡そもそも今回の改革は､

雇用政策と年金政策が一体で行えるという触れ込みで厚生労働省が設置されてから初めて

の年金改革なのである｡ 財政的持続可能性に対して社会的持続可能性を対置するようなス

タンスがあってもいいのではなかろうか｡

この観点で､EUの年金報告が繰り返し推薦しているのがイタリアとスウェーデンの年

金改革である｡ これらは数理的中立性を導入することにより世代間の不公平な再分配を解

消するものであるとともに､雇用インセンティブを高めて就業率を引き上げる効果がある｡

社会政策サイドの主張である就業率引き上げを､経済財政サイドの主張するパラメーター

の変更によって実現し､財政支出増の歯止めとするもので､両者揃ってのお勧め品という

扱いである｡ 優等生のスウェーデンと劣等生のイタリアがここだけは一致しているという

ところがミソである｡

(2)生活水準の維持

さて､経済財政サイドにとって年金問題とは財政の持続可能性の問題に尽きるのに対し､

社会政策サイドにとっては課題はもう二つある｡ 一つは貧困と社会的排除からの防壁たり

うる最低所得をいかに保障し､かつ合理的な生活水準を維持しうるようにするかという課

題である｡ これは日本では往々にして国民年金の空洞化という文脈で問題が提示され､基

礎年金を税金で賄い､厚生年金は民営化するという処方毒が流行している｡

EUでは最低所得保障の仕組みは様々である｡年金について居住を要件とする定額制を

とるオランダとデンマーク､拠出に基づく定額制をとるイギリスとアイルランド､年金は

報酬比例制としつつその中で最低所得保障を設ける多くの諸国､最低所得保障は年金制度

の外の社会扶助に委ねるドイツにまず分けられる｡･もっとも､各国の制度をシステムとし

てみれば見た目ほど異なっていない面もあるようである｡というのは､居住に基づく定額

制をとるオランダとデンマークでは､法定年金額が低額なので､職域年金のカバレッジが

大きい｡オランダでは91%､デンマークでは82%で､これは全国産業レベルの労働協約で
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締結されるものであって､日本語で｢企業年金｣と呼ぶのはミスリーディングであり､むし

ろ産業別労使で運営する厚生年金というイメージに近い｡スウェーデン､ベルギー､スペ

イン等も同様の方向である｡ 逆に､ドイツの社会扶助は高齢者の場合子供に扶養能力があ

っても支給されるなどミーンズテス トが緩やかで､最低保障年金に近い｡その意味では､

オランダ等の1階に対応するのはドイツの社会扶助で､オランダの2階に対応するのが ド

イツの1階とすら言えるかもしれない｡

基礎年金を税金でというのはあり得る選択肢である｡しかしながらその場合､その上の

2階部分にオランダやデンマークのような準公的な産業別年金基金を設けるつもりがある

のであろうか｡純粋に私的な年金に委ねるというのであれば､それは先進世界に類のない

ものとなろう｡

なおこの関係で､日本の生活保護制度についても､雇用保険受給終了後の長期失業者が

増加していることを考えれば､EUの社会的統合戦略に学びながら､抜本的な制度改革を

行っていく必要があるであろう｡ その際､福祉サイドに ｢メーク･ワーク･ペイ｣の考え

方をいかに浸透させていくかが課題となると思われる｡

(3)社会変化への対応

もう一つの課題､すなわちパートタイム労働など非典型労働への対応や女性の年金権な

ど男女均等政策との関わり､さらには育児や介護など家庭責任の問題は､EU諸国と日本

の社会政策当局がまさに同時代的課題として取り組んでいるもので､議論の内容や水準も

似たようなものが多い｡また､ここはさすがに厚生労働省統合の成果か､年金政策と労働

政策が一定の連携を示しているように見える｡

EU諸国における試みで注目すべきは､遺族年金を引き下げていく代わりに育児期間に

伴う年金受給資格を付与していくやり方で､ドイツやスウェーデンはじめ多くの国で取り

組まれている｡

なお､就業形態の変化との関わりで､EU諸国では名目的には自営業者であるが実質的に

は一社に従属している｢新･自営業者｣の扱いが問題となっている｡イタリアの興味深い例は

第3章にあるが､スペインでは自営業者の所得把握の困難性から､毎年設定される最低額

と最高額の間で自由に保険料を選択できるという制度が導入されており､日本にも参考に

なるのではなかろうか｡なお､パート労働者や派遣労働者については､職域年金からの排

除や差別待遇を禁止するオランダの法制が注目される｡
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第8章 各国労働組合における年金改革に対する取り組み

連 合 総 研 事 務 局

1.はじめに

現在､ヨーロッパ各国において社会保障改革が拡がっている｡ とくに､各国政府は､社

会保障改革のなかでも年金制度の改革から着手しようとしている｡ これに対して､労働組

合は強い抵抗を示している｡

本章では､ヨーロッパ各国を中心に､ソーシャル ･パートナーシップのなかで､年金改

革に対して労働組合がどのように対応しているか､という点について明らかにすることと

する｡

2.ヨーロッパ各国労働組合の取り組み

(1)フランス

政府の年金改革案の中心の一つは､教員など公務員の年金積立年数を40年から42年に延

長することにあった｡

政府改革案は､国民への大きな波紋をよび､CGT(フランス労働総同盟)､FO(フランス

労働総同盟 ｢労働者の力｣)を中心に (CFDT(フランス民主労働総同盟)は法案に反対しな

かった)､5月13日以降7月にいたろまで､国中で大衆デモが起こった｡政府案に対する組

合間の統一的な見解はないが､大多数が不十分な内容であることでは一致している｡また､

年金改革を皮切りに全般的な公務員制度改革に着手されることへの危悦も大きな大衆デモ

につながった｡

経営者の代表もまた改革には賛成ではない｡経営者団体は､老齢年金0.2%保険料引き上

げの提案に批判的であり､とくに他の財源を充てるべきだと主張している｡

7月24日､国会でラフアラン内閣提出の年金制度改革法案が可決､成立した｡政府は社

会保障制度の最大の懸案事項である年金改革に解決の道筋をつけたとされる｡

(2)オーストリア

オーストリアの新連立政権は､早期退職制度の一部の廃止に､新しい年金額の縮減 (午

間1ないし2%)､フル年金の受給資格期間の延長 (15年から40年-､結果的に最大25%の
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年金減額)を内容とする年金改正を決定した｡

これに対して､0GB(オーストリア労働組合連盟)は､①財政計算の基礎となる年金財政

の状況を誇張している､②高年齢者が退職しないで失業にとどまることによって失業が増大

する､などの点で強く反対した｡

オーストリアのソーシャル ･パートナーシップ制度である政労使の三者協議で､政府は､

年金減額を最大10%にする､早期退職制度の廃止の一部を見直す､などの譲歩案を提示した｡

しかし､労働組合側は､これを不十分として､2003年4月末､5月初めに一連のデモお

よびス トライキを断行し､さらに5月26日に三者交渉が決裂したのち､6月3日に何十年

ぶりの大規模なゼネストへ突入した｡これには100万人以上が結集し､国中を麻痔させた｡

公共交通､郵便､ごみ収集のサービス機能が麻痔し､幼稚園､学校､大学は､終日閉鎖と

なった｡

(3) ドイツ

2001年に幅広い改革を終了したが､経済情勢が好転しなければ､公的年金に労使が拠出

している保険料を2004年に引き上げる必要性がでてきている｡

2003年3月14日､シュレーダー首相は ｢アジェンダ2010｣を発表した｡解雇規制の範囲

の変更､年金受給の変更､失業手当制度の改革､ヘルスケアサービスの削減を提案した｡

また､4月にはリュ-ルップ委員会が､67歳までの定年年齢の引き上げ､給付スライドの

変更について提案した｡

労働組合は､この提案に強く反対している｡ エンゲレン･ケ-ファーDGB(ドイツ労働総

同盟)副会長は､｢社会的に公正で､持続的な改革の実現を冷酷に拒絶するものである｣と

述べた｡建設労組のような個々の産業別組合も批判した｡

2003年8月28日､リュ-ルツプ委員会が社会保障改革に関する最終報告書を発表した｡

現在満65歳となっている年金支給開始年齢の67歳への引き上げ､給付スライドの変更によ

る給付の伸びの抑制､などの内容が盛り込まれている｡ これまでの経過からみて､DGBなど

労働組合が強く反発することが予測される｡

(4)イタリア

ベルルスコ一二首相の右派政府は､年金制度の改革､労働市場の弾力化に関する新法の

導入の計画を発表した｡その内容は､退職年齢の自由化､年金受給年齢層の労働者が仕事
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にとどまるためのインセンティブ､新規採用労働者の保険料の引き下げ (経営者負担の低

減)､補足的年金制度への退職金の使用を柱としている｡

2003年4月以降､イタリアの3つの主要なナショナルセンターは､共同で法案に対する

多数の修正意見を提示した｡その意見のなかには､年金保険料の減額のかわりに､失業保

険給付などへの保険料を減額し､その分を一般財政に移管すること､退職金の使用は非強

制的なものとすることなどが含まれている｡

マローニ労相と労働組合側の話し合いが5月中にもたれたが､労働組合は､もし政府が

自分たちの見解を広く取り入れなければ､スト行動に訴えると強調し､政府と労組の間の

緊張関係が続いている｡

(5)フィンランド

労働組合と経営者団体は､2001年に締結した改革の協定のもとで､公的年金の計算に使わ

れるべき方法について､数週間にわたる議論をおこなった｡2001年の協定では､柔軟な定年

年齢､早期退職の縮小については合意していたが､公的年金の改革峠入っていなかった｡

2002年8月に､労使協議は､政府が提案した方式､つまり年金は最終10年の所得で計算

されるかわりに､職業生涯全体の所得を基礎として計算されるべきとする案について論議

をおこなった｡しかし､3つの主要労組のうち､2労組が労働者の一定のグループに対し

て不利になるという理由で､この提案を拒否した｡

(6)ノルウェー

地方自治体セクターの年金制度改革に対する最近の勧告に対して､労働組合では賛否両

論がある｡ この提案は､65歳の年金支給開始､早期退職制度の廃止､一定のタイプの労働

者が金銭的損失なしに早期退職できるというルールの廃止を盛 り込んでいる｡ また､早期

退職した者にペナルティを与え､65歳を超えて働く者には報酬を与えることとしている｡

教育水準が高く､訓練を受けている大学教員の組合は､この提案を歓迎した｡しかし､LO

(ノルウェー労働総同盟)は制度全体を侵害する可能性があるとして反対している｡

3.ヨーロッパの共通性

内容は各国ごとに異なる側面をもっているが､ヨーロッパ各国は主として財政上の理由

から､年金制度の改革を試みている｡ これに対して､一般に既得の権利が大幅に削減され
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ることに労働組合は大きな抵抗をおこなっている｡ しかし､フランスなどにみられるよう

に､この抵抗は部分的な効果はあっても､全体として政府案が成立している｡ 例えば､年

金問題が大きな課題となった1960年代末などと比較すると､労働組合の力量が低下してい

るといえる｡

一つの理由として､労働組合が結果的に有力な代案を提起しえていないことがあげられ

る｡ 年金支給年齢と関連してワークフェア (退職年齢の引き上げなど)に対しては抵抗が

強いため､代替案が提示できないと推定される｡

もう一つの理由として､1990年代と違ってイギリス､ドイツ､スウェーデンを除く各国

では社会民主主義政権が交代している｡ 年金問題ひいては社会保障制度全体をめぐって､

ソーシャル ･パートナーシップ機能が停滞する可能性がある｡

なお､経済 ･産業や金融と異なり､年金を中心とする社会保障制度については､ヨーロ

ッパ共通政策の側面もあるとはいえ､各国ごとの対応が基本となっている｡このため､い

わば各国ごとに労働組合が撃破されていくという姿がみられる｡

しかし､フランスなどで政府案が国会を通過したとはいえ､ ドイツ､イタリアなどでは

議論が継続中である｡ 労働組合側は､たんに既得権の削減に対する労働組合の抵抗のみで

はなく､社会的公正の視点で対処するよう強く要求している｡ 今後､この間題の解決に向

けて､一層のソーシャル ･パートナーシップの機能向上が期待されることは､大方の合意

となっていることから､その帰趨は日本にとっても示唆するところが大きいと思われる｡

労働組合にとって､人口動態､社会的連帯および公正のあり方にどのように対応していく

のか､を明確にしていくことがポイントとなるであろう｡
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小 括
わが国年金･社会保障制度改革に向けての政策的含意

東洋大学経済学部助教授

駒 村 康 平

連 合 総 研 事 務 局

1.2004年の年金改革のスタート
2004年年金改革に向けての政府のとりまとめが最終的な段階にきており､この12月中に

も政府案が示される見通しである｡ 高齢化が加速化していることから､制度の信頼性､年

金財政の安定性､持続可能にするための改革は不可避となっている｡2004年で抜本的な改

革を主張する声も強い｡たしかに年金の信頼性を回復するためには､大改革は不可欠である｡

しかし､スウェーデンでも､世紀の改革という大改革を行うためには10年以上の歳月を費

やした｡一度の改革で抜本的な改革ができる経済 ･政治環境でない点を直視する必要があ

る｡単なる財政の辻棲あわせではなく､次々回改正までを視野に入れた連続的な改革である

と考えべきであろう｡その上で､戟略的に2004年改革の中間目標を設定する必要がある｡低

成長､人口減少 ･少子高齢社会､高失業社会に対応する年金制度はどのようなものである

べきか､望ましい年金の体系についての根本的検討も不可欠である｡ また､年金水準をど

の程度に設定するかは､医療 ･介護 ･福祉 ･生活保護 ･能力開発などの役割をどのように

想定するかという点を合わせて検討すべき問題である｡ひいては､わが国における ｢福祉

経済社会｣の有り様をどのように構築するのかという国家目標の選択でもある｡

2.年金制度が直面する問題

急速な人口構造の変化､経済成長の鈍化､世帯構造の変化､雇用環境の変化によって､

年金制度は多くの課題に直面している｡年金制度の抱える問題は､年金の空洞化､給付と

負担のバランス､将来世代の負担増加､世代間 ･世代内公平などについてどのように考え

るかである｡

年金の空洞化についてであるが､骨年金に空いた穴は､今日どんどん大きくなっており､

2002年度は収納率は62.8%まで低下している｡ 空洞化の原因は､構造的な要因と循環的な
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要因がある｡ 構造的な要因は､一人13300円という定額負担の逆進性である｡ また､年金の

拠出と給付が見合わないのではないかという若年世代の年金不信もある｡

循環要因としては､長引く不況による失業率の上昇もある｡ 全国の市区町村別に失業率

(国勢調査)と検認率の関係を見てみたものが図である｡失業率の上昇が､検認率を下げて

いる｡ すなわち失業率が1%上昇すると2%の検認率が低下する関係にある｡ これは､世

帯主などが失業すると本人だけではなく､同時にその配偶者なども国民年金を未納になっ

ている可能性が高いことを示している｡

次に､世代間の公平であるが､従来の年金の代替率 (-40年加入のモデル年金/男子平

均労働者の手取 り賃金)を59%に維持するためには､基礎年金国庫負担3分の1のままで

は､厚生年金の保険料率は2025年には年収の25%程度になると予想され､その他の社会保

険料も合わせると35%以上の社会保険料率に達することになる｡ 将来世代の保険料率をど

こまで上げるのか､若い世代の年金不信が強まっている｡

収納率(%) 図 国民年金収納率 (検認率)と失業率の関係

◆◆ ◆▲◆▲◆ ▲ ▲

岬 ー紺 iT}二.一一.

ヽ一斗義 ◆▼▼▼◆◆ ◆
◆▼ー .ヽ ー◆◆

◆ ▼ 一◆ ◆ 定 ′＼よ<弘T.◆
▼ ▼▼ tt▼▼◆◆◆ ◆ー▲◆一一 ▼◆◆･◆~◆▲

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13失業率(%)

3.2004年年金改革とその評価

厚生労働省社会保障審議会年金部会は､2003年9月12月に､｢年金制度改正に関する意見｣

(以下､｢意見書｣)を厚生労働大臣に提出した｡意見書には2つのポイントがある｡ ひと
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つは年金体系であり､もう一つは給付と負担のあり方についてである｡

(1)年金体系

空洞化の進む基礎年金については､財源を税に求める税方式､公的年金を基礎年金一階

に限定する､基礎年金と厚生年金を一本化し所得比例型年金とする3つの考えが整理され

ている｡

このうち所得比例年金について､国庫負担を集中して捻出した財源で最低保証的な補足

年金を組み合わせる方法について､可能性と限界が議論されている｡限界については､①

所得捕捉の問題､②資産の十分あるものにも補足年金を支払うのか､③標準的なサラリー

マンの国庫負担がなくなる･ことにより､保険料率が上昇することなどの問題がある｡方向

性と論点では､平成16年改革では､所得比例一本化まで踏み込まず､支払い能力に応じて

支払いを認める多段階免除方式が示されるにとどまっている｡しかし､将来の所得比例年

金一本化の含みが残されている点に注目する必要がある｡

(2)年金の負担と給付の調整方法

負担の給付の調整については､①現行の給付水準を維持して保険料を調整すると､②保

険料と給付双方を調整する､そして③保険料を固定化し給付調整する､三つの方法が示さ

れた｡

従来の年金改革の手法は②であった｡賦課方式年金は､毎年の所得全体を高齢者と若年

者世代で分けあう財政システムである｡このため､人口構造の変動によって､保険料が過

大にならないように両世代で調整するのが賦課方式の年金本来の姿である｡ しかし､既裁

定年金が給付カットが困難であったり､両世代の調整が政治的に困難になるとこの方式は

維持できない｡

今後の急速な高齢化に対応するためには､③の保険料の上昇に枠を決めて､その範囲で

の給付を行う方法が浮上してきた｡

(3)保険料率の固定化とマクロ経済スライド方式

具体的には､③の保険料率固定化方式について､将来保険料の上限を20%に定め､保険

料がそれを上回る場合は､給付を調整するとしている｡ この調整の具体的な方法として､

賃金スライドや物価スライド率をマクロの労働供給とリンクさせる方法を提示している｡
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これは､年金制度の支え手､すなわち労働者が減少すれば､その分､スライド率も引き下

げるというマクロ経済スライド方式とう考え方である｡ この結果､2032年の代替率は52%

まで低下することになる｡

(4) ｢意見書｣の評価と中長期的な視座

多段階免除は､所得比例方式-の一本化の過程ということと理解すれば評価ができる｡

保険料固定方式とマクロスライド方式については､財政安定化機能を果たすため､ある程

度､評価できる｡ しかし､いくつかの研究が行っているように､この方法によっても､給

付と負担をめぐる世代間の不公平は改善されない｡現在の40歳代よりも若い世代は､保険

料負担も抑制されるが､給付も一層抑制されることになるからである｡ 賦課方式年金にお

ける世代間の公平性のベンチマークとなっている代替率を動かす以上､なぜ現在の退職世

代の代替率は59%でありながら､将来世代の代替率は52%でよいのかという点について､

合理的な説明が行われていない｡仮に､将来の代替率を52%程度で良しとするならば､そ

のプロセスについての合意形成をはかる努力が行われなければならない｡

もちろん一回の年金改革で抜本的な改革を目指すことは困難であろう｡ 2004年はマクロ

経済と年金給付のリンクを組み込み､次々回の改革で､抜本的な改革を行うという連続し

た改革にすべきであろう｡所得比例一本化への練合､確定拠出型への移行なども当然議論

の姐上に上がってくるだろう｡ その際､年金単体の議論ではなく､医療 ･介護といった現

物給付は十分な水準を保証するなど､医療､介護､その他の社会保障､私的年金をも含め

た横断的な社会保障改革の議論が不可欠である｡

4.避けられない抜本的制度改革の必要性一年金体系の見直し

今回の年金改革案は､既存制度のなかでの調整である｡ 保険料の上限を設定した点と､

自動的な給付調整メカニズムを導入した点では評価できる案ではあるものの､給付水準の

ベースになる年金体系について十分な議論が行われていない｡本来は､人口減少の少子 ･

高齢社会や低経済成長社会に対応した年金体系を確立してから､給付水準の調整をすべき

であり､順番が逆である｡日本の年金改革はすでに10年遅かったと言える｡以下では､あ

るべき年金体系について考えてみる｡
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(1)給付建てと拠出建て

これまでの年金は､給付水準を年単位で保障するという給付建ての制度であった｡これ

に対し､拠出建てという方法もある｡ これは､生涯でどの程度保険料を払い､どの程度利

回りがついたかによって生涯の年金受給が異なるという制度である｡ 従来､拠出建ての年

金は積立方式でしかできないという見方もあったが､スウェーデンが賦課方式のままで拠

出建て年金にするという ｢概念上の確定拠出建て方式｣を導入して注目されるようになっ

た｡

(2)所得比例型年金の可能性

現在検討されているいずれの改革でも､高齢化が続くなか､厚生年金の給付は徐々に低

下していく｡もし､基礎年金を基礎的な生活費保障として残すと報酬比例部分は極めて薄っ

ぺらいものになり､現行二階建て制度の維持は困難になる｡保険料率に上限を付けたままで､

基礎年金による基礎的生活費の保証と十分な報酬比例給付の両立は困難である｡現在進ん

でいる空洞化をどのように抑えるかという点と合わせて考えると､年金体系を今の二階建

て方式から､スウェーデン同様の応能負担 (所得比例負担)にし､給付もこれに比例とす

る方法がある｡ この方式は確定拠出建てともマッチする｡ 同時に､一定の年金以下の人に

は､国庫負担分の財源を集中投入し､年金水準を保証するような最低保証年金も不可欠で

ある｡

所得比例 ･最低保証年金制度では､低所得者は､拠出時にも給付時にも税を財源にした

移転を受けることになる｡ 現実問題として､サラリーマンと自営業者では所得捕捉に差が

あるため､自営業が過小に保険料を拠出して､最低保証年金を受け取るというインセンテ

ィブが生まれる｡ 所得把握の厳密化が制度導入の前提である｡

5.まとめと新しい福祉社会の確立

今後の改革のあり方であるが､2004年は給付の全体的な水準を圧縮し､前に述べたよう

に次々回年金改革で確定拠出､最低保証年金も含めた抜本的な改革を行うという連続した

改革が必要である｡ また､年金単体の議論ではなく､医療 ･介護といった現物給付は十分

な水準を保障するなど､医療､介護､その他の社会保障､私的年金をも含めた横断的な社

会保障制度改革の議論が不可欠である｡さらには､年金と雇用の接続といった雇用労働政

策との連携も不可欠である｡
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先進諸国に共通することであるが､現在のような構造的な低成長と高齢化が進んだ時代

にあっては､社会保障のあらゆる分野において公的な保障を厚く行うことには種々の困難

がある｡ 20世紀の経済成長と産業社会を前提とした福祉国家論が理想とした十分な給付を

年金､医療､福祉のすべての分野で公的に行うことは困難になりつつある点を冷静に受け

止めつつ､有効な政府のもとでも ｢新しい福祉国家｣を構築するための現実的で妥当な道

筋を探る必要がある｡

マクロ経済スライドでも見たように支え手が減ると､年金額が引き下げられる｡ また､

仮にマクロ経済スライドが導入されなくても､高齢化が進む限り､年金の給付調整は､回

避できない｡高齢化が進むなかでは､就業率を引き上げることも重要である｡

若年者､高齢者､女性も含め､すべての人が持っている能力を活かすことができる ｢新

しい社会｣を目指し､そして能力その能力を発揮できるように行政と企業は支援すべきあ

る｡ ｢新しい社会｣を意識した ｢新しい福祉国家｣の確立が急務である｡
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参考図表1 主要各国における高齢化率
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年

ー 日本

♯ アメリカ合衆国

ム カナダ

I-･････.･x････､････イギリス

一･※-ドイツ

+ イ少)ア

+ スウェーデン

(単位:%)

アメリカ合衆国 8.3 9.2 9.8 ll.2 12.4 112.3 12.9 16.3 20.2 21.0 21.1
カナダ 7.7 7.5 7.9 9.4 ll.3 12.6 14..1 18.2 22.9 24.1 24.3
イギリス 10.7 ll.7 12.9 15.1 15.7 15二8 17.0 20.2 24.3 27.2 27.3
ドイツ -9.7 ll.5.13.7 15.6 15.0 16.4 20.2 22.5 27.7 30｣9 31.0
イタリア 8.3 9.3.10.9 13.1 15.3 18..1 20i6 23.9 28.6 34.5 35.9

(出所)総務省統計局｢世界の統計2003｣

参考図表2 主要各国における合計特殊出生率

1950 1960 1970 198_0 1990 2000 2001

日本 . 3.65 2.00 2.13 1.75 ･1.54 1.36 1.3_3
アメリカ合衆国 3.02 3.64 2.46 1.84 2.08 2.13- -

カナダ 3.37 3.81 2.26 1.71 1.83 - -

イギリス ~2.19 2.57 2.43 1.90 1.85 1.65 -

ドイツ - 2.34 2.01 1.46 1.45 1.36 -

イタリア 2.52 2.31 2.43 1.61 1.33 1.23 -

(注)ドイツについては､1991年以前は西ドイツのデータ

(出所)諸外国は､UN,DemographicYearbookおよび CouncilofEurope,

RecentdemographicdevelopmentsinEuropeandNorthAmerica

日本は､人口動態統計
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参考図表3 主要各国における1朝 U･年齢5歳階級別労働力率

日本 アメリカ今衆国 カナダ. イギリス ドイツ イタリア スウェーデン

合計15歳以上 62.5 - 65.9 - 57.1 48.5 -

15-19歳 17.5 52.2 51.8 62.8 32.1 18.5 31.8
20-24 72.8 77.9 76.9 75.5 72.3 57.0 64.5

25-29 83.2 84.6 85.3 84.7 81.2 71｣5 81.3
30-34 77.7 84.7 86.1 85.7 79.~0 87.2

35-39 79.8 84.4 86.1 85.1 87L.2 79.5 88.640-44 83.7 85.3. 86.5 87.8 78.2 89.8
45-49 84.7 84.5 85.2 86.7 74.0 89.1

50⊥54 82.3 80.3 78.8 36.3 81.0 61.9 87.8

55-59 ･76.1 68.8 63.0 66.0 38.7_ 81.5
60-64 55.5 47.1 36.5 21.5 19.2 52.3

65-69 37.5 24.4 6.d 5.3 6.470-74 24.2 13.5 2.5 2.8
75- 9.8 5.3 0.8 1.5 -

男性15歳以上計 76.4 - 72.5 - 66.6 62.2 -

15-19歳 _ 18.4 53.0 51.8 63.9 35.9 22.0 29..0
20-24 72.7 82.6 79.9 81.9 76.6 63.6 68.4

25-29 95.8 -92.4 90.5 93.8 87.5 81.1 84.4
3.0-34 97.7 94.2 92.7 95.1 93.6 90.4

35--39 97.8 93.2 92.5 92.4 96.0 .95.8 91.240-44 97.7 92.1 92.3 95.4 96.0- 91_.3
45-49 97.3 90.1 91.2 94.2 94.2 90.6

50-54 96.7 86.8 86.5 44.8 90.4 82.6 89.9
60-64 72.6 54.8 46.1 30.3 31.4 _56.2

65-69 51.1 30.1 9.559.5 7.4 10.6

70-74 33.7 17.9 3.8 4.5
75- 16.7 8.0 ･1.6 2.5p -

女性15歳以上計 49.3 - 48.2- 35.8 -

15-19歳 16.6 51.3 51.8 61.6 28.0 14.9 34.2

20-24 72.7 73.3 73.9 68.975.377.829.0 67.6 50.2 60.5

25-29 69.9 -77.1 79.9 74.7 61.8 78.1
30-34 57.1 75.6 79.5 76.1 64.1 83.8
35-39 ..61.4 75.8 79.5 ･77.8 63.0 85-.5
40-44 69.3 78.7 80.9 80.2 60.3 88.5
45-49 71.8 79.1 79.4 79.3 53.9 87~.2
50-54 68.2 -74.1 71.0 71.6 41.6 85､~.7
55-59 58.7 61.2 53.4 55.9 24.2 -79.4

60-64 39.5 40.1 27..23.3 12.9 .8.~0 48.2
65-69 25.4 1~9.4 3.3 2.8 -

70-74 1.6.5 9.9. 1.6 1,4

(注1)いずれも2000年の数値
(注2)アメリカ合衆国､イギリス､スウェーデンについては､16歳以上

(出所)ILO,Yearbookoflabourstatistics2001
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参考図表4 諸外国の公的年金制度の概要

財政方式 修瑚武課方式(段階保険料)(糸酢健 て) 修正貝毒果方式 賦課方式 賦課方式 賦課方式 賦課方式+積立方式(拠出建て)
(給付建て) (給付建て) (給付建て) (給付建て)

給付方式 ･幸闇枇ヒ例(一割淀額) 報酬比例1-(逓増) 幸田枇ヒ例(一部定額) 幸糎批ヒ例 幸酬 比例 辛勝牡蛎fJ

保険料率※1 13.58% 12.4% 21.9%※2(* ^:iQ.O%)(雇用主:ll.9%) 19.1% 16.45%(本 人:6.65%)(雇用主:9.80%) 17.21%(本 人:10.21%)(雇用主:7.0%)
(総報酬ベース) (労使折半) (労使折半) (労附

国庫負担 基薩年金の3/1 なし 原則をし(保持財制文人の不足額を負担) 約20%(職種別制度により異なる) 一般制度:原則なし 原則なし

積立度合 約5年分 約2年分 約2ケ月分 約1ケ月分 約1ケ月分 約4年分

備 考 制度発足時は､定額拠出 .定額給付01978年に所得比例の付加年金を導入○ただし一定の職域年金や個人年金に加入する者は､付加年金の適用.除外('96年度:標準保険料適用者2228万人のうち付加年金適用除夕㈲ 35万人) 2001年5月｢年金改革濫菓｣が可決･給付水準■の引下げ(可処分所得の70%rd70/ol'30年〕)･保険料水準の抑刺('30年までに22%以下に)･積立方式による任意の個人老齢年金の創設(年収の4%〔'08年〕まで税槻 射 新制度へ移行中(1999年1月施行)･保 険 料 率(18.5%)のうち賦 課 方 式 分16%､積立方式分2.5%･賦課茄培持分の給付額は､拠出建てにより算定･低所得者に対して最低保証年金を全額国庫負担により給付

※1 保険料率 :2001年時点

※2 失業給付､疾病給付等を含む国民悌喚全体に対する保険料率であり､拠出並びに給付については保険財政の状況や物価の変

動に応じて毎年職 寸

(出所)社会餓撃醇議会年金部会資料
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